
1

 
 
 
 
 
 

鋼構造建築骨組の最適耐震設計 
に関する研究 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2001 年 6 月 
 

広島大学 澤田樹一郎 
 
 
 
 
 
 



2

目次 
 
 

1. 序 (5) 
 
1.1 本研究の背景と目的 (5) 
1.2 本論文の概要 (7) 
 
2. '81 年耐震基準に基づく弾性・塑性同時制約条件下の鋼構造骨組の最小重量設

計 (13) 
 
2.1 本章の目的 (13) 
2.2 基本仮定 (14) 
2.3 弾性制約条件下の鋼構造骨組の最小重量設計 (15) 

2.3.1 部材応力度制約条件 
2.3.2 層間変形角制約条件 
2.3.3 最小重量弾性設計問題 
2.3.4 設計感度解析 
2.3.5 SLP 法に基づく最適設計手順 
2.3.6 設計例 

2.4 コンパクト法による崩壊機構情報を利用した鋼構造骨組の最小重量塑性設計 (26) 
2.4.1 コンパクト法の概要 
2.4.2 コンパクト法により得られる崩壊機構情報 
2.4.3 崩壊荷重制約条件 
2.4.4 最小重量設計問題 
2.4.5 設計手順 
2.4.6 設計例 

2.5 弾性・塑性同時制約条件下の鋼構造骨組の最小重量設計 (37) 
2.5.1 最小重量設計問題 
2.5.2 設計手順 
2.5.3 設計例 

2.6 本章のまとめ (45) 
 

3. 鋼構造骨組の指定崩壊機構形成のための条件と崩壊機構を指定した最小重量

設計 (47) 
 
3.1 本章の目的 (48) 
3.2 基本仮定 (48) 
3.3 最適設計問題の定式化 (49) 

3.3.1 指定崩壊機構形成のための制約条件 



3

3.3.2 骨組の崩壊に対する制約条件 
3.3.3 最小重量設計問題 

3.4 指定崩壊機構形成時応力の解析と設計感度解析 (51) 
3.4.1 指定崩壊機構形成時の剛性方程式 
3.4.2 指定崩壊機構形成時応力の解析手順 
3.4.3 設計感度解析 

3.5 設計手順 (58) 
3.6 設計例 (59) 

3.6.1 設計条件 
3.6.2 設計解 
3.6.3 大域的最適性・収束性 
3.6.4 荷重増分解析 

3.7 本章のまとめ (64) 
 
4. 部材の降伏強さを確率変数とした崩壊機構指定骨組のFOSM信頼性指標制約

下における最小重量設計 (67) 
 
4.1 本章の目的 (67) 
4.2 基本仮定 (68) 
4.3 最適設計問題の定式化 (68) 

4.3.1 指定崩壊機構形成のための制約条件 
4.3.2 指定崩壊機構形成時応力の降伏強さに関する感度解析 
4.3.3 骨組の崩壊に対する制約条件 
4.3.4 最小重量信頼性設計問題 

4.4 設計手順 (73) 
4.5 設計例 (74) 

4.5.1 設計条件 
4.5.2 設計解 
4.5.3 大域的最適性・収束性 
4.5.4 モンテカルロ法による設計骨組の信頼性解析 
4.5.5 柱梁耐力比に基づく設計法との比較 

4.6 本章のまとめ (85) 
 

5. 部材の降伏強さを確率変数とした指定崩壊機構非形成確率制約下における鋼

構造骨組の最小重量設計 (87) 
 
5.1 本章の目的 (87) 
5.2 基本仮定 (88) 
5.3 最適設計問題の定式化 (88) 

5.3.1 指定崩壊機構非形成確率の上・下限推定式 



4

5.3.2 骨組崩壊確率 
5.3.3 最小重量信頼性設計問題 

5.4 設計手順 (92) 
5.4.1 最小重量信頼性設計部分問題 
5.4.2 設計フロー 

5.5 設計例 (94) 
5.5.1 設計条件 
5.5.2 設計解 
5.5.3 大域的最適性・収束性 
5.5.4 モンテカルロ法による設計骨組の信頼性解析 

5.6 軸力による曲げ耐力の低下を考慮した最小重量設計  (99) 
5.6.1 軸力による曲げ耐力の低下の影響 
5.6.2 最適設計問題 
5.6.3 設計手順 
5.6.4 設計例 

5.7 降伏強さのばらつきが崩壊機構指定骨組の経済性に与える影響 (107) 
5.8 本章のまとめ (108) 
 
6. 崩壊機構と累積塑性変形を制御した鋼構造骨組の最小重量設計と激震時挙動 
 (111) 
6.1 本章の目的 (111) 
6.2 基本仮定  (113) 
6.3 累積塑性変形骨組平均を制御した崩壊機構指定骨組の最小重量設計と激震時挙動 (114) 

6.3.1 設計用応答スペクトル 
6.3.2 設計用層せん断力 
6.3.3 指定崩壊機構形成のための制約条件 
6.3.4 累積塑性変形骨組平均に対する制約条件 
6.3.5 最小重量設計問題 
6.3.6 設計手順 
6.3.7 最小重量設計 
6.3.8 設計骨組の激震時挙動 

 
6.4 部材の同時降伏性を考慮した崩壊機構指定骨組の最小重量設計と激震時挙動  (124) 

6.4.1 塑性化指定部位の同時降伏のための制約条件 
6.4.2 最小重量設計問題 
6.4.3 最小重量設計 
6.4.4 設計骨組の激震時挙動 

6.5 本章のまとめ  (129) 
 

7. 結論 (132) 



5

第 1 章 序 
 
1.1 本研究の背景と目的 

 
最適設計とは、これまで試行錯誤的過程が不可欠とされてきた設計という作業に対して、

その一部あるいは全部を数学的手法により組織的に進める設計理論であり、コンピュータの

利用が極めて容易となった今日、様々な分野でこれに関連する研究が進められている例えば 1)

～5)。特に、機械、自動車等の分野におけるトラス構造、骨組構造、連続体の形状最適化では、

数理計画法を主に利用した種々の研究が精力的に行われ例えば 6) 7) 8)、最近では、GENESIS、
NASTRAN、iSIGHT 等のような汎用構造最適化ソフトによる実務設計への適用例が示され

るに至っている例えば 9)。一方、建築骨組の構造最適化に関する研究もコンピュータの利用が

可能となった 1960 年以降、特に精力的に行われてきた（表 1-1 参照）。この分野における初

期の研究では、許容応力度制約（弾性部材応力の制約）、剛性制約（弾性骨組変形の制約）、

塑性制約（骨組崩壊荷重の制約）など特定の制約条件に限定し、比較的小規模な骨組の計算

例を示したものが多かったが、近年においては、高層の骨組など大規模な構造の最適化の実

現を容易にするためのモデル化や計算手法の工夫例えば 11)12)、複数の荷重レベルに対する種々

の制約の考慮例えば 13)~16)など実用的な側面を考慮した研究も多く見られる。しかし、このよう

に数多くの研究成果が報告されているにもかかわらず、建築骨組の実務設計の現場では、最

適設計手法があまり利用されていないようである。これは、建築骨組の設計に特有の様々な

理由があるためではないかと考えられている 10)。 
耐震建築骨組の構造設計問題は、主に下記のような特徴を有している。 

(1)骨組形状が、ほとんど建築計画面や意匠面から決定されるため、部材断面を決定する問題

となることが多い。 

(2)施工のしやすさなど数式化が困難な要因が存在する 10)。 

(3)考慮すべき制約条件が多岐にわたる。 

上記特徴のうち、(2)、(3)が、実務設計における最適化手法の利用が困難な理由と考えら

れる。(2)に関しては、ほとんどの既往の研究でこのような影響は考慮されていない。本論文

でも、この問題に対しては触れない。(3)に関しては、確かに、既往の研究において様々な制

約条件が取り扱われている（表 1-1 参照）。これら複数の制約を考慮しようとする場合、特に、

最適性基準法や閉形解表現に基づくアプローチ 4)30)では、複数制約の同時最適化は、困難と

なることが多い。また、数理計画法に基づくアプローチ 4)30)が採用される場合でも、制約条

件数の増加、線形計画問題と非線形計画問題、不等式制約と等式制約の重複により、単独制

約よりも計算量が著しく増大してしまう可能性も考えられる。考慮すべき制約がこのように

多岐にわたるのは、特に耐震建築骨組を対象とする場合、弾性制約（中小地震や常時荷重）

と同等かあるいはそれ以上に塑性域における制約（大地震）が重要となることも一因と考え

られる。既存の耐震設計基準においても、中小地震に相当する設計地震荷重に対しては、部

材応力の塑性化の防止や層剛性の確保等の弾性制約が、大地震に相当する設計地震荷重に対

しては、保有水平耐力（崩壊荷重）や靭性の確保等の塑性制約が課せられ、いわゆる 2段階

の検討が行われている。 
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しかし、既往の研究においては、このような制約のうちの単独あるいはいくつかの制約の

みが扱われることが多く、また、特定の制約に対してのみ有効な解法が示されることも多い。

近年においては、前述したように、対象とする骨組を実用的なレベルのものとし、複数の制

約を考慮した研究も見られる例えば13)～16)が、たとえ取り扱う制約条件を既存耐震設計基準の枠

内に限定したとしても、複数制約条件を段階的に考慮した最適設計法に関する研究例えば 16)が

見られる程度である。このような現状を考えると、耐震安全性に関して考えられる複数の制

約をすべて考慮した、あるいは、そのうちのいくつかの制約に限定したとしても他の残りの

制約が容易に追加可能な一般的かつ実用的な最適設計手法の開発が望まれる。本研究では、

このような現状を踏まえて、最適化における種々のアプローチ 4)30)のうちで、複数の制約条

件の同時制約や追加制約への拡張が容易であり、一般的かつ実用的な最適設計手法の構築に

最も適した数理計画法に基づくアプローチ 4)30)が一貫して用いられている。 
 建築骨組の最適耐震設計において、もうひとつ注意すべきことは、その基本となる耐震設

計理論自体が現在も発展途上にあるということである。既往の最適設計に関する研究の変遷

（表 1-1）を見ても、静的な荷重から動的な外乱、塑性制約（崩壊荷重制約）から弾塑性応

答制約（塑性率等の制約）へと移行していることが確認でき、これは、耐震設計理論の発展

にそのまま対応した結果であるとも解釈できる。将来において、（最適）耐震設計理論が、ど

のような形に展開されていくかは分からないが、設計者が耐震安全性能をより明確に制御し

得る方向に発展していくことは容易に推測できる。 
 

表 1-1 鋼構造骨組の最適設計に関する先駆的研究の主なもの（1960 年～1990 年頃） 
制約条件 

年 静的荷重あるいは動的外乱

下における弾性部材応力、

骨組の弾性変形など 

比例荷重下における骨

組の崩壊荷重 

比例荷重あるいは動的外乱

下における部材又は層の塑

性率、骨組の弾塑性変形など

 
 
1960 
 
 
 
 
 
1970 
 
 
 
 
 
1980 
 
 
 
 
 
1990 
 

   
塑性設計法 20)-22)等 

静的弾性応力、変形制約（感

度解析・数理計画法あるい

は最適性基準法）17)-19)等 

Fully Stressed Design 

最小重量塑性設計の一

般的解法（線形計画法）

23）

最小重量塑性設計の閉

形解表現 3) 

応答スペクトルを利用した

動的弾性応答制約（感度解

析・数理計画法）24)25)等 

増分解析、時刻歴解析を利用

した弾塑性応答制約（感度解

析・数理計画法）28)等 

材端ひずみ指定設計の閉形

解表現 26) 

応答スペクトルを近似的に

利用した塑性率指定設計（最

適性基準法など）27)29)等 

最小重量剛性設計の閉形解

表現 3) 
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 このような発展的状況の中では、考慮されていない制約や耐震安全性における未解決な問

題のために、いわば「制約条件ぎりぎり一杯の設計を指向する 3)」最適設計が、何らかの弱

点を浮き彫りにするような設計となってしまうことも予想される。従って、最適設計骨組に

「共通の弱点がないかどうか調べること 3)」が重要であり、そして、さらに、「そこに何らか

の弱点が含まれているときにはそれを取り除くための必要な制約条件を明らかにし 3)」、「そ

の新しい制約条件をも満たすような設計方法 3)」を構築していくならば、それは、最適設計

分野だけでなく、耐震設計理論の発展にも寄与するものとなると考えられる。 
本論文では、まず、1981 年より施行されている耐震設計基準（本論文では、最近[2000 年

に]施行された限界耐力計算法に基づく耐震基準と区別するために、これ以降で、'81 年耐震

基準とよぶことにする。なお、2000 年耐震基準[限界耐力計算法]については、施行されてか

らまだ日も浅いため、本論文では取り扱われない。）の弾性制約条件にあたる部材応力及び層

間変形に関する制約条件と塑性制約条件にあたる崩壊荷重に対する制約条件の両方を段階的

にではなく同時に考慮することが可能な鋼構造平面骨組の一般的最適設計手法を提案し、そ

の有効性を検証する。 

さらに、ここで取り上げた既存の耐震設計基準にとどまらず、その他に、いかなる制約条

件が地震時における骨組の挙動の改善に効果的であるかを考え、それらを制約条件とした最

適設計手法を提案し、その有効性を解析的に検証する。具体的には、骨組の崩壊形の制御、

降伏強さのばらつきも考慮した確率理論への応用、激震時における累積塑性変形制約に対す

る問題など、これまでその重要性が指摘されてきたにも関わらず、既往の最適耐震設計では、

取り扱われなかった様々な設計クライテリアに対する最適設計問題が取り扱われる。 
 
 
1.2 本論文の概要 

 

本研究は、鋼構造建築骨組を対象とした最適耐震設計手法に関する方法論的研究である。

まず、最初に、1981 年以降用いられてきた耐震設計基準（ここでは、'81 年耐震基準とよぶ。）

に基づく最適設計問題が取り扱われているが、それだけではなく、耐震安全性の観点から重

要と考えられるにもかかわらず既往の最適設計の研究ではほとんど考慮されなかった種々の

最適耐震設計問題が取り上げられている。そして、これら種々の問題に対して、数理計画法

の適用が可能あるいは容易となる数式化処理とそれに基づく設計手法が提案されている。ま

た、多数の数値計算例により、解の大域的最適性・収束性の調査や設計骨組の解析的検証が

行われ、提案設計手法の妥当性と有効性が示されている。 

本論文は、 

[1]'81 年耐震基準に基づく弾性・塑性同時制約条件下の最小重量設計（第 2章） 

[2] 形成される崩壊機構の形をも制約した最小重量設計（第 3章） 

[3] 降伏強さのばらつきを考慮した最小重量信頼性設計（第 4章、第 5章） 

[4] 激震時における累積塑性変形を制御した最小重量設計（第 6章） 

の 4つの内容に大別でき、第 1章「序」と第 7章「結論」を合わせて 7章構成となっている。 

 本論文を構成する第 2章以降の各章の概要を以下に示す。 

第 2章「'81 年耐震基準に基づく弾性・塑性同時制約条件下の鋼構造骨組の最小重量設計」
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では、'81 年耐震基準の弾性制約条件にあたる部材応力及び層間変形に関する制約条件と塑

性制約条件にあたる崩壊荷重に対する制約条件の両方を段階的にではなく同時に取り扱うこ

とが可能な鋼構造平面骨組の一般的最適設計手法を提案する。特に、ここで提案される最適

塑性設計手法は、塑性制約条件が設計変数に対して陽な、少数かつ複数の崩壊機構における

制約条件群で定式化できるため、非線形数理計画法に基づく弾性制約最適化との同時最適化

の計算を効率的なものにしている。 

 第 3 章「鋼構造骨組の指定崩壊機構形成のための条件と崩壊機構を指定した最小重量設計」

では、比例荷重を受ける鋼構造骨組が設計者により指定される望ましい崩壊機構（指定崩壊

機構）を形成するための条件を示し、指定崩壊機構が形成されるための制約条件と骨組の崩

壊荷重の制約条件を取り扱った最小重量設計手法を提案する。本手法では、最適化の計算に

指定崩壊機構形成時応力の設計感度係数（設計変数に関する微分係数）を利用するが、これ

を荷重増分解析を用いずに指定崩壊機構形成時の力の釣り合いから容易に計算する方法もあ

わせて提案する。さらに、種々の設計条件を有する骨組の設計例を示し、設計解の大域的最

適性及び収束性に関する検証を行う。また、荷重増分解析により提案設計手法の妥当性を検

証する。 
 第 4章「部材の降伏強さを確率変数とした崩壊機構指定骨組の FOSM 信頼性指標制約下にお

ける最小重量設計」では、部材の降伏強さのばらつきの大きさが骨組の崩壊形式に与える影

響が特に大きいことに着目し、降伏強さを確率変数として取り扱った最小重量信頼性設計手

法を提案する。ここでは、まず、FOSM 法に基づく指定崩壊機構形成のための条件と最小重

量信頼性設計手法を示した後、種々の設計条件を有する骨組の設計例を示し、設計解の大域

性及び収束性に関する検証を行う。次に、設計された骨組の各部位の塑性ヒンジ発生確率、

崩壊機構形成確率、骨組崩壊確率をモンテカルロ・シミュレーション法により計算し、設計

手法の妥当性を確認する。また、通常、梁降伏型全体崩壊骨組の設計には、柱梁耐力比の概

念がよく用いられるため、柱梁耐力比に基づく設計も行い、両設計法を比較して、提案設計

手法の有効性を検証する。 

 第 5章「指定崩壊機構非形成確率を制約した鋼構造骨組の最小重量設計」では、指定崩壊

機構非形成確率の上限の推定式を直接導く。その上で、指定崩壊機構非形成確率の上限値を

制約した最適信頼性設計問題を定式化し、その設計手順を示す。この章でも、種々の設計条

件を有する骨組の設計例を示し、設計解の大域性及び収束性に関する検証を行う。また、崩

壊機構形成確率、骨組崩壊確率をモンテカルロ・シミュレーション法により計算し、提案設

計手法の妥当性を確認する。さらに、指定崩壊機構が形成されるための条件、指定崩壊機構非

形成確率の上限推定式を部材の軸力による曲げ耐力の低下を考慮した形でも定式化する。また、

本研究では、鋼材の降伏強さを確率変数として取り扱っているが、現在、建築構造用鋼材は、

これまで用いられてきたＳＳ材及びＳＭ材から降伏強さのばらつきが比較的小さいＳＮ材に

移行されつつある。そこで、ここでは、このような降伏強さのばらつきの大きさの異なる種々

の鋼材を想定し、降伏強さのばらつきの大きさが鋼構造最適設計骨組の経済性に与える影響

についても考察する。 

 第 6章「崩壊機構と累積塑性変形を制御した鋼構造骨組の最小重量設計と激震時挙動」で

は、崩壊機構と激震時における塑性化指定部位の損傷を制約した最適設計問題を取り扱う。

まず、設計用応答スペクトルに基づき決定された層せん断力分布を有する比例荷重を受ける
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鋼構造骨組が指定崩壊機構を形成するための条件および塑性ヒンジが生じることが予想され

る塑性化指定部位における累積塑性変形倍率の骨組平均の予測式を導く。その上で、これら

の条件を制約条件とした最小重量設計法を提案し、設計例を示す。そして、設計用応答スペ

クトル適合人工地震動を入力地震動とした時刻歴応答解析を実行し、これらの制約条件が激

震時において有効に機能することを示す。また、比例荷重下において塑性化指定部位が同時

降伏するための制約条件を追加した最小重量設計と時刻歴応答解析も行い、このような制約

条件が、激震時における部材の損傷分散化に大きな役割を果たすことが示される。 
最後に、第 7 章「結論」では、各章で得られた研究成果がまとめられている。 

 
 
[発表論文リスト] 
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[4] 指定崩壊機構非形成確率を制約した鋼構造骨組の最小重量設計、構造工学論文集、
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国際会議、国際シンポジウム等 
 
[1] Reliability-based Optimum Design of Main Column of Steel Making Plant, Proc. of 
Asian-Pacific Symposium on Structural Reliability and its Applications, Tokyo, Japan, 
pp.243-248, 1996 (With Yuji Nakamura, Akira Matsuo) 
[2] Reliability-based Minimum Weight Structural Design for Specified Collapse 
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Mechanism, Proc. of the Seventh International Conference on Computing in Civil and 
Building Engineering, Seoul, Korea, pp.519-524, 1997 (With Yuji Nakamura, Akira 
Matsuo) 
[3] A Seismic Diagnosis and Upgrading of Existing Steel Framed Buildings, Proc. of the 
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Yuji Nakamura, Akira Matsuo and T.TANAKA) 
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pp.357～358, 1996（共著 中村雄治、松尾彰） 
[6] 崩壊形式に着目した鋼構造平面骨組の最小重量信頼性設計に関する研究（その 1）（その

2），日本建築学会大会学術講演梗概集 B-1，pp.417～420，1997 （共著 中村雄治、松尾彰、

岡崎章） 
[7] 崩壊機構を指定した鋼構造骨組の最適信頼性設計に関する研究（その 1）～（その 3），

日本建築学会大会学術講演梗概集 B-1, pp.369～374, 1998.9（共著 中村雄治、松尾彰、岡

崎章、清水謙一） 

[8] 激震時材端損傷量の分散化を考慮した鋼構造骨組の最小重量設計（その 1）（その 2）、日
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第２章 '81 年耐震基準に基づく弾性・塑性同時制約条件下の鋼構造

骨組の最小重量設計 
 
2.1 本章の目的 
 

 1981 年にわが国で施行された耐震設計基準（'81 年耐震基準）では、耐用年限中に数回遭

遇する程度の中小地震動に対しては、修復を要するような損傷を生じさせないこととし、耐

用年限中に一度遭遇するか、しないかの大地震動に対しては、人命を守り、崩壊させないこ

とを基本的な精神としている 1)。具体的には、中小地震に相当する設計地震荷重に対しては、

部材応力の塑性化の防止や層剛性の確保等、大地震に相当する設計地震荷重に対しては、保

有水平耐力（崩壊荷重）や靭性の確保等のいわゆる 2段階の検討が行われている。また、昨

年（2000 年）６月には、建築基準法・施行令がさらに改正され、前述したこれまでの方法（新

耐震設計法）に加えて、もう一つ別ルートとして限界耐力計算法とこれに用いる地震荷重の

考え方が規定された 2)。そこでは、等価線形化手法に基づく応答変形と地震荷重に対する評

価方法が新しく盛り込まれてはいるが、前述の'81 年耐震基準を採用することは現行設計基

準の枠内でも可能である。 

鋼構造耐震建築骨組の中小地震に相当する設計荷重に対する弾性部材応力、弾性層間変形、

大地震に相当する設計荷重に対する崩壊荷重のいずれか、あるいは、そのうちの複数を考慮

した最適設計問題に関する研究は、これまでに数多く行われてきた。特に、1960 年代から 1970

年代にかけて、骨組の崩壊荷重を制約した最適塑性設計に関する研究が精力的に行われた例え

ば 3)～7)。骨組構造の最適塑性設計問題では、機構条件と力の釣り合い条件に基づく、いわゆ

る極限解析理論の上界定理による定式化と力の釣り合い条件と塑性条件に基づく、いわゆる

下界定理による定式化が一般的であり、Cohn らは、いずれの定式化でも、線形計画問題の形

にすることができ、シンプレックス法により解くことができることを示している 6)。一方、

これと同年代に部材応力、層間変形を制約した最適弾性設計問題に関する研究も行われた。

この問題における制約条件は、設計変数の陽な関数とはならないため、設計感度解析と非線

形数理計画手法に基づくアプローチが多くの研究で採用されている例えば8)～10)。 

 これらの初期の研究では、対象とする骨組をなるべく小規模にとどめ、設計手法の手順と

その有効性を論じたものが多いが、近年では、対象とする骨組を実用的なレベルのものとし、

複数の制約を考慮した研究も見られる例えば11)-14)。しかし、これまでの研究では、弾性変形や

崩壊荷重などの個々の制約条件のみを取り扱った最適設計法や、それらの制約条件を段階的

に考慮した最適設計法に関する研究がほとんどであり、それらの制約を同時に考慮すること

が可能な一般的かつ実用的な解法は著者の知る限り見当たらない。 

 そこで、本章では、数理計画法を用いて、'81 年耐震基準の弾性制約条件にあたる部材応

力及び層間変形に関する制約条件と塑性制約条件にあたる崩壊荷重に対する制約条件の両方

を段階的にではなく同時に取り扱うことが可能な鋼構造平面骨組の一般的最適設計手法を提

案する。 

前述したように、数理計画法を用いた骨組の最適塑性設計の一般的な定式化は、下界定理

に基づく定式化か、あるいは、その双対問題である上界定理に基づく定式化であり、どちら
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の場合でも線形計画問題として定式化できるので、シンプレックス法を用いて設計解を求め

ることができる 6)。一方、数理計画法を用いた骨組の最適弾性設計では、応力や層間変形角

の制約条件が設計変数に対して陽ではない非線形関数となるので、設計感度解析により設計

変数に対する制約条件の偏微分係数を求め、非線形数理計画法を用いて、最適設計解を求め

る方法が一般的となる 13)。これらの定式化に基づき、弾性制約条件と塑性制約条件を同時に

取り扱い、数理計画法を用いて設計解を得ることは、理論的には可能と考えられるが、取り

扱う最適化問題の構造が非常に複雑になり、計算時間が著しく増加することが予想される。

一方、差分による設計感度解析を利用して、弾性骨組解析と弾塑性増分解析あるいはマトリ

ックス極限解析を繰り返す方法も考えられる。実際、増分解析の繰り返しと差分による設計

感度解析により骨組の最小重量塑性設計が可能であるという報告もある 16)。しかし、このよ

うなアプローチでは、取り扱う制約条件は、少なくてすむが、形成される崩壊機構の変動に

よる塑性制約条件の微分勾配の不連続性による収束性の悪化や増分解析（あるいは極限解析）

の多数回の繰り返しによる計算時間の増加が問題となる。そこで、ここでは、SLP 法 15)によ

る設計変数の修正時にコンパクト法によるマトリックス極限解析 17)-19)を行い、そこで得られ

る崩壊機構情報から塑性制約条件を記憶・蓄積していく方法を新しく提案する。この方法で

は、塑性制約条件が設計変数に対して陽な少数かつ複数の崩壊機構における制約条件群で定

式化できるため、塑性制約条件における微分勾配の不連続性の解消や設計解を得るまでの解

析回数の減少が期待できる。また、非線形数理計画法に基づく弾性制約最適化との同時最適

化も容易となる。 

本章の概要を以下に示す。まず 2.2 節で基本仮定が示された後、2.3 節で'81 年耐震基準の

弾性制約条件にあたる部材応力、層間変形を制約した最小重量設計の設計手順とその設計例

が示される。2.4 節では、'81 年耐震基準の塑性制約条件にあたる崩壊荷重を制約した最小重

量設計問題が取り扱われる。マトリックス極限解析手法の一つであるコンパクト法の概要が

示され、そこで得られる崩壊機構情報を利用した最小重量塑性設計の一般的解法が提案され

る。2.5 節では、2.3 節、2.4 節の方法に基づき、弾性・塑性同時制約下の最小重量設計の設

計手順とその設計例が示される。なお、2.3 から 2.5 節のすべての設計例で解の大域的最適

性・収束性が検証され、提案設計手法の有効性が論じられる。 
 

 
2.2 基本仮定 
 
本章では、以下の仮定を設ける。 

 
(基本仮定 2-1) 静的な荷重あるいは準静的な比例荷重が載荷される鋼構造建築骨組を対象と

する。 
(基本仮定 2-2) 部材の弾性変形に関して、軸伸縮及び曲げ変形を考慮する。 
(基本仮定 2-3) 部材端部が塑性化した場合には、単純塑性ヒンジ理論に従う。 
(基本仮定 2-4) 塑性ヒンジの軸力による曲げ耐力の低下が考慮される。 
(基本仮定 2-5) 幾何学的非線形性を考慮しない。 
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2.3 弾性制約条件下の鋼構造骨組の最小重量設計 

 

 本節では、まず、'81 年耐震基準の弾性制約条件にあたる部材応力度制約条件および層間

変形角制約条件を考慮した最小重量設計の設計手順とその設計例を示す。 

 

 

2.3.1 部材応力度制約条件 

 

 部材応力度制約条件は、長期荷重（常時鉛直荷重）あるいは短期荷重（常時鉛直荷重およ

び水平荷重）下における骨組各部材の応力度が許容値（許容応力度）を下回ることを検討す

るためのものであり、以下の 2式で表せる。 

 

),...,2,1(1 mi
fZx

Mx
fA

N

iLMi

iL

iLNi

iL =≤
⋅

+
⋅

 (2-1) 

 

),...,2,1(1 mi
fZx

Mx
fA

N

iSMi

iS

iSNi

iS =≤
⋅

+
⋅

 (2-2) 

 

ここで、 

NLi: 長期荷重下における部材 iの軸力 

MxLi: 長期荷重下における部材 iの曲げモーメント 

fNLi: 長期荷重下における部材 iの軸力に対する許容応力度 

fMLi: 長期荷重下における部材 iの曲げに対する許容応力度 

NSi: 短期荷重下における部材 iの軸力 

MxSi: 短期荷重下における部材 iの曲げモーメント 

fNSi: 短期荷重下における部材 iの軸力に対する許容応力度 

fMSi: 短期荷重下における部材 iの曲げに対する許容応力度 

Ai,Zxi：部材ｉの断面積および断面係数 

 

 

2.3.2 層間変形角制約条件 

 

 層間変形角制約条件は、短期荷重下における骨組各層の層間変形角が許容値を下回ること

を検討するためのものであり、下式で表せる。 

 

),...,2,1(0
1

F
k

kk Nk
H

=≤
−+ γ
δδ

 (2-3) 
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ここで 

δk : 第ｋ層の水平変位 

Ｈk : 第ｋ層の階高 

γ0 : 制約値（ここでは、1/200 とする。） 

 

 

2.3.3 最小重量弾性設計問題 

 
 使用する部材断面の形状寸法比が一定であると仮定すると、断面係数 Z 、断面二次モーメ

ント I、断面積 A の間に次の関係式が成立する。 
 

5.1AZ Z・α=  (2-4) 

　・ 2AI Iα=  (2-5) 

 
上式の係数αZ,αIは、断面形状や形状寸法比に応じて異なる値をとるが、本章では、市販

の角形鋼管柱断面および細幅系列Ｈ形鋼梁断面の断面性能を対数座標上にプロットし最小二

乗法により得た以下の係数値を用いている。 
 

表 2-1 係数αZ,αI 
αZ  0.804 (角形鋼管柱断面),  1.580 (細幅系列Ｈ形鋼梁断面)  
αI   1.076 (角形鋼管柱断面),  3.648 (細幅系列Ｈ形鋼梁断面)  

 
 (2-4)式、(2-5)式を用いれば、最小重量設計問題は、以下に示す制約条件付き最小化問題と

して定式化できる。 
 

minimize  whichA,...,A,A  Find
DN21  

∑
=

=
DN

q
qq ACW

1
                                                            (2-6) 

to subjected  

 

),...,2,1(1 m
iLMi

iL

iLNi

iL
iSL Ni

fZx
Mx

fA
N

G =≤
⋅

+
⋅

=  (2-7a) 

),...,2,1(1 m
iSMi

iS

iSNi

iS
iSS Ni

fZx
Mx

fA
N

G =≤
⋅

+
⋅

=  (2-7b) 
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),...,2,1(1
0

1
F

k

kk
kD Nk

H
G =≤

⋅
−

= +

γ
δδ

 (2-8) 

),...,2,1( DqUqqL NqAAA =≤≤ 　  (2-9) 

 
 ここで、 
 

),...,2,1( Dqq NqLC == ρ  (2-10) 

 
ρ：鋼材の単位体積重量 

qL ：q 番目の設計変数に対応する部材長の合計 
AL ,AU：設計変数に関する上限と下限の制約条件値 
 また、下付き添え字q のある記号は、q 番目の設計変数に関する記号であることを表す。

下付き添え字 i のある記号は、i 番目の部材に関する記号であることを表す。 
 
 

2.3.4 骨組構造解析と設計感度解析 

 
 2.3.3 節で定式化した最小重量設計問題の制約条件式に含まれる部材応力、変位等は、剛性

マトリックス法に基づく骨組構造解析により計算できる。ここで示した最小重量設計問題は、

非線形制約条件付最小化問題であり、数理計画法により解くことができるが、このとき、制

約関数の値だけでなく、その設計感度係数（∂GSS i／∂Ajなど）も計算する必要がある。 
 設計感度係数の計算法として、部材レベルおよび骨組全体での剛性方程式を断面積 Ajで微

分した方程式を用いて計算する方法があるが、ここでは、計算手順が非常に簡単な次式で示

す前進差分の近似式を用いて計算する。 
 

{ } { }
A

GG

A
G AAiSSIAAAiSS

AAj

iSS j

∆

−
=

∂
∂ =∆+=

=

}{}{}{}{}{ 00

0

 (2-11) 

 
 ここで、{Ij}は、次式で示すように、ｊ番目の成分のみが１でそれ以外がすべて 0 となる列

ベクトルである。 
 

{ } ( )TjI 0.....010......0=  (2-12) 

 
 ΔA は、差分増分量を表し、設計変数の値の 1/10000 としている。 
 上式は、制約関数 GSSの場合であるが、GSL,GDについても同様に計算できる。 
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 このような差分近似を設計感度解析に利用した最適設計は、これまでにも数多くの研究者

により行われたとえば 20)～22)、その有効性が既に確かめられている。 
 

 

2.3.5 SLP 法に基づく最適設計手順 

 

 前述した 2.3.3 節の最小重量設計問題を解くための方法として、ここでは、SLP 法 15)に基

づく方法を考える。2.3.3 節の最小重量設計問題は、設計変数の非線形制約条件付最小化問題

となる。この問題を、ある設計解{A} = {A 0}のまわりでテーラー一次近似することにより、以

下に示す近似線形計画問題に変換する。 
 
[近似線形計画問題] 

 

minimize  whichA,...,A,A  Find
DN21  

∑
=

=
DN

a
aa ACW

1
 (2-13) 

to subjected  

),..,2,1(1)( 0
1

miSS

N

q
qiqSS NiAGAD

D

=+∑
=

≦  (2-14) 

),..,2,1(1)( 0
1

miSL

N

q
qiqSL NiAGAD

D

=+∑
=

≦  (2-15) 

),...,2,1(1)( 0
1

FkD

N

q
qkqD NkAGAD

D

=+∑
=

≦  (2-16) 

( )DqUqqL NqAAA ,...,2,1=≤≤ 　  (2-17) 

 
 ここで、GSSi(A0), GSLi(A0),GDk(A0)は、{A} = {A 0}における制約関数 GSSi, GSLi,GDkの値で

ある。また、設計感度係数（設計変数に関する偏微分係数）DSSi, DSLi,DDkは、次式で表され、

2.3.4 で示した差分による設計感度解析法によって計算できる。 
 

),...,2,1,,...,2,1( Dm
q

iSS
iqSS NqNi

A
G

D ==
∂
∂

=  (2-18) 



19

),...,2,1,,...,2,1( Dm
q

iSL
iqSL NqNi

A
G

D ==
∂
∂

=  (2-19) 

),...,2,1,,...,2,1( DF
q

kD
kqD NqNk

A
G

D ==
∂
∂

=  (2-20) 

 
 SLP 法は、設計解 A0 の仮定、近似線形計画問題の設定、シンプレックス法等による設計

解の計算を繰り返すことにより、最適解を得る方法である。SLP 法に基づく最適設計手順を

以下に示す。また、この設計フロー・チャートを図 2-1 に示す。 
 
[1] 骨組形状、荷重条件、初期設計解等を設定する。 
[2] 骨組構造解析により、初期設計解の部材応力、層変位等を求める。 
[3] 設計感度解析を行う（感度係数 DSSiq, DSLiq, DDkqを求める｡）。 
[4] 2.3.3 節で定式化した最小重量設計問題の近似線形計画問題(2.3.5 節)を設定する。 
[5] [4]で設定された近似線形計画問題の設計解をシンプレックス法により計算する。 
[6] 収束判定条件が満足されれば、計算を終了する。収束判定条件が満足されな 
ければ、[5]で得られた設計解をもとにして、再び[2]～[5]の手順を繰り返す。 
 

            図 2-1  設計フロー・チャート 

骨組形状、荷重条件、初期設計

解等を設定する。 

骨組構造解析により、初期設計

解の部材応力、層変位等を求め

る。 

感度係数∂GSS／∂A,∂GSL／∂A,
∂GD／∂Aを求める。 

2.3.3節の最小重量設計問題の

近似線形計画問題を設定する。 

シンプレックス法を用いて上記

の問題の解を求める。 

 収束の判定 

計算を終了する。 

シンプレックス法

で求めた解を新し

い設計解とする。 

N.G. 

Ｏ.Ｋ. . 

[1] 

[2] 

[3] 

[4] 

[6] 

[5] 
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 ここで、収束判定条件は、以下の２条件を同時に満たすこととする。 
（1）得られた設計解が制約条件右辺の制限値の 0.4％の誤差範囲内で満足する。 
（2）シンプレックス法の各繰り返しで得られる目的関数の変動量が 0.1％以内である。 
 
 また、設計変数の変動幅制限（Move Limit）は、一回前の繰り返しにおける近似線形計画

問題の設計解 Aqpの 10％とする。従って、次式の制約条件を前述の近似線形計画問題に追加

する。 
 

),...,2,1()1()1( D
p

qMq
p

qM NqAAA =+≤≤− 　εε  (2-21) 

 
ここで、 
εM：Move Limit（0.1 とする。） 
Aqp：一回前の繰り返しにおける近似線形計画問題の設計解 
 
ただし、最適設計解が許容領域の端点に存在しないために収束しない場合には、次式を用

いて、Move Limit εMを漸減させていき、強制的に収束させる処理を行う。 
 

p
MMM εαε ⋅=  (2-22) 

 
ここで、 
εM p：一回前の繰り返しにおける近似線形計画問題で用いた Move Limit 
αM：漸減率（0.9 としている。） 
 
また、線形化された制約条件と Move Limit の制約が互いに矛盾し、許容領域が存在しな

い場合には、上式(2-22)のαMを 1.3 にして、Move Limit の範囲を一時的に増大させる操作

を行う。 
 
 
2.3.6 設計例 

 

(1) ２層２スパン骨組の最小重量設計 

 図 2-2 に示す２層２スパン骨組の最小重量設計例を示す。図 2-2 中の丸印の数字は部材番

号である。設計変数は、柱断面積と梁断面積の２変数である。設計で用いる短期荷重および

長期荷重は、図 2-3 に示す鉛直荷重および水平荷重から決定される。図中の各変数の数値は、

P1=4.88tf,P2=7.02tf,V1=6.75tf,V2=10.5tf,V3=12.0tf である。 
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図 2-2 ２層２スパン骨組             図 2-3 荷重 

 

 本問題は、設計変数が柱断面積と梁断面積の２変数であるので、設計領域上で制約条件を

図示することができる。図 2-4 は、骨組構造解析を繰り返し、２分法により制約条件の等号

成立時の設計点を求め、部材応力制約条件および層間変形角制約条件を図示したものである。

これらの図から、部材応力制約条件は、設計変数間の相関が低いことがわかる。一方、層間

変形角制約条件は、設計変数間の相関が非常に高くなっていることがわかる。これらの制約

条件の図から判断すれば、形成される許容領域は、凸領域となる可能性が高いと推定できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4(A) 長期荷重時部材応力制約①～⑤  図 2-4(B) 長期荷重時部材応力制約⑥～⑩ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4(C) 短期荷重時部材応力制約①～⑤  図 2-4(D) 短期荷重時部材応力制約⑥～⑩ 
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図 2-4(E) 層間変形角制約 

 

図 2-5 は、図 2-4 の制約条件のうち、許容領域を直接形成する制約条件のみを取り出して

図示したものである。同図中の斜線部分が許容領域を表すが、本問題は許容領域が明らかに

凸領域となっており局所的最適解が存在しないことがわかる。同図中の斜めの点線は、目的

関数（構造重量）の等高線を表す。許容領域の形と目的関数の等高線の勾配から◎印が最適

設計解であることが分かる。図 2-6 は、初期設計解として、柱断面積 150cm2,梁断面積

150cm2(図中□)、柱断面積 150cm2,梁断面積 50cm2(図中◇)、柱断面積 50cm2,梁断面積

150cm2(図中△)、柱断面積 50cm2,梁断面積 50cm2(図中○)をそれぞれ与えたときの SLP 法の収

束過程を表す。この４つの例は、すべて最適設計解（柱断面積 91.7cm2,梁断面積 58.5cm2）

に収束していることが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 許容領域           図 2-6 収束過程 

 

 

(2) ５層３スパン骨組の最小重量設計 

 図 2-7 に示す５層３スパン骨組の最小重量設計例を示す。設計で用いる短期荷重および長

期荷重は、同図に示す鉛直荷重および水平荷重から決定される。設計変数は、１,２層の外柱

部材、中柱部材、３～５層の外柱部材、中柱部材、各層ごとの梁部材の断面積で、計 9 変数

である。図 2-7 中の各変数の数値は、P1=8.89tf,P2=11.9tf,P3=15.3tf,P4=19.2tf,P5=33.8tf, 
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V1=8.50tf,V2=14.0tf,V3=8.75tf,V4=16.0tf である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 ５層３スパン骨組 

 

 表 2-2 は、５層３スパン骨組の最小重量設計解を示したものである。SLP 法で与えた設計

変数の初期値は、柱部材断面積 200cm2, 梁部材断面積 200cm2である。同表中の W は、設計

解の骨組重量、N は、SLP 法の反復回数を示している。表 2-3 には、最適設計解における部

材応力および層間変形に対する制約条件の満足度（太字の数字は、制約値に等しくなってい

ることを示す。）が示されている。この表より、すべての制約条件が満足されていることが確

認できる。 
 

                        表 2-2 設計解 

部材    A     I 部材     A     I 
3-5F 外柱 1.29 1.78 RF 梁 0.819 2.45 
3-5F 中柱 1.84 3.65 5F 梁 0.919 3.08 
1-2F 外柱 1.60 2.75 4F 梁 1.45 7.71 
1-2F 中柱 3.01 9.72 3F 梁 1.57 8.98 
   2F 梁 1.07 4.20 
単位 ×10 2 (cm2) ×10 4(cm4) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 4(cm4) 
    W (t)     N    
 19.8 40    

 
表 2-3 制約条件の満足度 

 柱部材応力  梁部材応力 層間変形角 
 GSS GSL  GSS GSL  ×10-2 

3-5F外柱 1.00 0.67 RF 1.00 0.97 5層 0.46 
3-5F中柱 0.95 0.35 5F 1.00 0.67 4層 0.50 
1-2F外柱 1.00 0.52 4F 0.71 0.35 3層 0.50 
1-2F中柱 1.00 0.33 3F 0.77 0.32 2層 0.47 

   2F 1.00 0.54 1層 0.33 
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表 2-4 は、各設計変数に対して表 2-5 のような 100 以上 200 以下の 5 組の初期設計解を作成

し、それらの初期設計解に対して得られた設計変数の解の最大値 AMAX、最小値 AMIN及び骨

組重量の最大値 WMAX、最小値 WMIN、SLP 法の反復回数の最大値 NMAX、最小値 NMINを示し

たものである。 AMAX、AMIN、WMAX、WMIN の間には、多少の差異がみられる。一般に、非

線形数理計画問題では、特別な問題を除き、大域的最適解が得られることを厳密に保証する

ことができないが、この設計例では、大域的最適解あるいはきわめてそれに近い骨組重量の

設計解が得られていると推論できる。また、収束までの SLP 法の反復回数は、最大でも 40
回程度であった。 

 

                        表 2-4 設計解 

部材 AMAX AMIN 部材 AMAX AMIN 
3-5F 外柱 1.29 1.27 RF 梁 0.821 0.818 
3-5F 中柱 1.89 1.82 5F 梁 0.919 0.918 
1-2F 外柱 1.60 1.59 4F 梁 1.47 1.43 
1-2F 中柱 3.01 3.00 3F 梁 1.57 1.55 
   2F 梁 1.07 1.08 
単位 ×10 2 (cm2) ×10 2 (cm2) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 2 (cm2) 
  WMAX  WMIN   NMAX NMIN 
 19.8 19.7  40 28 

 
表 2-5 初期設計解の断面積と構造重量 

部材 初期解 1 初期解 2 初期解 3 初期解 4 初期解 5 単位 
3-5F 外柱 2.00 2.00 1.00 2.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
3-5F 中柱 2.00 2.00 1.00 1.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
1-2F 外柱 2.00 2.00 1.00 2.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
1-2F 中柱 2.00 2.00 1.00 1.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
RF 梁 2.00 1.00 2.00 2.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
5F 梁 2.00 1.00 2.00 2.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
4F 梁 2.00 1.00 2.00 1.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
3F 梁 2.00 1.00 2.00 1.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
2F 梁 2.00 1.00 2.00 1.00 1.00 ×10 2 (cm2) 

W 28.3 18.8 23.6 20.3 20.3 (t) 
 
 図 2-8 は、5 組の初期設計解をそれぞれ与えたときの最適解が得られるまでの構造重量の

収束過程を表したものである。また、図 2-9、図 2-10 は、初期設計解 1を与えたときの設計

変数の収束過程を表している。図 2-8 から、反復回数 10回以降、構造重量の変化がほとんど

ないことが読み取れ、10回以降の計算が無意味であるように見える。しかし、図 2-9、図 2-10

を見ると、5～10回以降、特定の設計変数が振動していることが分かり、move limit の漸減

により収束していることが確認できる。このような振動が起こる設計変数は、いずれも３層

および４層に含まれる部材のものであり、最適解が許容領域の端点に存在するのではなく、

非線形性の高い層間変形角制約条件の制約面上に存在するために、このような設計変数の振

動が起こったと推測できる。 
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図 2-8 収束過程（構造重量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-9 収束過程（柱断面積）      図 2-10 収束過程（梁断面積） 
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2.4 コンパクト法による崩壊機構情報を利用した鋼構造骨組の最小重量塑性設計 

 

前節では、'81 年耐震基準のうち弾性制約条件にあたる部材応力度制約条件および層間変

形角制約条件を考慮した最小重量弾性設計の設計手順とその設計例が示された。本節では、 

’81年耐震基準のうち塑性制約条件にあたる崩壊荷重制約条件を考慮した最小重量塑性設計

の設計手順とその設計例が示される。2.1 節でも述べたように、既往の研究において非常に

多くの最小重量塑性設計法が提案されている例えば 3)-7)。しかし、これらの既往の方法では、

塑性制約条件のみを考慮したり、弾性制約条件などの他の制約を段階的に考慮したりするこ

とは可能であっても、他の制約を同時に考慮することは難しい。本節では、このような他の

制約も同時に考慮することが容易な最小重量塑性設計の一般的解法が提案され、その設計例

が示される。 

 

2.4.1 コンパクト法の概要 17)-19) 

 

 本章で提案する最小重量塑性設計法では、マトリックス極限解析法の一つであるコンパク

ト法が用いられる。この解析手法は、一般的に弾塑性解析でよく用いられる増分解析手法に

比較して、「歪硬化を考慮できない。」、「荷重変形関係が得られない。」等の短所を有するが、

形成される崩壊機構の情報（形成される崩壊機構の塑性ヒンジ回転角の相対速度およびそれ

に対応する節点変位の相対速度）が列ベクトルの形で容易に得られるという利点がある。 

 軸力・曲げ相関塑性条件を無視し、下界定理に基づく極限解析理論を用いれば、解析問題

は、以下のような最大化問題として定式化できる。 
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λ：荷重係数 

{P0}：単位載荷荷重ベクトル 

{m0}：中間荷重点における単位載荷荷重ベクトル 

[H]：部材力ベクトル{r}と荷重ベクトルλ{P0}の釣り合いマトリックス 

[BC]：部材力ベクトル{r}と{mC}の釣り合いマトリックス 

[O]：零マトリックス 

[I]：単位マトリックス 

n(i)：i番目の部材の部材軸力(i = 1,2,...,Nm) 

m1(i)：i番目の部材の始端側材端モーメント(i = 1,2,...,Nm) 

m2(i)：i番目の部材の終端側材端モーメント(i = 1,2,...,Nm) 

nP(i)：i番目の部材の降伏軸力(i = 1,2,...,Nm) 

mP(i)：i番目の部材の全塑性モーメント(i = 1,2,...,Nm) 

mC(i)：i番目の中間荷重点の曲げモーメント(i = 1,2,...,Nmc) 

mCP(i)：i番目の中間荷重点の全塑性モーメント(i = 1,2,...,Nmc) 

Nm：部材総数 

Nmc：中間荷重点総数 

 

 (2-23)式は、力の釣り合い条件、(2-24)式は、塑性条件を表している。本節では、さらに、

柱部材に対して、以下に示す軸力曲げ相関塑性条件を考慮する。 

 

｜n｜≦0.2nPのとき 

PPPP mmmmmm ≤≤−≤≤− 21 ,  (2-26a,b) 

 

｜n｜＞0.2nPのとき 
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 (2-28a,b) 

 

(2-26)～(2-28)式の塑性条件は、j番目の柱部材（j=1,2,..,Nc）について、以下の形でマ

トリックス表示できる。ただし、ua,ub,uc,ud は、軸力曲げ相関塑性条件を考慮するために導

入した仮想の部材力である。 
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 各柱部材について、(2-29),(2-30)式を作成し、それぞれを(2-23),(2-24)式に追加すると、

以下に示すような軸力曲げ相関塑性条件を考慮した構造全体での釣り合い条件と塑性条件が

得られる。 
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 以上より、軸力・曲げ相関塑性条件を考慮した下界定理に基づく極限解析問題は、以下の

ような最大化問題として定式化できる。 

 

{ } tosubjectedmaximize  whichr,  Find A λλ  
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 (2-35)式は、λおよび{r},{mC},{u}を未知変数とする線形の方程式、(2-36)式は、{r},{mC},{u}
の上下限制約であり、上記の問題は、境界変数問題とよばれている。この最大化問題は、通

常のシンプレックス法の手順で解くことができるが、問題を標準形に変換するときマトリッ

クスの次元が大きくなり、非能率的である。コンパクト法は、本質的には,シンプレックス法

と同一の方法であるが、境界変数問題の特徴を巧みに利用して、基底変換と荷重係数λの増

分計算を繰り返していき、崩壊荷重を計算する解析手法である。 

 

 

2.4.2 コンパクト法により得られる崩壊機構情報 

 

 解析の過程で、(2-35)式を基底変換していき、λの増加がこれ以上期待できなくなった状

態、すなわち崩壊荷重係数λF が得られた状態における(2-35)式を以下の式で表すことにす

る。 

 

{ } [ ]{ }AAAF rCP ** =λ  (2-38) 

 

 (2-38)式の[CA*]の中で、最終ステップの基底変換で制約条件（塑性条件）の上下限値に到

達する基底変数が含まれる行の成分 CAk*j(j=1,2,..,Nm+Nmc+4Nc)が、形成される崩壊機構の
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塑性ヒンジのひずみ速度を表すことが知られている。また、同じ行の{PA*}の成分 PAk*は、

塑性ヒンジのひずみ速度に対応する荷重の仕事率を表す。コンパクト法では、これらの係数

値から、形成される崩壊機構の情報が列ベクトルの形で容易に得られる。 

 

 

2.4.3 崩壊荷重制約条件 

 

 単位比例載荷荷重{P0}を塑性設計荷重に等しくとれば、崩壊荷重制約条件は、次式で表せ

る。 

 

1≥Fλ  (2-39) 

 

 ある設計に対して、コンパクト法を適用し、形成される崩壊機構の情報 CAk*j ,PAk*が得ら

れれば、仮想仕事の原理より、以下の釣り合い式が得られる。 
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ここで、NA= Nm+Nmc+4Nc 

 

 上式の rAUjは、塑性条件の境界値であるので、上式の右辺は、全塑性モーメントおよび降

伏軸力の線形和となる。上式を用いれば、崩壊荷重制約条件は、次式のようにも表せる。 
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 しかし、上記の制約条件を単独で SLP 法等の最適化手法に用いる場合には、形成される崩

壊機構が、設計変数の変動により変化し、制約条件の勾配が不連続に変化することがあるた

め、収束性が悪くなることが予想される。このような制約条件の微分勾配の不連続性を解消

するために、ここでは、SLP 法の設計修正のたびに、コンパクト法による崩壊機構の情報を

記憶・蓄積していき、過去の設計修正の過程で得られた(2-41a)式も制約条件に追加していく

ことにする。従って、次式を崩壊荷重制約条件とする。 
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ここで、PAk*(r) ,CAk*j(r) は、r-1 回前の SLP 法の繰り返し時にコンパクト法により得られた

崩壊機構情報である。Nrは、何回前までの崩壊荷重制約条件を考慮するかを指定するための

変数であり、設計変数の総数以上あれば十分である。 

 

 

2.4.4 最小重量設計問題 

 
 前節と同様、使用する部材断面の形状寸法比が一定であると仮定すると、断面係数 Z P 、

断面積 A の間に次の関係式が得られる。 
 

5.1AZ ZPP ・α=  (2-42) 

 
上式の係数αZPは、前節と同様の手順により得た以下の係数値を用いている。 

 
表 2-6 係数αZP 

αZP  0.949 (角形鋼管柱断面),  1.783 (細幅系列Ｈ形鋼梁断面)  
 
 (2-42)式を用いれば、最小重量設計問題は、以下に示す制約条件付き最小化問題として定式

化できる。 
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2.4.5 設計手順 

 

 2.4.4節の最小重量塑性設計問題をSLP法により解くための設計手順を以下に示す。また、

そのフロー・チャートを図 2-11 に示す。 
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[1] 骨組形状、荷重条件、初期設計解等を設定する。 
[2] コンパクト法により、設計解の崩壊荷重を求める。また、崩壊機構情報を記憶・蓄積す

る。 
[3] 崩壊荷重係数制約条件を線形近似する。 
[4] 2.4.4 節の最小重量設計問題の近似線形計画問題を設定する。 
[5] [4]で設定された近似線形計画問題の設計解をシンプレックス法により計算する。 
[6] 収束判定条件が満足されれば、計算を終了する。収束判定条件が満足されなければ、[5]
で得られた設計解をもとにして、再び[2]～[5]の手順を繰り返す。 
 

            図 2-11  設計フロー・チャート 
 

SLP 法の各反復の最初にコンパクト法によるマトリックス極限解析を行い、(2-44)式の崩壊

荷重制約条件を記憶・蓄積していく。(2-44)式を直接、前進差分により線形近似するが、同

式は、設計変数の直接的な陽な関数として表せるので、設計感度解析には、コンパクト法に

よる解析計算の繰り返しは一切必要としない。収束判定条件、Move Limit の設定は、前節と

同じである。 

 

 

 

骨組形状、荷重条件、初期設計

解等を設定する。 

コンパクト法により、設計解の

崩壊荷重を求める。また、崩壊

機構情報を記憶・蓄積する。 

崩壊荷重制約条件を線形近似す

る。 

2.4.4節の最小重量設計問題の

近似線形計画問題を設定する。 

シンプレックス法を用いて上記

の問題の解を求める。 

 収束の判定 

計算を終了する。 

シンプレックス法

で求めた解を新し

い設計解とする。 

N.G. 

Ｏ.Ｋ. . 

[1] 

[2] 

[3] 

[4] 

[6] 

[5] 
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2.4.6 設計例 

 

(1) 門形ラーメンの最小重量塑性設計 

図 2-12 に示す門形ラーメンの最小重量設計例を示す。設計変数は、柱断面積と梁断面積の

２変数である。柱部材は、(2-26)～(2.28)式の軸力曲げ相関塑性条件に従う。同図中の各変

数の数値は、P=28tf,V1=55tf,V2=30tf である。 

本問題は、設計変数が柱断面積 Acと梁断面積 Abの２変数であるので、設計領域上で制約

条件を図示することができる。ここでは、まず、極限解析理論の下界定理を利用して図解法

により、解くことにする。図 2-13 は、極限解析理論の下界定理に基づいて許容領域（斜線部

分）を作成した図である。図中ａは、図 2-14(a)に示す層機構、図中ｂは、図 2-14(b)に示す

複合機構、図中ｃは、図 2-14(c)に示す複合機構、図中ｄは、図 2-14(d)に示す梁機構に関す

る制約条件である。その他にも想定すべき崩壊機構は多数あるが、ここでは、許容領域を直

接形成する制約条件のみが図示されている。目的関数の等高線（点線）の勾配から、ａとｂ

の制約条件の交点とｂとｃの制約条件の交点のいずれかが、最適設計解であることがわかる。

表 2-7 は、個々の崩壊機構の仮想仕事式から計算したこれら二つの交点の設計解および構造

重量を表している。この表から、二つの候補点の構造重量を比較することにより、ｂとｃの

制約条件の交点（◎印）が最適設計解であることが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図 2-12 門形ラーメン         図 2-13 許容領域 

 

 

図 2-14 崩壊機構 

 

表 2-7 二つの候補点の設計解 

 柱断面積 梁断面積 構造重量 

ａとｂの交点 1.20 1.05 1.243 

ｂとｃの交点 1.34 0.847 1.238 

単位 ×102(cm2) ×102(cm2) (t) 

 

(a) 

 

(b) 
 

(c) 

 

(d) 
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図 2-15 は、提案設計手法による設計解の収束 

過程を示している。この設計例では、異なる 

４つの初期設計解（柱梁とも 200cm2、柱 200, 

梁 50cm2、柱 50,梁 200cm2、柱梁とも 50cm2） 

を与えているが,いずれも図解法により求めた 

ｂとｃの制約条件の交点に収束していること 

がわかり、正しい最適解が得られている。 

 

 

 

図 2-15 収束過程 

 

(2) ５層３スパン骨組の最小重量塑性設計 

 図 2-16 に示すような骨組のスパン、階高、荷重条件の異なる 2種類の５層３スパン骨組Ａ

および骨組Ｂの最小重量設計例を示す。設計荷重は、同図に示す鉛直荷重および水平荷重か

ら決定される。設計変数は、１,２層の外柱部材、中柱部材、３～５層の外柱部材、中柱部材、

各層ごとの梁部材の断面積で、計 9 変数である。図 2-16(A)中の各変数の数値は、α

=1.75,P1=8.89tf,P2=11.9tf,P3=15.3tf,P4=19.2tf,P5=33.8tf,V1=8.50tf,V2=14.0tf,V3= 

8.75tf,V4=16.0tf である。また、図 2-16(B)中の各変数の数値は、α=1.75,P1=10.6tf, 

P2=14.4tf,P3=18.5tf,P4=23.4tf,P5=41.4tf,V1=11.2tf,V2= 16.8tf,V3=10.8tf,V4=19.2tf で

ある。これらの設計例では、12回前までの SLP 法の繰り返しにおける崩壊荷重制約を記憶・

蓄積している。 

表 2-8(A),(B)は、各設計変数に対して表 2-8(C)のような 100 以上 200 以下の 5 組の初期設計

解を作成し、それらの初期設計解に対して得られた設計変数Ａ及び骨組重量Ｗ、SLP 法の反

復回数 N、崩壊荷重係数λF を示したものである。 骨組Ａでは、得られた設計変数の間に、

４％程度以下のわずかな差異が見られるが、構造重量Ｗは、有効数字３桁まで一致している。

骨組Ｂでは、明らかに異なる 2 種類の局所的最適解（設計解 1,2,4 と設計解 3,5）が得られて

いることがわかる。しかし、どの設計解も構造重量Ｗは、有効数字３桁まで一致しているた

め、どれを最適解として採用してもよいと判断できる。また、収束までの SLP 法の反復回数

は、最大でも 35 回程度であり、良好な収束性を示している。崩壊荷重係数λFは、すべて 0.996
以上であり、制約値 1.0 に対して 0.4%の誤差の範囲内となっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-16(A) ５層３スパン(骨組Ａ)     図 2-16(B) ５層３スパン(骨組Ｂ) 
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表 2-8(A) 設計解(骨組Ａ) 

部材 設計解 1 設計解 2 設計解 3 設計解 4 設計解 5 単位 
3-5F 外柱 0.940 0.964 0.964 0.942 0.961 ×10 2 (cm2) 
3-5F 中柱 1.85 1.84 1.83 1.85 1.84 ×10 2 (cm2) 
1-2F 外柱 1.43 1.40 1.39 1.45 1.41 ×10 2 (cm2) 
1-2F 中柱 2.16 2.19 2.20 2.16 2.19 ×10 2 (cm2) 
RF 梁 0.768 0.771 0.771 0.772 0.770 ×10 2 (cm2) 
5F 梁 0.759 0.753 0.754 0.753 0.757 ×10 2 (cm2) 
4F 梁 0.948 0.945 0.944 0.949 0.943 ×10 2 (cm2) 
3F 梁 1.14 1.20 1.19 1.14 1.13 ×10 2 (cm2) 
2F 梁 1.35 1.30 1.31 1.35 1.37 ×10 2 (cm2) 

W 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 (t) 
N 33 25 27 25 25 ― 
λF 0.998 0.996 0.997 0.997 0.999 ― 

 

表 2-8(B) 設計解(骨組Ｂ) 

部材 設計解 1 設計解 2 設計解 3 設計解 4 設計解 5 単位 
3-5F 外柱 1.40 1.38 1.39 1.38 1.40 ×10 2 (cm2) 
3-5F 中柱 2.19 2.21 2.20 2.20 2.19 ×10 2 (cm2) 
1-2F 外柱 2.20 2.19 1.96 2.20 1.95 ×10 2 (cm2) 
1-2F 中柱 3.16 3.17 3.33 3.16 3.34 ×10 2 (cm2) 
RF 梁 0.799 0.793 0.791 0.768 0.798 ×10 2 (cm2) 
5F 梁 0.712 0.704 0.712 0.733 0.702 ×10 2 (cm2) 
4F 梁 1.43 1.45 1.43 1.45 1.44 ×10 2 (cm2) 
3F 梁 1.24 1.24 1.58 1.24 1.58 ×10 2 (cm2) 
2F 梁 2.05 2.05 1.76 2.05 1.76 ×10 2 (cm2) 

W 19.8 19.8 19.8 19.8 19.8 (t) 
N 26 26 29 35 24 ― 
λF 0.997 0.999 0.997 0.998 0.997 ― 

 
表 2-8(C) 初期設計解の断面積 

部材 初期解 1 初期解 2 初期解 3 初期解 4 初期解 5 単位 
3-5F 外柱 2.00 2.00 1.00 2.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
3-5F 中柱 2.00 2.00 1.00 1.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
1-2F 外柱 2.00 2.00 1.00 2.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
1-2F 中柱 2.00 2.00 1.00 1.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
RF 梁 2.00 1.00 2.00 2.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
5F 梁 2.00 1.00 2.00 2.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
4F 梁 2.00 1.00 2.00 1.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
3F 梁 2.00 1.00 2.00 1.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
2F 梁 2.00 1.00 2.00 1.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
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 図 2-17 は、骨組 A の設計解１において、SLP 法の各繰り返しで蓄積した崩壊荷重制約条

件（(2-44)式）のうち Active となった制約条件の崩壊機構を表している。図中の○印は、曲

げ降伏ヒンジ(｜n｜≦0.2ｎPのとき)、●印は、軸力曲げ相関降伏ヒンジ(｜n｜> 0.2ｎPのと

き)を表す。（ただし、コンパクト法による解析結果では、柱部材の塑性軸ひずみの影響で微

小に回転する塑性ヒンジも存在するが、それらの塑性ヒンジを図示していない。）設計解１は、

理論上は、これらの崩壊機構が同時に生じる設計と考えられるが、解析を行った場合には、

数値計算上、どれか一つの崩壊機構を形成することとなる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-17 Active となる崩壊荷重制約条件の崩壊機構 
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(j) (k) 
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2.5 弾性・塑性同時制約条件下の鋼構造骨組の最小重量設計 

 

2.3 節では、'81 年耐震基準のうち弾性制約条件にあたる部材応力度制約条件および層間変

形角制約条件を考慮した最小重量弾性設計の設計手順とその設計例が示された。また、2.4

節では、'81 年耐震基準のうち塑性制約条件にあたる崩壊荷重制約条件を考慮した最小重量

塑性設計の設計手順とその設計例が示された。この方法は、塑性制約を単独で考慮する場合

には、他の方法と比べて特別な長所があまり見当たらない。しかし、塑性制約条件が設計変

数に対して陽な、少数かつ複数の崩壊機構における制約条件群で定式化できるため、非線形

数理計画法に基づく弾性制約最適化との同時最適化が非常に容易である。本節では、前節お

よび前々節の設計手法に基づき、弾性制約条件と塑性制約条件を同時に考慮した最小重量設

計の設計手順とその設計例が示される。 

 

 

2.5.1 最小重量設計問題 

 

 弾性・塑性同時制約条件下の最小重量設計問題は、以下に示す制約条件付き最小化問題と

して定式化できる。 
 

minimize  whichA,...,A,A  Find
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2.5.2 設計手順 

 

 前節で示された最小重量塑性設計手法は、弾性制約条件等のその他の制約を同時に考慮す

ることが容易にできる。図 2-18 は、弾性・塑性同時制約条件下における最小重量設計の設計

手順を示している。この方法では、SLP 法における一回の繰り返しにおいて、設計変数の総

数に等しい回数の弾性構造解析（剛性マトリックス法）と一回のマトリックス極限解析（コ

ンパクト法）の計算が必要である。収束判定条件および Move Limit の設定は、前節と同じで

ある。 

 

     図 2-18 最適設計フローチャート 

 

2.5.3 設計例 

 

(1) ５層３スパン骨組の最小重量設計 

 図 2-19(A),(B)に示す５層３スパン骨組の最小重量設計例を示す。弾性制約条件における

設計荷重は、図 2-19(A)に示す鉛直荷重および水平荷重から決定される。また、塑性制約条

件（崩壊荷重制約条件）における設計荷重は、図 2-19(B)に示す鉛直荷重および水平荷重（α

骨組形状、荷重条件、初期設計

解等を設定する。 

コンパクト法によるマトリック

ス極限解析 

崩壊機構情報の記憶・蓄積 

崩壊荷重制約条件の線形近似 

2.5.1節の最小重量設計問題の

近似線形計画問題を設定する。 

シンプレックス法を用いて上記

の問題の解を求める。 

 収束の判定 

計算を終了する。 

シンプレックス法

で求めた解を新し

い設計解とする。 

N.G. 

Ｏ.Ｋ. 

. 

剛性マトリックス法による弾性

構造解析 

弾性制約条件の線形近似 

弾性制約条件の感度解析 
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=1.75）から決定される。設計変数は、１,２層の外柱部材、中柱部材、３～５層の外柱部材、

中柱部材、各層ごとの梁部材の断面積で、計 9 変数である。図 2-19(A),(B)中の各変数の数

値 は 、 α =1.75,P1=8.89tf,P2=11.9tf,P3=15.3tf,P4=19.2tf,P5=33.8tf,V1=8.50tf, 

V2=14.0tf,V3=8.75tf,V4=16.0tf である。前節の５層骨組の設計例と同様、12回前までの SLP

法の繰り返しにおける崩壊荷重制約を記憶・蓄積している。 

表 2-9 は、各設計変数に対して、表 2-10 に示す 4 組の初期設計解を作成し、それらの初期

設計解に対して得られた設計変数の最大値、最小値 AMAX,AMIN及び骨組重量の最大値、最小 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) 弾性制約に対する設計荷重       (B) 塑性制約に対する設計荷重 

図 2-19 ５層３スパン骨組 

 

                        表 2-9 設計解 

部材 AMAX AMIN 部材 AMAX AMIN 
3-5F 外柱 1.50 1.50 RF 梁 0.811 0.810 
3-5F 中柱 2.12 2.11 5F 梁 1.01 1.01 
1-2F 外柱 2.00 2.00 4F 梁 1.20 1.19 
1-2F 中柱 3.47 3.47 3F 梁 1.57 1.56 
   2F 梁 1.74 1.72 
単位 ×10 2 (cm2) ×10 2 (cm2) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 2 (cm2) 
  WMAX  WMIN   NMAX NMIN 
 20.0 20.0  15 10 

 
表 2-10 初期設計解の断面積 

部材 初期解 1 初期解 2 初期解 3 初期解 4 単位 
3-5F 外柱 3.00 3.00 1.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
3-5F 中柱 3.00 3.00 1.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
1-2F 外柱 3.00 3.00 1.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
1-2F 中柱 3.00 3.00 1.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
RF 梁 3.00 1.00 3.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
5F 梁 3.00 1.00 3.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
4F 梁 3.00 1.00 3.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
3F 梁 3.00 1.00 3.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
2F 梁 3.00 1.00 3.00 1.00 ×10 2 (cm2) 
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V3 V2 V2 V2 V2 V2 V3 
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V3λ V2λ V2λ V2λ V3λ 
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αP4λ 
αP5λ 
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αP13λ 
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V3λ V2λ V2λ V2λ V3λ 
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V3λ V2λ V2λ V2λ V3λ 
V3λ V2λ V2λ V2λ V3λ 
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V3λ V2λ V2λ V2λ V3λ 

V3λ V2λ V2λ V2λ V3λ 
V3λ V2λ V2λ V2λ V3λ 
V1λ V2λ V2λ V2λ V1λ 

値ＷMAX,WMIN、SLP 法の反復回数の最大値,最小値 NMAX,NMINを示したものである。得られた

設計変数の間には、1％程度以下のわずかな差異が見られるが、構造重量は、有効数字３桁ま

で一致している。収束までの SLP 法の反復回数は、最大でも 15 回程度であり、良好な収束

性を示している。表 2-11 には、最適設計解(初期設計解 1 のとき)における部材応力、層間変

形角、崩壊荷重係数（太字の数字は、制約値に等しくなっていることを示す。）が示されてい

る。この表より、すべての制約条件が満足されていることが確認できる。 
 

表 2-11 制約条件の満足度 

 柱部材応力  梁部材応力 層間変形角 崩壊荷重係数 
 GSS GSL  GSS GSL  ×10-2 λF 

3-5F外柱 1.00 0.52 RF 1.00 0.88 5層 0.41 1.00 
3-5F中柱 0.97 0.36 5F 1.00 0.52 4層 0.49  
1-2F外柱 1.00 0.40 4F 1.00 0.41 3層 0.50  
1-2F中柱 1.00 0.34 3F 0.83 0.28 2層 0.35  

   2F 0.83 0.25 1層 0.32  

 

 

(2) １４層３スパン骨組の最小重量設計 

 図 2-20(A),(B)に示す１４層３スパン骨組の最小重量設計例を示す。弾性制約条件におけ

る設計荷重は、図 2-20(A)に示す鉛直荷重および水平荷重から決定される。また、塑性制約

条件（崩壊荷重制約条件）における設計荷重は、図 2-20(B)に示す鉛直荷重および水平荷重

（α=1.75）から決定される。設計変数は、１,２層、３～５層、６～８層、９～１１層、 
１２～１４層の外柱部材、中柱部材、各層ごとの梁部材の断面積で、計２４変数である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-20(A) 弾性制約における設計荷重  図 2-20(B) 塑性制約における設計荷重 
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                        表 2-12 設計解 

部材 AMAX AMIN 部材 AMAX AMIN 
12-14F外柱 0.944 0.905 RF 梁 0.545 0.536 
12-14F中柱 1.89 1.84 14F 梁 0.800 0.789 
9-11F 外柱 1.62 1.54 13F 梁 1.34 1.32 
9-11F 中柱 2.28 2.22 12F 梁 1.36 1.33 
6-8F 外柱 2.15 2.10 11F 梁 1.29 1.28 
6-8F 中柱 2.65 2.64 10F 梁 1.39 1.37 
3-5F 外柱 2.78 2.72 9F 梁 1.57 1.54 
3-5F 中柱 2.96 2.95 8F 梁 1.61 1.58 
1-2F 外柱 3.68 3.66 7F 梁 1.69 1.68 
1-2F 中柱 3.79 3.78 6F 梁 1.77 1.71 
   5F 梁 1.85 1.84 
   4F 梁 1.81 1.78 
   3F 梁 1.49 1.45 
   2F 梁 2.38 2.34 
単位 ×10 2 (cm2) ×10 2 (cm2) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 2 (cm2) 
  WMAX  WMIN   NMAX NMIN 
 56.8 56.7  63 51 

 
表 2-13 初期設計解の断面積 

部材 初期解 1 初期解 2 初期解 3 初期解 4 単位 
12-14F外柱 4.00 4.00 2.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
12-14F中柱 4.00 4.00 2.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
9-11F 外柱 4.00 4.00 2.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
9-11F 中柱 4.00 4.00 2.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
6-8F 外柱 4.00 4.00 2.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
6-8F 中柱 4.00 4.00 2.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
3-5F 外柱 4.00 4.00 2.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
3-5F 中柱 4.00 4.00 2.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
1-2F 外柱 4.00 4.00 2.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
1-2F 中柱 4.00 4.00 2.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
RF 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
14F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
13F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
12F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
11F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
10F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
9F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
8F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
7F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
6F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
5F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
4F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
3F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
2F 梁 4.00 2.00 4.00 2.00 ×10 2 (cm2) 
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図 2-20(A),(B)中の各変数の数値は、α=1.75,P1=0.778tf,P2=1.03tf,P3=1.29tf, P4=1.56tf, 

P5=1.84tf,P6=2.13tf,P7=2.42tf,P8=2.73tf,P9=3.07tf,P10=3.43tf,P11=3.85tf,P12=4.37tf, 

P13=5.17tf,P14=9.28tf,V1=6.13tf,V2=8.75tf,V3=5.88tf,V4=5.75tf,V5=10.0tf である。こ

の設計例では、28回前までのSLP法の繰り返しにおける崩壊荷重制約を記憶・蓄積している。 

表 2-12 は、各設計変数に対して、表 2-13 に示す 4 組の初期設計解を作成し、それらの初

期設計解に対して得られた設計変数の最大値、最小値 AMAX,AMIN及び骨組重量の最大値、最

小値ＷMAX,WMIN、SLP 法の反復回数の最大値,最小値 NMAX,NMINを示したものである。得られ

た設計変数の間には、5％程度以下の差異が見られるが、構造重量は、0.2％以下のわずかな

差となっているため、どの設計解を最適解として採用してもよいと考えられる。収束までの

SLP 法の反復回数は、最大でも 51 回～63 回とこれまでの設計例に比較してかなり多い。こ

れは、設計変数の総数の増加によるものと考えられる。表 2-14 には、最適設計解（初期設計

解 1 を与えたとき）における部材応力、層間変形角、崩壊荷重係数（太字の数字は、制約値

に等しくなっていることを示す。）が示されている。この表より、すべての制約条件が満足さ

れていることが確認できる。表 2-15 は、個々の制約条件下の最適設計解を表している。同表

中の設計解 A は、部材応力、層間変形、崩壊荷重のすべての制約を同時に考慮した最小重量

設計解である。また、設計解 S は、部材応力制約、設計解 D は、層間変形制約、設計解 P は、

崩壊荷重制約のみをそれぞれ考慮した最小重量設計解である。図 2-21 は、それらの設計解の

断面積分布である。設計解 S や設計解 P の断面積の高さ方向分布に大きな変化があるのに対

して、設計解 D は、そのような変化があまり大きくないようである。表 2-16～表 2-18 は、

これらの設計解における部材応力度比、層間変形角、崩壊荷重係数が示されている。表中の

太字の数字は、制約値に等しくなっている値である。また、斜体の数字は、制約値を超えて

いる数値を示している。これらの表から、層間変形角のみを制約した設計解 D は、下層部分

の柱の部材応力度比が 1 を大きく上回っていることが分かる。一方、応力制約のみの設計解

S および崩壊荷重制約のみの設計解 P は、上層の層間変形角が制約値を大きく上回っている

ことがわかる。 
表 2-14 制約条件の満足度 

 柱部材応力  梁部材応力 層間変形角 崩壊荷重係数 
 GSS GSL  GSS GSL  ×10-2 λF 

12-14F外柱 0.95 0.47 RF 1.00 0.70 14層 0.50 1.00 
12-14F中柱 0.85 0.24 14F 0.94 0.33 13層 0.50  
9-11F外柱 0.96 0.42 13F 0.72 0.18 12層 0.50  
9-11F中柱 1.00 0.35 12F 0.74 0.17 11層 0.46  
6-8F外柱 0.98 0.43 11F 0.82 0.21 10層 0.50  
6-8F中柱 1.00 0.41 10F 0.85 0.19 9層 0.50  
3-5F外柱 0.96 0.40 9F 0.77 0.17 8層 0.43  
3-5F中柱 0.99 0.47 8F 0.79 0.18 7層 0.43  
1-2F外柱 1.00 0.31 7F 0.77 0.16 6層 0.43  
1-2F中柱 0.91 0.41 6F 0.77 0.16 5層 0.38  

   5F 0.75 0.15 4層 0.37  
   4F 0.79 0.13 3層 0.40  
   3F 0.88 0.15 2層 0.31  
   2F 0.65 0.07 1層 0.22  
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表 2-15 個々の制約条件下における最適設計解 

部材 設計解 A 設計解 S 設計解 D 設計解 P 単位 
12-14F外柱 0.942 1.03 0.935 0.879 ×10 2 (cm2) 
12-14F中柱 1.84 1.55 1.96 1.84 ×10 2 (cm2) 
9-11F 外柱 1.62 1.57 1.32 1.58 ×10 2 (cm2) 
9-11F 中柱 2.22 2.18 2.36 2.25 ×10 2 (cm2) 
6-8F 外柱 2.10 2.09 1.68 2.23 ×10 2 (cm2) 
6-8F 中柱 2.65 2.63 2.43 2.56 ×10 2 (cm2) 
3-5F 外柱 2.78 2.62 1.98 2.66 ×10 2 (cm2) 
3-5F 中柱 2.95 2.89 2.37 3.00 ×10 2 (cm2) 
1-2F 外柱 3.68 4.21 2.59 3.61 ×10 2 (cm2) 
1-2F 中柱 3.78 3.48 2.24 3.44 ×10 2 (cm2) 
RF 梁 0.536 0.539 0.566 0.449 ×10 2 (cm2) 
14F 梁 0.799 0.769 0.829 0.897 ×10 2 (cm2) 
13F 梁 1.32 0.942 1.39 0.923 ×10 2 (cm2) 
12F 梁 1.36 1.06 1.42 1.06 ×10 2 (cm2) 
11F 梁 1.29 1.15 1.27 1.47 ×10 2 (cm2) 
10F 梁 1.37 1.24 1.71 1.37 ×10 2 (cm2) 
9F 梁 1.57 1.30 1.56 1.53 ×10 2 (cm2) 
8F 梁 1.59 1.35 1.55 1.66 ×10 2 (cm2) 
7F 梁 1.68 1.40 1.75 1.61 ×10 2 (cm2) 
6F 梁 1.71 1.43 1.67 1.76 ×10 2 (cm2) 
5F 梁 1.84 1.48 1.67 1.87 ×10 2 (cm2) 
4F 梁 1.81 1.56 1.71 1.82 ×10 2 (cm2) 
3F 梁 1.49 1.49 1.70 1.95 ×10 2 (cm2) 
2F 梁 2.34 1.70 1.64 2.01 ×10 2 (cm2) 
構造重量 56.7 52.4 50.6 55.8 (t) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) 設計解 A       (B) 設計解 S        (C) 設計解 D        (D) 設計解 P 

図 2-21 断面積分布 
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表 2-16 部材応力度比 GSS（短期荷重） 

部材 設計解 A 設計解 S 設計解 D 設計解 P 
12-14F 外柱 0.95 1.00 0.94 1.06 
12-14F 中柱 0.85 1.00 0.79 0.87 
9-11F 外柱 0.96 1.00 1.15 0.97 
9-11F 中柱 1.00 1.00 0.98 1.00 
6-8F 外柱 0.98 1.00 1.27 0.95 
6-8F 中柱 1.00 1.00 1.16 1.03 
3-5F 外柱 0.96 1.00 1.37 0.98 
3-5F 中柱 0.99 1.00 1.37 0.98 
1-2F 外柱 1.00 1.00 1.70 1.08 
1-2F 中柱 0.91 0.97 1.64 0.99 
RF 梁 1.00 1.00 0.94 1.20 
14F 梁 0.94 1.00 0.89 0.92 
13F 梁 0.72 1.00 0.68 1.07 
12F 梁 0.74 1.00 0.73 0.99 
11F 梁 0.82 1.00 0.86 0.75 
10F 梁 0.85 1.00 0.71 0.85 
9F 梁 0.77 1.00 0.79 0.78 
8F 梁 0.79 1.00 0.82 0.75 
7F 梁 0.77 1.00 0.76 0.79 
6F 梁 0.77 1.00 0.79 0.75 
5F 梁 0.75 1.00 0.85 0.72 
4F 梁 0.79 0.97 0.85 0.75 
3F 梁 0.88 1.00 0.94 0.72 
2F 梁 0.65 0.92 1.10 0.74 

 

表 2-17 層間変形角 

層 設計解 A 設計解 S 設計解 D 設計解 P 単位 
14層 0.50 0.54 0.50 0.53 ×10-2 (rad.)
13層 0.50 0.62 0.50 0.58 ×10-2 (rad.)
12層 0.50 0.68 0.50 0.64 ×10-2 (rad.)
11層 0.46 0.56 0.49 0.49 ×10-2 (rad.)
10層 0.50 0.57 0.50 0.48 ×10-2 (rad.)
9層 0.50 0.58 0.50 0.50 ×10-2 (rad.)
8層 0.43 0.52 0.50 0.43 ×10-2 (rad.)
7層 0.43 0.52 0.50 0.44 ×10-2 (rad.)
6層 0.43 0.52 0.50 0.44 ×10-2 (rad.)
5層 0.38 0.48 0.50 0.37 ×10-2 (rad.)
4層 0.37 0.46 0.50 0.37 ×10-2 (rad.)
3層 0.40 0.45 0.50 0.35 ×10-2 (rad.)
2層 0.31 0.37 0.50 0.30 ×10-2 (rad.)
1層 0.22 0.26 0.49 0.25 ×10-2 (rad.)

 

表 2-18 崩壊荷重係数λF 

 設計解 A 設計解 S 設計解 D 設計解 P 
λF 1.00 0.81 0.63 1.00 
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2.6 本章のまとめ 

 
本章では、'81 年耐震基準のうち弾性制約条件にあたる部材応力度制約条件および層間変

形角制約条件、塑性制約条件にあたる崩壊荷重制約条件をそれぞれ考慮した最小重量設計の

設計手順とその設計例が示された。特に、ここで提案した最小重量塑性設計手法は、弾性制

約条件も同時に考慮することが容易であり、弾性制約条件と塑性制約条件を同時に考慮した

設計も示された。本章で得られた研究成果を以下に示す。 
 
[1] '81 年耐震基準のうち弾性制約条件にあたる部材応力度制約条件および層間変形角制約

条件を考慮した最小重量設計問題を定式化し、SLP 法に基づく設計手順およびその設計例を

示した。２層２スパン骨組の設計領域を図示し、本問題における弾性制約下の許容領域は、

凸領域となる可能性が高いと推論できる結果を得た。複数の初期設計解を与えることにより

設計解の大域的最適性および SLP 法の本問題における収束性を検証したが、それらの性状は、

良好であった。 
[2] '81年耐震基準のうち塑性制約条件にあたる崩壊荷重制約条件を考慮した最小重量設計問

題を定式化し、SLP 法に基づく設計手順およびその設計例を示した。ここでは、コンパクト

法により得られる崩壊機構情報を蓄積・記憶することで塑性制約条件を作成する方法が提案

されている。この方法の長所は、塑性制約条件が設計変数に対して陽な、少数かつ複数の崩

壊機構における制約条件群で定式化できるため、非線形数理計画法に基づく弾性制約最適化

との同時最適化が容易となることである。門形ラーメンの設計例において設計領域を図示し、

本問題における塑性制約下の許容領域が、非凸領域となることを確認した。複数の初期設計

解を与えることにより設計解の大域的最適性および収束性を検証したが、予想通り、複数の

明らかに異なる局所的最適解が得られた。しかし、構造重量の差異は、非常に小さく、どの

設計解を最適解としてもよいと判断できる結果であった。また、SLP 法の本問題における収

束性状は、良好であった。 

[3] '81 年耐震基準における弾性制約条件と塑性制約条件を同時に考慮した最小重量設計問

題を定式化し、SLP 法に基づく設計手順およびその設計例を示した。この問題でも複数の初

期設計解を与えることにより設計解の大域的最適性および収束性を検証したが、複数の局所

的最適解が得られた。しかし、ここでも、構造重量の差異は、非常に小さく、どの設計解を

最適解としてもよいと判断できる結果が得られた。また、SLP 法の本問題における収束性状

は、良好であった。ただし、対象とする骨組の規模が大きくなり設計変数が増加する場合に

は、その収束性状が若干悪化した。 
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第 3 章 鋼構造骨組の指定崩壊機構形成のための条件と崩壊機構を指

定した最小重量設計 
 
3.1 本章の目的 
 
 骨組の崩壊荷重は、耐震安全性を評価するための重要な指標であり、前章でも述べたよう

に、既存耐震基準においても、保有水平耐力（崩壊荷重）に関する検討が課せられている 22）。

比例荷重下の骨組の崩壊荷重を制約条件とし、その制約条件下で骨組重量を最小にする部材

断面を求める最適塑性設計問題を取り扱った研究は、これまでに数多く行われてきた 1)~5)。

骨組構造の最適塑性設計問題では、機構条件と力の釣り合い条件に基づく、いわゆる上界定

理による定式化 1)2)4)と力の釣り合い条件と降伏条件に基づく、いわゆる下界定理による定式

化 3)4)が一般的であり、Cohn らは、いずれの定式化でも、線形計画問題の形にすることがで

き、シンプレックス法により解くことができることを示している 4)。一方、シンプレックス

法に代表される数理計画手法を用いない方法として以下の研究が挙げられる。Y.Nakamura 
and Litle らは、下界定理に基づく建築骨組の最適塑性設計問題に対して、感度ファクターと

いう概念を用いて必要な曲げモーメントを重量が少なくてすむ部材に配分していくことによ

り、力の釣り合い条件を満足する塑性曲げモーメント分布を計算し、部材断面を決定するア

ルゴリズムを提案している 3)。中村(恒善)は、建築骨組の最適塑性設計問題の閉形解を導出し

ている 5)。上述の 2 つの方法は、いずれも建築骨組の形状の規則性を有効に利用しているこ

とが大きな特徴である。 
 このように、建築骨組の崩壊荷重を制約条件とした最適設計に関する研究は、数多く行わ

れてきたが、骨組の崩壊形式もまた、耐震安全性を左右する重要な要因となることが多くの

研究者により指摘されている 6)~11)。Wapole and Shepherd6)、Anderson and Gupta7)らは、

梁を先行降伏させ、柱を弾性範囲にとどめる梁降伏型骨組とすることの有効性を説き、この

ような設計が可能であることを地震応答解析により示している。また、寺本らは、層の高さ

方向に不連続な耐力分布を有する梁降伏型骨組と柱降伏型骨組の地震時挙動の違いを調査し、

不連続な耐力分布を有する場合でも、梁降伏型骨組では損傷が分散化される傾向にあること

を明らかにしている 8)。 
 最適設計問題において、形成される崩壊機構の形をも制御しようとした研究については、

数が少ないが、いくつか存在する。Rubinstein and Karagozian1)らは、高層骨組の最適塑性

設計問題に対して、梁降伏型全体崩壊機構（図 3-1）を指定した設計手法を提案している。

この方法は、梁降伏型全体崩壊機構を指定することにより、まず梁全塑性モーメントをシン

プレックス法により決定し、その後に、層レベルにおける力の釣り合いから柱全塑性モーメ

ントを求める設計手法である。しかし、この方法では、単一層での部分崩壊機構（図 3-2）
を防止できるが、複数層における部分崩壊機構を防止することはできない。Federico and 
Vincenzo13)らは、最適設計手法ではないが、全体崩壊機構を指向した塑性設計手法を提案し

ている。そこでは、上界定理に基づき全体崩壊機構における崩壊荷重係数が最小となる条件

式を直接導いている。ただし、全ての部分崩壊機構を防止する条件を導いているわけではな

い。竹脇 14)らは、建築骨組の最適設計問題において、柱梁耐力比の制限を付加することによ
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り、梁降伏型骨組を指向した設計を行っている。また、小坂 15) らは、柱の安全率を梁の安

全率に比べて大きくすることにより、梁降伏型骨組を指向した設計を行っている。しかし、

これらの設計手法で用いられる柱梁耐力比や安全率などの制限値は、過去の解析結果等から

経験的に決定されるものであり、梁降伏型全体崩壊機構の形成を直接的かつ厳密に制御し得

る条件とは言えない。 
 そこで、本章では、比例荷重を受ける鋼構造骨組の指定崩壊機構の形成を直接的かつ厳密

に判定する方法として、荷重増分解析に基づく方法を採用し、指定崩壊機構形成のための制

約条件と崩壊荷重に対する制約条件を取り扱った最小重量設計手法を提案する。この方法で

は、崩壊機構形成時において塑性ヒンジの発生を許容する塑性化指定部位と塑性ヒンジの発

生を防止する非塑性化指定部位を設定し、非塑性化指定部位には一切塑性ヒンジを発生させ

ないことを目標にしているため、指定崩壊機構形成の判定には、非塑性化指定部位の曲げモ

ーメント―曲率関係を線形弾性と仮定した荷重増分解析が用いられる。また、最適化手法に

は、反復線形計画法（SLP 法）21) が用いられる。 
 本章では、まず 3.2 節で基本仮定が示された後、3.3 節で指定崩壊機構形成のための条件

が示され、最小重量設計問題が定式化される。また、3.4 節では、設計感度解析の方法が示

され、3.5 節で SLP 法に基づく最適設計手順が示される。3.6 節では、設計例が示され、設

計解の大域的最適性・収束性の検討および設計された骨組の荷重増分解析により、提案設計

手法の妥当性が検証される。 
 
 

 
    図 3-1 梁降伏型全体崩壊機構     図 3-2 部分崩壊機構の一例 
 
 
3.2 基本仮定 
 
本章では、以下の仮定を設ける。 

(基本仮定 3-1) 一定の設計用鉛直荷重{P0}が載荷された後、設計用水平荷重{PH}を単位荷重 
とする比例荷重が載荷される鋼構造骨組を対象とする。 
(基本仮定 3-2) 部材の弾性変形に関して、軸伸縮及び曲げ変形を考慮する。 
(基本仮定 3-3) 単純塑性ヒンジ理論を適用する。 
(基本仮定 3-4) 塑性ヒンジの軸力による曲げ耐力の低下は考慮しない。 
(基本仮定 3-5) 幾何学的非線形性を考慮しない。 
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3.3 最適設計問題の定式化 

 
3.3.1 鋼構造骨組の指定崩壊機構形成のための制約条件 
 
 比例載荷荷重下の鋼構造平面骨組が終局状態において指定崩壊機構を形成するためには、

すべての非塑性化指定部位に関して、塑性ヒンジが発生しないことが保証されればよい。そ

こで、ここでは、すべての非塑性化指定部位に関して次式が成立することを指定崩壊機構が

形成されるための条件として用いる。 
 

),..,2,1(0 NeimsZV iXiyiPiE =>−= 　  (3-1) 

 
 ここで、 
Ｎe：非塑性化指定部位の総数 
ｓy ：降伏強さ 
ＺP：塑性断面係数 
 
 また、下付き添え字ｉのある記号は、ｉ番目の非塑性化指定部位に関する記号であること

を表す。 (3-1)式中のｍXは、非塑性化部位には塑性ヒンジが発生しない（弾性域を越えても、

常に線形弾性）という条件のもとで荷重増分解析し、指定崩壊機構の形成にいたるまでの非

塑性化指定部位の曲げモーメントの最大値を表す。 
 
 
3.3.2 骨組が設計荷重のもとで崩壊しないための制約条件 
 
 骨組が設計荷重のもとで、崩壊しないためには、次式が成立すればよい。 
 

( ) ),...,2,1(0δθθ
11

F

Nn

k
krHkH

Nm

j
jrPBjrPAjyjPrFM NrPsZV =>−+= ∑∑

==

&&&  (3-2) 

 
 ここで、 
Nm,Nn：部材総数、荷重成分の数 
NF：起こり得る崩壊機構の総数 

krHδ& ：ｒ番目の崩壊機構を有する運動学的許容速度場 16)における節点変位速度 

jrPAθ&
, jrPBθ& ：ｒ番目の崩壊機構を有する運動学的許容速度場 16)における部材の始端あるい

は終端の塑性ヒンジ回転角速度（ただし、塑性ヒンジが生じない場合には、 jrPAθ& あるいは

jrPBθ& は０とする。） 



50

 また、下付き添え字ｊのある記号は、ｊ番目の部材に関する記号であることを表す。下付

き添え字ｋのある記号は、ｋ番目の荷重成分に対応する記号であることを表す。下付添え字

ｒのある記号は、ｒ番目の崩壊機構に関する記号であることを表す。 
 
上式は、崩壊機構形成時の力の釣り合いから導ける。一般的な塑性設計問題では、起こり

うるすべての崩壊機構に対して上式を作成する必要があるが、ここでは、指定崩壊機構が形

成されることが保証されるため、指定崩壊機構形成時における力の釣り合い式のみを考慮す

ればよい。従って、骨組の崩壊に対する制約条件として次式を用いる。 
 

( ) 0δθθ
11

>−+= ∑∑
==

Nn

k
kHkH

Nm

j
jPBjPAjyjPF PsZV &&&  (3-3) 

 
 ここで、 

kHδ& ：指定崩壊機構を有する運動学的許容速度場 16)における節点変位速度 

jPAθ& , jPBθ& ：指定崩壊機構を有する運動学的許容速度場 16)における部材の始端あるいは終端 

の塑性ヒンジ回転角速度（ただし、塑性ヒンジが生じない場合には、 jPAθ& あるいは jPBθ& は

０とする。） 
 
 
3.3.3 最適設計問題の定式化 
 
 使用する部材断面の形状寸法比が一定であると仮定すると、塑性断面係数 ZP 、断面二次

モーメント I、断面積 A の間に次の関係式が成立する。 
 

5.1AZ pZP ・α=  (3-4) 

　・
2

jIj AI α=  (3-5) 

 
 上式を用いれば、最小重量設計問題は、以下に示す制約条件付き最小化問題として定式化

できる。 
 

minimize  whichA,...,A,A  Find
DN21  

∑
=

=
DN

q
qq ACW

1
                                                            (3-6) 

to subjected  
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 (3-8) 

( )DqUqqL NqAAA ,...,2,1=≤≤ 　  (3-9) 

 
 ここで、 
 

),...,2,1( Dqq NqLC == ρ  (3-10) 

 
ρ：鋼材の単位体積重量 
Lq：q 番目の設計変数に対応する部材長の合計 
AL ,AU：設計変数に関する上限と下限の制約条件値 
 また、下付き添え字 q のある記号は、q 番目の設計変数に関する記号であることを表す。

下付き添え字ｊのある記号は、ｊ番目の部材に関する記号であることを表す。 
 
 
3.4 指定崩壊機構形成時応力の解析と設計感度解析 

 
 前述したように、(3-1)式中のｍX は、非塑性化指定部位には塑性ヒンジが発生しない（非

塑性化指定部位の曲げモーメント-曲率関係が常に線形弾性）という条件下で比例荷重を作用

させたとき、指定崩壊機構が形成されるまでの非塑性化指定部位の曲げモーメントの最大値

を表す。著者らの研究によると、このｍXは、指定崩壊機構形成時の曲げモーメントｍSと一

致する場合が多く、一致しない場合でも、ｍXは、ｍSの 1.2 倍程度以下で、両者の間にあま

り大きな差はない。また、ｍX は、塑性ヒンジの発生順序に微妙に影響し、非塑性化指定部

位の曲げモーメント-曲率関係を常に線形弾性と仮定した荷重増分解析により計算が可能で

ある。一方、ｍS は、塑性ヒンジの発生順序には影響せず、指定崩壊機構形成時の力の釣り

合いから容易に計算することができる。 
 3.3.3 節で定式化した最小重量設計問題は、非線形制約条件付最小化問題であり、数理計画

法により解くことができるが、このとき、前述の曲げモーメントｍX だけでなく、その設計

感度係数∂ｍX／∂A も計算する必要がある。この∂ｍX／∂A は、計算することが困難であ

り、たとえ計算できたとしても、ｍX が、塑性ヒンジの発生順序に微妙に影響し、∂ｍX／∂

A が設計変数 A の不連続関数となるため、数理計画手法を適用する上で、解の収束性が非常

に悪くなることが予想される。そこで、ここでは、∂ｍX／∂A の代わりに、∂ｍS／∂A を用
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いて制約関数の設計感度係数を計算する。 
 本節では、指定崩壊機構形成時応力ｍSとその設計感度係数の解析方法を示す。 
 
3.4.1 指定崩壊機構形成時の剛性方程式 
 
(1) 始端、終端ともに非塑性化指定部位の場合の部材レベルでの剛性方程式 
 始端、終端ともに曲げモーメント曲率関係を常に線形弾性とする。従って、弾性部材の剛

性方程式と同じになる。 
 

{ } [ ]{ }F K UM M M=  (3-11) 

 
ここで、 
 

{ } ( )F f f f f f fM MUi MVi M i MUj MVj M j

T
= θ θ  (3-12) 

 

{ } ( )U u v u vM Mi Mi Mi Mj Mj Mj
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2 2

 (3-14) 

f f f f f fMUi MVi M i MUj MVj M jθ θ ：部材の始端及び終端側の部材座標系における部材端

作用力 

u v u vi i i j j jθ θ ：部材の始端側及び終端側の節点の節点変位成分（部材座標系） 
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fMU i

fMV i

fMθi

fMV j

fMU j

fMθj
 

        図 3-3 部材端作用力 

ui
vi

θi

uj
vj

θj

 

        図 3-4 節点変位成分 
 
(2) 始端側が塑性化指定部位、終端側が非塑性化指定部位の場合の部材レベルでの剛性方程

式 
 
 部材の始端側に塑性ヒンジが形成され、その曲げモーメントの絶対値は全塑性モーメント

に等しい。塑性ヒンジの回転角をθp(h)とすると、始端側の部材端部の回転角は、θi+θp(h)

となり、部材の剛性方程式は次式で表せる。 
 

{ } [ ]{ }F K UMpe Mpe Mpe=  (3-15) 

 
ここで、 
 

{ } { }








=
hp

M
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 −=

260460 22  (3-19) 

 
(3) 始端側が非塑性化指定部位、終端側が塑性化指定部位の場合の部材レベルでの剛性方程

式 
部材の終端側に塑性ヒンジを発生させるので、部材の剛性方程式は(2)と同様に次式で表せ

る。 
 

{ } [ ]{ }F K UMep Mep Mep=  (3-20) 

 
ここで、 
 

{ } { }
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M
Mep m

F
F  (3-21) 

 

{ } { }







θ

=
hp

M
Mep

U
U  (3-22) 
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(4) 始端側、終端側ともに塑性化指定部位の場合の部材レベルでの剛性方程式 
 

{ } [ ]{ }F K UMpp Mpp Mpp=  (3-25) 

 
ここで、 
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 (3-28) 

 
 ここで、(3-16),(3-21),(3-26)式の mp hは、次式で表される。 
 

hyhphghp szsm ⋅⋅=  (3-29) 

 
sg h：h 番目の塑性化指定部位に作用する曲げモーメントの符号 
zp h：h 番目の塑性化指定部位の塑性断面係数 
sy h：h 番目の塑性化指定部位の降伏強さ 
 
 
(5) 骨組全体での剛性方程式 
 すべての部材について、(3-11),(3-15),(3-20),(3-25)のいずれかの剛性方程式を作成し、座標

変換マトリックスを乗じて、部材座標系を全体座標系に変換し、各節点に対応する部材力成

分について足しあわせることで、次式で示す構造全体での剛性方程式が得られる。 
 

{ } [ ]{ }F K U=  (3-30) 

 
ここで、 
 

{ } { }
{ }F

F
M

E

P

=








 (3-31) 
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 (3-32) 
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{ }U
U
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E
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 (3-33) 

 

{ } ( )F f f f f f f fE U V U U Nn V Nn Nn

T
= 1 1 1 2θ θ...  (3-34) 

 

{ } ( )U u v u u vE Nn Nn Nn
T= 1 1 1 2θ θ...  (3-35) 

 

{ } ( )M m m mP P P P Nh

T
= 1 2 ...  (3-36) 

 

yiPiPi sZm =  (3-37) 

 

{ } ( )U P P P P Nh

T
= θ θ θ1 2 ...  (3-38) 

 
ここで、Nn は節点総数,Nh は塑性化指定部位の総数である。[KE]は、弾性骨組の剛性マ

トリックスに等しい。 [KP12], [KP21], [KP22]は、部材レベルでの剛性方程式のθpに対応する

係数を重ね合わせることにより得られる。[KP12], [KP21]は、正方マトリックスにはならない

が、互いに転置の関係にある。[KP22]は、対称正方マトリックスである。従って,[K]も対称正

方マトリックスである。{UE}は、節点変位ベクトルである。{FE}は、指定崩壊機構が形成さ

れたときの比例載荷節点荷重ベクトルであり、次式により計算できる。 
 

{ } { } { }0PPF HFE += λ  (3-39) 

 
  {P0}は、固定荷重等の一定の鉛直荷重を考慮するための荷重ベクトルである。{PH}は、設

計用水平荷重をあらわすための荷重ベクトルであり、本論文では、これを単位比例荷重とし

ている。 
λF は、指定崩壊機構が形成されるときの荷重係数であり、指定崩壊機構形成時の力の釣

り合いから次式で与えられる 16)。 
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 (3-40)式を(3-39)に代入すると次式が得られる。 
 

{ }
( )

{ } { }0

1

1 PP
P

sZ
F HNn

k
HkHk

Nm

j
PBjPAjyjPjNj

E +
+

=
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∑

=

=

δ

θθα

&

&&

 (3-41) 

 
 
3.4.2 指定崩壊機構形成時応力の解析手順 
 

ところで、(3-30)式は、[K]の行列式が 0 となるためそのままの形では解けないが、骨組が

崩壊機構を形成するとき最後に形成される塑性ヒンジ（ラストヒンジ）の回転量を 0 にする

と解ける 17)。しかし、崩壊機構形成時の変形量を求める必要がない場合には、ラストヒンジ

を選ぶ必要はなく、他のどの塑性ヒンジ回転量を 0 にしても正しい部材力が得られる。ここ

では、θP Nh及び拘束節点変位成分に対応する行及び列を(3-30)式から削除した式を解くこと

により、指定崩壊機構形成時の部材力を計算する。この式を次式で表すことにする。 
 

{ } [ ]{ }F K UD D D=  (3-42) 

 
ここで、 
 

{ } { } { }
{ } 






 +

=
PD

ODHDF
D M

PP
F

λ
 (3-43) 

 
骨組の幾何学的形状,各部材の断面積,断面二次モーメント,ヤング係数,塑性化指定部位及

び非塑性化指定部位の位置,塑性化指定部位の塑性断面係数,降伏応力度等が定まれば、(3-42)
式の{FD}及び[KD]は既知量となり、(3-42)式は{UD}を未知量とする線形連立方程式となる。

(3-42)式の連立方程式を解き、得られた解{UD}を部材レベルでの剛性方程式である(3-11), 
(3-15),(3-20),(3-25)式に代入することにより、指定崩壊機構が形成されたときの非塑性化指

定部位の曲げモーメント{mS}が得られる。 
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3.4.3 設計感度解析 
 
 3.3.3 節で定式化した最小重量設計問題は、非線形制約条件付最小化問題であり、数理計画

法により解くことができるが、このとき、曲げモーメントｍX だけでなく、その設計感度係

数∂ｍX／∂Ajも計算する必要がある。前述したように、ここでは、∂ｍX／∂Ajの代わりに、

∂ｍS／∂Ajを用いて制約関数の設計感度係数を計算する。 
 ∂ｍS／∂Aj の計算法として、部材レベルでの剛性方程式(3-11),(3-15),(3-20),(3-25)および骨

組全体での剛性方程式(3-42)式を断面積Ajで微分した方程式を用いて計算する方法があるが、 
ここでは、計算手順が非常に簡単な次式で示す前進差分の近似式を用いて計算する。 
 

{ }
{ } { }

{ } { }
A

mm

A
m AASIAAAS

AAj

S j

∆

−
=

∂
∂ =∆+=

=

}{}{}{}{}{ 00

0

 (3-44) 

 
 ここで、{Ij}は、次式で示すように、ｊ番目の成分のみが１でそれ以外がすべて 0 となる列

ベクトルである。 
 

{ } ( )TjI 0.....010......0=  (3-45) 

 
 ΔA は、差分増分量を表し、設計変数の値の 1/10000 としている。 
 このような差分近似を設計感度解析に利用した最適設計は、これまでにも数多くの研究者

により行われ 18)～20)、その有効性が確かめられている。 
 
 
3.5 設計手順 
 
 前述した 3.3.3 節の最小重量設計問題を解くための方法として、ここでは、前章と同様、

SLP 法 21)に基づく方法を考える。最適設計手順を以下に示す。また、この設計フロー・チャ

ートを図 3-5 に示す。 
 
[1] 骨組形状、指定崩壊機構の形式、荷重条件、初期設計解等を設定する。 
[2] 荷重増分解析により、指定崩壊機構が形成されるまでの非塑性化指定部位の曲げモーメ

ントの最大値 mXを求める。 
[3] 設計感度解析を行う（制約関数 GEi ,GFの部材断面積に関する感度係数を求める｡）。 
[4] 3.3.3 節で定式化した最小重量設計問題の近似線形計画問題(2.5.1 節)を設定する。 
[5] [4]で設定された近似線形計画問題の設計解をシンプレックス法を用いて計算する。 
[6] 収束判定条件が満足されれば、計算を終了する。収束判定条件が満足されな 
ければ、[5]で得られた設計解をもとにして、再び[2]～[5]の手順を繰り返す。 
 設計変数の変動幅制限（Move Limit）の設定および収束判定条件は、前章と同じである。
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ただし、この収束判定条件に関して、本章では、制約条件に対して 0.4％の許容誤差が生じ

ても得られた設計解が確実に許容領域内に入るように、制約関数 GEi,GFにあらかじめ 1.004
を乗じて最適設計問題を解いている。 
 
 

            図 3-5  設計フロー・チャート 
 
 
3.6 設計例 
 
3.6.1 設計骨組 
 
 設計に関する諸条件を表 3-1、表 3-2 に示す。設計骨組は、図 3-6(A)～(C)に示す５層及び

８層の鋼構造純ラーメン架構である。指定崩壊機構は、表 3-１で示したように梁降伏先行型

全体崩壊機構としている。従って、梁端部および第 1 層柱脚部が塑性化部位、第 1 層柱脚部

を除く柱端部及び梁中央部が非塑性化部位となる。荷重は、一定の鉛直荷重下で、水平荷重

を比例載荷する形式としている。骨組 A 及び B は、１,２層の柱部材、３～５層の柱部材、

各層ごとの梁部材をそれぞれ同一断面としている。また、骨組Ｃも、１,２層の柱部材、３～

５層の柱部材、６～８層の柱部材、各層ごとの梁部材をそれぞれ同一断面としている。従っ

て、設計変数の総数は、骨組 A、骨組 B で７、骨組Ｃで１１である。 

骨組形状、指定崩壊機構、荷重条件等を

設定する。 

荷重増分解析により、指定崩壊機構が形 

成されるまでの非塑性化指定部位の曲げ 

モーメントの最大値 m X を求める。 

設計感度解析を行う。 

感度係数∂GE／∂A, を求める｡ 

3.3.3 
 

節で定式化した最小重量設計問題 

の近似線形計画問題を設定する。 

シンプレックス法を用いて上記の問題の 

解を求める。 

 収束の判定 

     計算を終了する。 

シンプレックス法で求 

めた解を新しい設計解 

とする。 

N.G. 

Ｏ.Ｋ. . 

∂GF／∂A 

[1] 

[2] 

[3] 

[5] 

[4] 

[6] 
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                表 3-1 荷重条件  

設計用床荷重          0.8 (tf／m2) 
奥行き方向支配幅          8 (m) 
層せん断力分布         Ai 分布 
ベースシャー係数           0.4 

 
           表 3-2 設計に関する諸条件 

指定崩壊機構 梁降伏先行形全体崩壊機構 
塑性化指定部位 梁端部，第 1 層柱脚部 
非塑性化指定部位 第 1 層柱脚部を除く柱端部，梁中央部 
 αZP  0.949 (角形鋼管柱),  1.783 (Ｈ形鋼梁)  
 αI   1.076 (角形鋼管柱),  3.648 (Ｈ形鋼梁)  

 

9.6 tf

350cm

800cm800cm

350cm
350cm
350cm
350cm

19.2 tf19.2 tf
9.6 tf9.6 tf

35.4 tf
56.2 tf

27.2 tf
20.0 tf
15.4 tf

9.6 tf16.8 tf

350cm

800cm600cm800cm

350cm
350cm
350cm
350cm

19.2 tf14.4 tf19.2 tf
16.8 tf9.6 tf

47.8 tf
77.2 tf

37.2 tf
28.8 tf
20.2 tf

 

       図 3-6(A) 骨組 A                  図 3-6(B) 骨組 B 
 

9.6 tf16.8 tf

350cm

800cm600cm800cm

350cm
350cm
350cm

350cm
350cm

400cm
350cm

19.2 tf14.4 tf19.2 tf
16.8 tf9.6 tf

56.2 tf
93.7 tf

45.6 tf
39.1 tf
32.2 tf
24.0 tf
19.9 tf
15.1 tf

 
          図 3-6(C) 骨組 C 

 
3.6.2 設計解 



61

 
 表 3-3(A)～(C)は、骨組 A～C の設計解を示したものである。SLP 法で与えた設計変数の初

期値は、柱部材断面積 200cm2, 梁部材断面積 100cm2 である。いずれの骨組も柱断面が梁断

面に比して大きくなっている。同表中の W は、設計解の骨組重量、N は、SLP 法の反復回数

を示している。表 3-4(A)～(C)には、最適設計解における各層の柱あるいは梁の非塑性化指定

部位における制約関数 GEi 及び骨組の崩壊荷重に対する制約関数 GF の値が示されている。

この表より、中柱および最上層の梁が制約条件ぎりぎりとなっていることが確認できる。ま

た、 GEi及び GFは、いずれも制約条件値 1 を超えることはなく、すべての制約条件が満足さ

れていることが確認できる。 
 

                     表 3-3(A) 設計解(骨組 A)  

部材   A   mP* 部材   A   mP* 
5F 柱 2.24 1.05 RF 梁 0.75 0.386 
4F 柱 2.24 1.05 5F 梁 1.13 0.715 
3F 柱 2.24 1.05 4F 梁 1.19 0.731 
2F 柱 2.53 1.27 3F 梁 1.50 1.09 
1F 柱 2.53 1.27 2F 梁 1.40 0.982 
単位 ×10 2 (cm2) ×10 4(tfcm) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 4(tfcm) 
   W (t)   N    
 17.3 7    

 
                表 3-3(B) 設計解(骨組 B) 

部材   A   mP* 部材   A   mP* 
5F 柱 2.24 1.05 RF 梁 0.754 0.386 
4F 柱 2.24 1.05 5F 梁 1.03 0.618 
3F 柱 2.24 1.05 4F 梁 1.12 0.702 
2F 柱 2.54 1.27 3F 梁 1.44 1.01 
1F 柱 2.54 1.27 2F 梁 1.39 0.96 
単位 ×10 2 (cm2) ×10 4 (tfcm) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 4(tfcm) 
   W (t)   N    
 22.3 7    

 
              表 3-3(C) 設計解(骨組 C) 

部材   A   mP* 部材   A   mP* 
8F 柱 2.36 1.14 RF 梁 0.75 0.386 
7F 柱 2.36 1.14 8F 梁 1.20 0.783 
6F 柱 2.36 1.14 7F 梁 1.29 0.865 
5F 柱 3.10 1.71 6F 梁 1.51 1.10 
4F 柱 3.10 1.71 5F 梁 1.98 1.65 
3F 柱 3.10 1.71 4F 梁 1.93 1.58 
2F 柱 3.36 1.94 3F 梁 2.08 1.78 
1F 柱 3.36 1.94 2F 梁 2.05 1.74 
単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 4(tfcm) 
   W (t)   N    
 48.1 9    

表 3-4(A) 制約関数の値(骨組 A) 
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GE 

部材 外柱 内柱 部材 梁中央 
 柱脚 柱頭 柱脚 柱頭   

5F柱 0.25 0.37 0.46 0.74 RF梁 1.00 
4F柱 0.32 0.66 0.63 1.00 5F梁 0.54 
3F柱 0.56 0.61 1.00 1.00 4F梁 0.50 
2F柱 0.52 0.50 1.00 1.00 3F梁 0.35 
1F柱 - 0.33 - 0.60 2F梁 0.39 

GF 

1.00 

 
                 表 3-4(B) 制約関数の値(骨組 B) 

GE 

部材 外柱  内柱  部材 外梁 内梁 
 柱脚 柱頭 柱脚 柱頭  梁中央 梁中央 

5F柱 0.22 0.39 0.46 0.79 RF梁 1.00 0.56 
4F柱 0.32 0.69 0.64 1.00 5F梁 0.62 0.35 
3F柱 0.57 0.61 1.00 1.00 4F梁 0.55 0.31 
2F柱 0.49 0.50 1.00 1.00 3F梁 0.38 0.21 
1F柱 - 0.41 - 0.70 2F梁 0.40 0.23 

GF 

0.97 
 

                表 3-4(C) 制約関数の値(骨組 C) 

GE 

部材 外柱  内柱  部材 外梁 内梁 
 柱脚 柱頭 柱脚 柱頭  梁中央 梁中央 

8F柱 0.26 0.34 0.54 0.68 RF梁 1.00 0.56 
7F柱 0.32 0.64 0.68 1.00 8F梁 0.49 0.28 
6F柱 0.64 0.62 1.00 1.00 7F梁 0.45 0.25 
5F柱 0.53 0.30 1.00 0.71 6F梁 0.35 0.20 
4F柱 0.44 0.50 0.91 1.00 5F梁 0.23 0.13 
3F柱 0.53 0.54 1.00 1.00 4F梁 0.24 0.14 
2F柱 0.45 0.49 1.00 1.00 3F梁 0.22 0.12 
1F柱 - 0.53 - 0.84 2F梁 0.22 0.12 

GF 

0.96 
 

 

3.6.3 大域的最適性・収束性 
 
 表 3-5(A) ～(C)は、各設計変数に対して 50 以上 500 以下の一様乱数を割り当て、30 組の

SLP 法の初期設計解を作成し、それらの初期設計解に対して得られた設計変数の解の最大値

AMAX、最小値 AMIN及び骨組重量の最大値 WMAX、最小値 WMIN、SLP 法の反復回数の最大値
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NMAX、最小値 NMINを示したものである。骨組 A、骨組 B は、AMAX、AMIN及び WMAX、WMIN

の値が有効数字３桁まですべて一致している。骨組Ｃでは、AMAX、AMINの間に多少の差異が

みられるが、WMAX、WMIN は、有効数字３桁まで一致している。一般に、非線形数理計画問

題では、特別な問題を除き、大域的最適解が得られることを厳密に保証することができない

が、この設計例では、大域的最適解あるいはきわめてそれに近い骨組重量の設計解が得られ

ていると推論できる。また、収束までの SLP 法の反復回数は、最大でも 20 回程度であり、

収束性は良好であった。 
 
           表 3-5(A) 設計解の大域性・収束性(骨組 A)  

部材 AMAX AMIN 部材 AMAX AMIN 
5F 柱 2.24 2.24 RF 梁 0.75 0.75 
4F 柱 2.24 2.24 5F 梁 1.13 1.13 
3F 柱 2.24 2.24 4F 梁 1.19 1.19 
2F 柱 2.53 2.53 3F 梁 1.50 1.50 
1F 柱 2.53 2.53 2F 梁 1.40 1.40 
単位 ×10 2 

(cm2) 
×10 2 

(cm2) 
単位 ×10 2 

 (cm2) 
×10 2 

 (cm2) 
  WMAX  WMIN   NMAX  NMIN 
 17.3 t 17.3 t    12   20 

 
          表 3-5(B) 設計解の大域性・収束性(骨組 B) 

部材 AMAX AMIN 部材 AMAX AMIN 
5F 柱 2.14 2.14 RF 梁 0.754 0.754 
4F 柱 2.14 2.14 5F 梁 1.03 1.03 
3F 柱 2.14 2.14 4F 梁 1.12 1.12 
2F 柱 2.43 2.43 3F 梁 1.43 1.43 
1F 柱 2.43 2.43 2F 梁 1.38 1.38 
単位 ×10 2 

(cm2) 
×10 2 

(cm2) 
単位 ×10 2 

 (cm2) 
×10 2 

 (cm2) 
  WMAX   WMIN    NMAX  NMIN 
 22.3 t 22.3 t    13   21 

 
         表 3-5(C) 設計解の大域性・収束性(骨組 C) 

部材 AMAX AMIN 部材 AMAX AMIN 
8F 柱 2.36 2.36 RF 梁 0.75 0.75 
7F 柱 2.36 2.36 8F 梁 1.20 1.20 
6F 柱 2.36 2.36 7F 梁 1.29 1.29 
5F 柱 3.10 3.10 6F 梁 1.51 1.51 
4F 柱 3.10 3.10 5F 梁 1.98 1.98 
3F 柱 3.10 3.10 4F 梁 1.93 1.93 
2F 柱 3.36 3.36 3F 梁 2.08 2.08 
1F 柱 3.36 3.36 2F 梁 2.05 2.05 
単位 ×10 2 

(cm2) 
×10 2 

(cm2) 
単位 ×10 2 

 (cm2) 
×10 2 

 (cm2) 
 WMAX  WMIN    NMAX  NMIN 
 52.5 t 52.5 t    13   21 
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3.6.4 荷重増分解析 
 
 図 3-7(A)~(C)は、2.6.2 節で設計された骨組に対して、図 3-6(A)~(C)で示した設計用鉛直

荷重を載荷した後、設計用水平荷重を単位荷重として比例載荷した荷重増分解析を行い、そ

の荷重係数λと骨組頂部変位の関係を図示したものである。また、そのとき形成された崩壊

機構を図 3-8(A)~(C)に示す。３例とも、指定崩壊機構が確実に形成されていることが確認で

き、提案設計手法の妥当性が確認された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     (A) 骨組 A        (B) 骨組 B                    (C) 骨組 C 
            図 3-7 荷重係数λ―頂部変位関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     (A) 骨組 A        (B) 骨組 B                    (C) 骨組 C 
             図 3-8 形成された崩壊機構 
 
 
3.7 本章のまとめ 
 
 本章では、比例荷重下の鋼構造骨組が指定崩壊機構を形成するための条件を明らかにし、

骨組の崩壊荷重のみならず形成される崩壊機構の形をも確実に制御し得る最小重量設計手法

を提案した。本章で得られた研究成果を以下に示す。 

頂部変位(cm)

荷重係数λ

0 20 40 60 80 100

1

頂部変位(cm)

荷重係数λ

0 20 40 60 80 100

1

頂部変位(cm)

荷重係数λ

0 50 100 150

1
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[1] 比例荷重下の鋼構造骨組が指定崩壊機構を形成するための条件を明らかにし、指定崩壊

機構形成のための制約条件と崩壊荷重に対する制約条件を取り扱った最小重量設計問題を定

式化した。 
[2] 定式化された最小重量設計問題に対して、設計感度解析および SLP 法に基づく最適設計

の手順とその設計例を示した。 
[3] 乱数を用いて、SLP 法で与える初期設計解を 30 組作成して、設計解の大域的最適性に関

する検証を行った。得られた設計解はいずれもほぼ同じ値となることが確認できた。従って、

本設計例では、大域的最適解あるいは骨組重量がそれにきわめて近い設計解が得られている

と推論できる。また、SLP 法の収束までの回数は、最大でも 20 回程度であり、収束性は良好

であった。 
[4] 設計骨組の荷重増分解析結果から、指定崩壊機構が確実に形成されていることが確認で

き、提案設計手法の妥当性が確認された。 
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第 4 章 降伏強さを確率変数とした崩壊機構指定骨組のＦＯＳＭ信

頼性指標制約下における最小重量設計 
 
4.1 本章の目的 
 
 第 3 章では、比例荷重を受ける鋼構造骨組の指定崩壊機構の形成を直接的かつ厳密に判定

する方法として、荷重増分解析に基づく方法を採用し、骨組の崩壊荷重のみならず形成され

る崩壊機構の形をも確実に制御し得る最小重量設計手法を提案した。また、設計解の大域的

最適性・収束性の検討や荷重増分解析による検討を行い、提案設計手法の妥当性を示した。 
 ところで、鋼構造骨組の設計で使用される鋼材の材料強度には、変動係数 5～10％程度の

ばらつきが存在することが報告されており 1)2)、地震による外力分布、建物重量等にもばらつ

きが存在することが考えられる。このような確率統計的な不確定要因を考慮した上で、骨組

構造の崩壊あるいは部材の降伏に対する信頼性を制約した最適塑性信頼性設計に関する研

究は、これまでに数多く行われてきた例えば 3)4)5)6)。 
 一方、確率統計的な意味での不確定要因を考慮した上で、形成される崩壊機構の形をも制

御しようとした骨組構造の設計手法に関する研究としては、以下が挙げられる。桑村ら 7)8)

は、鋼構造梁降伏型骨組を柱梁耐力比に基づく方法により設計し、部材の降伏強さ、地震荷

重、建物重量などの不確定要因が鋼構造骨組の崩壊形式や動的挙動に及ぼす影響をモンテ・

カルロ法を用いて調査し、部材の降伏強さのばらつきによる影響が特に大きいことを指摘し

ている。また、小野ら 9)10) は、静的な荷重を受ける骨組構造物に対して、確率論に基づく極

限解析を行い，梁降伏型全体崩壊機構の実現に必要な柱梁耐力比の値を調査している。しか

し、これらの研究で用いられた柱梁耐力比に基づく設計法は、信頼性理論に立脚した設計手

法ではない。従って、同じ柱梁耐力比を指定した場合でも、柱の耐力を割り増す前の初期の

部材設計、骨組の形状、使用する鋼材の強度のばらつきの大きさによって梁降伏型骨組の実

現度は大きく異なるため、一般に柱梁耐力比の必要値としてかなり大きめの値が設定されな

ければならない。 
 小浜ら 11) は、信頼性理論に基づいて、望ましい崩壊機構を卓越させることが可能な最小

重量信頼性設計法を提案している。この方法では、個々の崩壊機構における限界状態に対応

する信頼性指標を FOSM 法 13)14)により評価し、望ましい崩壊機構における信頼性指標の制約

条件値に対して、その他の崩壊機構における信頼性指標の制約条件値を△βだけ大きく設定

することにより、望ましい崩壊機構の形成される確率を卓越させている。また、孫、大井ら
12) も、望ましい崩壊機構における信頼性指標とその他の崩壊機構における信頼性指標との差

△βを指定することにより、指定崩壊機構形成時における最小ノルム応力場に対する柱の安

全係数を決定する設計方法を提案している。しかし、これらの研究では、卓越させる崩壊機

構の信頼性指標とその他の崩壊機構の信頼性指標との差△βと卓越させる崩壊機構が形成

される確率との関係については述べられていない。 
 このように、材料強度のばらつき等の不確定要因を考慮した上で、形成される崩壊機構の

形をも制御しようとした設計手法あるいは最適信頼性設計手法に関する研究は、いくつか存

在するが、指定崩壊機構の形成確率を直接制約し得る設計手法を提案した例は、著者の知る
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限りでは、見当たらない。 
 そこで、本章では、指定崩壊機構の形成確率を直接制約し得る最適設計手法を構築するた

めの基本的な方法として、まず、部材の降伏強さを確率変数として取り扱った上で、崩壊機

構形成時の個々の非塑性化指定部位における塑性ヒンジ発生と骨組の崩壊に対する信頼性

をＦＯＳＭ法に基づく信頼性指標により評価し、これらの信頼性指標を制約した最小重量設

計手法を提案する。ここで示す最適設計問題では、指定崩壊機構形成に対して、個々の非塑

性化指定部位レベルでの信頼性制約条件が取り扱われ、設計荷重下の骨組の崩壊に対して、

個々の崩壊機構レベルでの信頼性制約条件が取り扱われる。骨組のシステム全体における確

率を制約した最適化問題は、後の第 5 章で展開される。 
 本章の概要を示す。まず、4.2 節で、基本仮定が示された後、4.3 節で、指定崩壊機構の形

成と骨組の崩壊に対する FOSM 信頼性指標制約条件が導かれ、崩壊機構指定骨組の最適信頼

性設計問題が定式化される。4.4 節では、降伏強さに関する感度解析法の手順が示される。

この降伏強さに関する感度解析は、指定崩壊機構の形成および骨組の崩壊荷重に関する信頼

性を評価する上で非常に重要となる。4.5 節では、設計手順が示され、4.6 節では、種々の設

計条件を有する骨組の設計例が示される。また、この節では、設計解の大域的最適性及び収

束性に関する検証とモンテカルロ法による設計骨組の信頼性解析が行われ、設計手法の妥当

性が検証される。また、通常、梁降伏型全体崩壊骨組の設計には、柱梁耐力比の概念がよく

用いられるため 7)8)9)10)15)16) 、柱梁耐力比に基づく設計も行い、両設計法を比較して、提案設

計手法の有効性を検証する。 
 
 

4.2 基本仮定 
 
 第 3 章の基本仮定（3.2 節）に加えて、以下の仮定を追加する。 
(基本仮定 4-1) 骨組を構成する各部材の降伏強さ sy を平均値 sy* 、標準偏差σsy の正規分布

確率変数とする。 
(基本仮定 4-2) 外力は、確定変数とする。 
 
 
4.3 最適設計問題の定式化 
 
4.3.1 指定崩壊機構形成のための FOSM 信頼性指標制約条件 
 
 3 章で示したように、崩壊機構形成時において非塑性化指定部位に塑性ヒンジが発生しな

いための条件は、確定論的には、次式で表せる。 
 

),..,2,1(0 NeimsZV iXiyiPiE =≥−= 　  (4-1) 

 
 個々の非塑性化指定部位において、(4-1)式の等号成立時を限界状態として設定し、FOSM
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法 13)14)に基づく信頼性指標の概念を用いれば、指定崩壊機構形成のための FOSM 信頼性指

標制約条件は、次式で表すことができる。 
 

),...,2,1(]~[]~[ 0 NeiVDVE iEVEiE =≥ β  (4-2) 

 
 ここで、 ]~[ iEVE , ]~[ iEVD は、関数 iEV~ の平均値、標準偏差をそれぞれ表す。また、関数 

iEV~ は、確率変数（降伏強さ）の平均値回りでのテーラー一次近似関数である。 
 iEV~ , ]~[ iEVE , ]~[ iEVD は、次式で表せる。 
 

( ) *
1

*
*

~
iE
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j
yjy

jy

iE
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V +−⋅= ∑
= ∂
∂

 (4-3) 

 

iXyPiEi msZVE **]~[ −=  (4-4) 

 

∑
= 











σ⋅













∂
∂

=
Nm

j
yS

jy

iE
Ei s

V
VD

1

2

2

*

]~[  (4-5) 

 

上式において、下付添え字 i のある記号は、i 番目の非塑性化指定部位に関する記号であ

ることを表す。また、下付添え字 j のある記号は、j 番目の部材に関する記号であることを表

す。下付添え字＊のある変数は、降伏応力度 syに平均値 sy*が代入されていることを表す。 

 また、∂ＶE i ／∂sy j は、ｉ番目の非塑性化部位が部材ｊに属しない場合には、次式で表

せる。 
 

( )
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iX
iX
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∂

∂
*−=  (4-6) 

 
 また、ｉ番目の非塑性化部位が部材ｊに属する場合には、次式で表せる。 
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∂
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*−=  (4-7) 

 

 前述した(4-2)式は、(4-1)式の限界状態に対して、関数 iEV~ の標準偏差 ]~[ iEVD のβVE0倍の 
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信頼性の余裕を確保した制約条件と言える。(4-2)式は、次式のようにも表せる。 
 

),...,2,1(0 NeiVEiVE =≥ ββ  (4-8) 

 
 ここで、βVE i は、次式で表せる。また、βVE0 は、制約条件値である。 
 

),...,2,1(
]~[
]~[

Nei
VD
VE

iE

iE
iVE ==β  (4-9) 

 
 信頼性理論の分野では、(4-1)式の関数 VE iのような限界状態を設定するために用いられる

関数は、一般に限界状態関数とよばれている。また、(4-9)式のβVEiのような限界状態関数の

平均値と標準偏差の比は、一般に信頼性指標とよばれている。 
 
 
4.3.2 指定崩壊機構形成時応力の降伏強さに関する感度解析 
 
 4.3.1 節における限界状態関数 VEiのテーラー一次近似には、∂ｍX i／∂sy j の計算が必要で

ある。しかし、3 章と同様の理由から、ここでは、∂ｍX i／∂sy jの代わりに、指定崩壊機構

形成時応力ｍSの降伏強さｓyに関する感度係数∂ｍS i／∂sy jを用いて限界状態関数 VEiのテ

ーラー一次近似が行われる。 
 指定崩壊機構形成時応力ｍS の降伏強さｓy に関する感度係数∂ｍS ／∂ｓy j は、次の

(1)~(3)のように場合分けされた(4-10)~(4-12)式より求めることができる。 
 
（1）i 番目の非塑性化指定部位が部材の始端側にあり、終端側も非塑性化指定部位の場合、

あるいは、i 番目の非塑性化指定部位が部材の終端側にあり、始端側も非塑性化指定部位の

場合 
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 (4-10) 

 

（2）i 番目の非塑性化指定部位が部材の終端側にあり、始端側が塑性化指定部位の場合 
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（3）i 番目の非塑性化指定部位が部材の始端側にあり、終端側が塑性化指定部位の場合 
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  (4-10),(4-11),(4-12)式は、第 3 章の(3-11),(3-15),(3-20)式をそれぞれ部材 j の降伏応力度 syj

で偏微分した式である。 
∂{UM}／∂ｓy j , ∂{UMpe}／∂ｓy j , ∂{UMep}／∂ｓy j は、次式から全体座標系における変

位ベクトルの感度係数∂{UD}／∂ｓy jを求め、それを部材座標系に変換することにより計算

できる。 
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 上式は、(3-42)式を syjで偏微分することにより、得られる。ここで、 { }∂ ∂F sD yj／ は、(3-43)

式を降伏強さで偏微分した次式で表せる。 
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 (4-14) 

 
ここで、 
 ∂{MP}／∂ｓy jは、ｊ番目の確率変数（降伏強さ）に対応する成分が塑性断面係数 ZP jで

それ以外が 0 の列ベクトルとなる。また、∂λF／∂ｓy jは、次式で表せる。 
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 ところで、(4-13)式中の{FD}は、降伏強さの線形関数、[KD]は、降伏強さに無関係な係数マ

トリックスとなるため、変位ベクトル{UD}は、降伏強さの線形関数となる。従って、ｍS i も

sy j (j=1,2,.....,Nm) の線形関数となるため、∂ｍi ／∂s y j は、sy j の値に関係なく一定となる。 
 
 以上より、以下に示す計算手順により指定崩壊機構形成時応力の降伏強さに関する感度解

析が実行できる。 
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[1] 剛性マトリックス[KD],列ベクトル∂{FD}／∂ｓy jを作成する。 
[2] (4-13)式より∂{UD}／∂ｓy jを計算する。 
[3] 各部材における部材剛性マトリックス[KM],[KMpe],[KMep]を作成する。 
[4] ∂{UD}／∂ｓy jを部材座標系に変換することにより、∂{UM}／∂ｓy j , ∂{UMpe}／∂ｓy j , 
∂{UMep}／∂ｓy jを計算する。 
[5] (4-10)~(4-12)式より∂ｍS i ／∂s y jを求める。 
 
 
4.3.3 骨組の崩壊に対する FOSM 信頼性指標制約条件 
 
 3 章で示したように、骨組が設計荷重のもとで、崩壊しないための条件は、確定論的には

次式で表せる。 
 

( ) 0δθθ
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jPBjPAjyjPF PsZV &&&  (4-16) 

 
 上式における等号成立時を限界状態として設定し、4.3.1 節と同様の手順を用いれば,骨組

の崩壊に対する FOSM 信頼性指標制約条件は、次式で表すことができる。 
 

0VFVF ββ ≥  (4-17) 

 
 ここで、βVF は、次式で表せる。また、βVF0 は、制約条件値である。 
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 ][ FVE , ][ FVD は、それぞれ次式で表せる。 
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 一般的な塑性信頼性設計問題では、確率変数の変動により様々な崩壊機構が形成される可

能性があり、起こりうるすべての崩壊機構に対して限界状態関数を作成する必要がある。し

かし、ここでは、指定崩壊機構が形成されることを確率論的に保証する設計を行うため、指

定崩壊機構に対する限界状態関数のみを用いて骨組の崩壊に対する信頼性を評価する。この

方法の妥当性は、後の節の設計例で検討されている。 

 
 
4.3.4 最小重量信頼性設計問題 
 
 3 章と同様に、使用する部材断面の形状寸法比が一定であると仮定すると、塑性断面係数

ZP j ,断面二次モーメント I j ,断面積 A j の間に(3-4)式、(3-5)式の関係式が成立する。 
 この式を用いれば、最小重量信頼性設計問題は、以下に示す制約条件付き最小化問題とし

て定式化できる。 
 

minimize  whichA,...,A,A  Find Nm21  

∑
=

=
Nm

j
jj LAW

1
ρ  (4-21) 

 
 to subjected  

 

),...,2,1(0 NeiVEiVE =≥ ββ  (4-22) 

0VFVF ββ ≥  (4-23) 

 

( )NmjAAA jUjjL ,...,2,1=≤≤ 　  (4-24) 

 
 
4.4 設計手順 
 
 4.3.4 で定式化された最小重量設計問題の設計解は、2 章、3 章と同様に SLP 法 17)を用いて

計算することができる。設計フローを以下に示す。 
 
[1] 指定崩壊機構の形式、荷重条件、初期設計解、信頼性指標の制約条件値、降伏強さの平

均値、標準偏差等を設定する。 
[2] 荷重増分解析により指定崩壊機構形成時における非塑性化指定部位の部材力ｍX を求め

る。 
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[3] 部材力の降伏強さに関する感度係数∂ｍSi／∂ｓyjを計算する。 
[4] 制約関数の設計変数に関する感度係数∂βVEi／∂Aj ,∂βVEi／∂Ajを求める。 
[5] 4.3.4 で定式化した最小重量信頼性設計問題の近似線形計画問題を設定する。 
[6] シンプレックス法を用いて[5]の近似線形計画問題の設計解を求める。 
[7] 収束判定条件（2 章と同じ）が満足されれば、計算を終了する。収束判定条件が満足され

なければ、[6]で得られた設計解をもとにして、再び[2]～[6]の手順を繰り返す。 
 
 
4.5 設計例 
 
4.5.1 設計条件 
 
 設計に関する諸条件を表 4-1 に示す。この表に示すように、信頼性指標の制約条件値βVEO ,
βVFOは、両方とも 2.0 としている。また、同表中のｓy* ,σsy の値は、文献 1)2)を参考にして

決定した。設計骨組は、図 4-1(A)～(C)に示す５層及び８層の鋼構造純ラーメン架構である。

指定崩壊機構は、表 4-1 で示したように梁降伏先行型全体崩壊機構としている。従って、梁

端部および第 1 層柱脚部が塑性化部位、第 1 層柱脚部を除く柱端部及び梁中央部が非塑性化

部位となる。荷重は、一定の鉛直荷重下で、水平荷重を比例載荷する形式としている。骨組

A 及び B は、１,２層の柱部材、３～５層の柱部材、各層の梁部材をそれぞれ同一断面として

いる。また、骨組Ｃも、１,２層の柱部材、３～５層の柱部材、６～８層の柱部材、各層の梁

部材をそれぞれ同一断面としている。従って、設計変数の総数は、骨組 A、骨組 B で７、骨

組Ｃで１１である。また、同一断面の指定がされている部材同士の降伏応力度は、互いに完

全相関であると仮定しているため、独立な確率変数の総数は、設計変数の総数と等しくなっ

ている。さらに、本論文では、梁及び柱断面の高さ方向分布を滑らかなものとするために、

下層の断面が上層の断面より小さくならないような制約条件を付け加えている。 
 
                      表 4-1 設計に関する諸条件 

設計用床荷重          0.8 (tf／m2) 
層せん断力分布         Ai 分布 
ベースシャー係数           0.4 
指定崩壊機構 梁降伏先行形全体崩壊機構 
塑性化部位 梁端部，第 1 層柱脚部 
非塑性化部位 第 1 層柱脚部を除く柱端部，梁中央部 
ｓy* ,σsy  ｓy* = 3.7, σsy = 0.37    (tf／cm2) 
βVEO,βVFO βVEO =2.0, βVFO = 2.0 
 αZP   0.949 (角形鋼管柱),  1.783 (Ｈ形鋼梁) 
 αI   1.076 (角形鋼管柱),  3.648 (Ｈ形鋼梁)  
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       図 4-1(A) 骨組 A               図 4-1(B) 骨組 B 
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24.0 tf
19.9 tf
15.1 tf

 
        図 4-1(C) 骨組 C 

 
 
4.5.2 設計解 
 
 表 4-2(A)～(C)は、骨組 A～C の設計解を示したものである。SLP 法で与えた設計変数の初

期値は、柱部材断面積 200cm2, 梁部材断面積 100cm2 である。いずれの骨組も柱断面が梁断

面に比して大きくなっている。同表中の W は、設計解の骨組重量、N は、SLP 法の反復回数

を示している。表 4-3(A)～(C)には、各層の柱あるいは梁の非塑性化部位の信頼性指標βVE 及

び崩壊荷重に対する信頼性指標βVF が示されている。βVE 及びβVF は、いずれも制約条件値

2.0 を上回っており、すべての制約条件が満足されていることが確認できる。 
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                 表 4-2(A) 設計解(骨組 A)  

部材   A   mP* 部材   A   mP* 
5F 柱  2.57  1.45 RF 梁 0.878 0.554 
4F 柱  2.57  1.45 5F 梁 0.992 0.654 
3F 柱  2.57  1.45 4F 梁  1.12 0.786 
2F 柱  3.13  1.95 3F 梁  1.28 0.953 
1F 柱  3.13  1.95 2F 梁  1.28 0.953 
単位 ×10 2 (cm2) ×10 4 (tfcm) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 4 (tfcm) 
   W   N    
  18.5 t    5    

 
 
             表 4-2(B) 設計解(骨組 B) 

部材   A   mP* 部材   A   mP* 
5F 柱  2.51  1.40 RF 梁 0.807 0.480 
4F 柱  2.51  1.40 5F 梁 0.946 0.609 
3F 柱  2.51  1.40 4F 梁  1.07 0.731 
2F 柱  2.86  1.70 3F 梁  1.35  1.04 
1F 柱  2.86  1.70 2F 梁  1.39  1.09 
単位 ×10 2 (cm2) ×10 4 (tfcm) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 4 (tfcm) 
   W   N    
  24.6 t    4    

 
 
              表 4-2(C) 設計解(骨組 C) 

部材   A   mP* 部材   A   mP* 
8F 柱  2.86  1.70 RF 梁 0.976 0.638 
7F 柱  2.86  1.70 8F 梁  1.02 0.686 
6F 柱  2.86  1.70 7F 梁  1.17 0.837 
5F 柱  3.81  2.62 6F 梁  1.71  1.48 
4F 柱  3.81  2.62 5F 梁  1.75  1.53 
3F 柱  3.81  2.62 4F 梁  1.83  1.64 
2F 柱  4.07  2.89 3F 梁  1.83  1.64 
1F 柱  4.07  2.89 2F 梁  1.83  1.64 
単位 ×10 2 (cm2) ×10 4 (tfcm) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 4 (tfcm) 
   W   N    
 52.5 t   5    
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           表 4-3(A) 設計解の信頼性指標(骨組 A) 

βVE 

部材 外柱 内柱 部材 梁中央 
 柱脚 柱頭 柱脚 柱頭   

5F柱 7.95 5.85 7.16 2.00 RF梁 3.20 
4F柱 6.54 3.74 4.50 2.00 5F梁 4.22 
3F柱 3.97 4.24 2.00 2.00 4F梁 5.13 
2F柱 8.04 5.16 2.00 3.33 3F梁 5.89 
1F柱 - 2.22 - 4.55 2F梁 5.89 

βVF 
2.00 

 
                 表 4-3(B) 設計解の信頼性指標(骨組 B) 

βVE 

部材 外柱  内柱  部材 外梁 内梁 
 柱脚 柱頭 柱脚 柱頭  梁中央 梁中央 

5F柱 7.79 6.34 6.60 2.81 RF梁 2.00 5.50 
4F柱 6.12 3.78 4.42 2.00 5F梁 3.88 6.56 
3F柱 4.03 4.13 2.00 2.00 4F梁 4.80 7.08 
2F柱 7.84 4.58 2.00 2.82 3F梁 5.85 7.67 
1F柱 - 4.90 - 3.92 2F梁 5.85 7.67 

βVF 
2.00 

 

                表 4-3(C) 設計解の信頼性指標(骨組 C) 

βVE 

部材 外柱  内柱  部材 外梁 内梁 
 柱脚 柱頭 柱脚 柱頭  梁中央 梁中央 

8F柱 6.77 5.88 7.08 2.04 RF梁 4.68 7.01 
7F柱 6.15 3.35 4.75 2.00 8F梁 4.68 7.01 
6F柱 4.06 3.91 2.00 2.00 7F梁 5.45 7.44 
5F柱 5.31 4.63 3.38 2.00 6F梁 7.36 8.51 
4F柱 4.71 3.94 2.67 2.00 5F梁 7.43 8.55 
3F柱 3.89 4.17 2.00 2.12 4F梁 7.60 8.65 
2F柱 8.08 4.00 2.00 2.47 3F梁 7.60 8.65 
1F柱 - 4.40 - 3.31 2F梁 7.60 8.65 

βVF 
2.00 
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4.5.3 大域的最適性・収束性 

 
 表 4-4(A) ～(C)は、各設計変数に対して 50 以上 500 以下の一様乱数を割り当て、30 組の

SLP 法の初期設計解を作成し、それらに対して得られた設計変数の解の最大値 AMAX、最小

値 AMIN及び骨組重量の最大値 WMAX、最小値 WMIN、SLP 法の反復回数の最大値 NMAX、最小

値 NMINを示したものである。骨組 A、骨組 B は、AMAX、AMIN及び WMAX、WMINの値が有効

数字３桁まですべて一致している。骨組Ｃでは、AMAX、AMINの間に多少の差異がみられるが、

WMAX、WMIN は、有効数字３桁まで一致している。以上のことから、この設計例では、大域

的最適解あるいはきわめてそれに近い骨組重量の設計解が得られていると推論できる。また、

収束までの SLP 法の反復回数は、最大でも 20 回程度であり、収束性は良好であった。 
 
 
             表 4-4(A) 設計解の大域性・収束性(骨組 A)  

部材 AMAX AMIN 部材 AMAX AMIN 
5F 柱  2.57  2.57 RF 梁 0.878 0.878 
4F 柱  2.57  2.57 5F 梁 0.992 0.992 
3F 柱  2.57  2.57 4F 梁  1.12  1.12 
2F 柱  3.13  3.13 3F 梁  1.28  1.28 
1F 柱  3.13  3.13 2F 梁  1.28  1.28 
単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 2 (cm2) 
 WMAX  WMIN   NMAX  NMIN 
  18.5 t  18.5 t    12   20 

 
 
          表 4-4(B) 設計解の大域性・収束性(骨組 B) 

部材 AMAX AMIN 部材 AMAX AMIN 
5F 柱  2.51  2.51 RF 梁 0.807 0.807 
4F 柱  2.51  2.51 5F 梁 0.946 0.946 
3F 柱  2.51  2.51 4F 梁  1.07  1.07 
2F 柱  2.86  2.86 3F 梁  1.35  1.35 
1F 柱  2.86  2.86 2F 梁  1.39  1.39 
単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 2 (cm2) 
 WMAX  WMIN    NMAX  NMIN 
 24.6 t 24.6 t    13   21 
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               表 4-4(C) 設計解の大域性・収束性(骨組 C) 

部材 AMAX AMIN 部材 AMAX AMIN 
8F 柱  2.86  2.86 RF 梁 0.976 0.807 
7F 柱  2.86  2.86 8F 梁  1.14  1.02 
6F 柱  2.86  2.86 7F 梁  1.20  1.17 
5F 柱  3.81  3.81 6F 梁  1.71  1.71 
4F 柱  3.81  3.81 5F 梁  1.75  1.75 
3F 柱  3.81  3.81 4F 梁  1.83  1.83 
2F 柱  4.07  4.07 3F 梁  1.83  1.83 
1F 柱  4.07  4.07 2F 梁  1.83  1.83 
単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 2 (cm2) 
 WMAX  WMIN    NMAX  NMIN 
 52.5 t 52.5 t    13   21 

 
 
4.5.4 モンテカルロ法による設計骨組の信頼性解析 
 

この節では、前述してきた設計手法の妥当性を検証するために、モンテカルロ・シミュレ

ーション法を用いた荷重増分解析を行う。モンテカルロ・シミュレーション法 19)は、乱数を

用いて数多くの試行を繰り返すことによって破壊確率等を求める数値実験手法の一つである。

本研究では、設計骨組の非塑性化指定部位の塑性ヒンジ発生確率、指定崩壊機構形成確率及

び崩壊確率をモンテカルロ・シミュレーション法により計算し、設計手法の妥当性の検証を

行う。モンテカルロ・シミュレーション法に基づく計算手順を以下に示す。 
 
(1) モンテカルロ法による信頼性解析の手順 
 
 モンテカルロ法による設計骨組の信頼性解析の手順を以下に示す。なお、試行回数は、コ

ンピュータによる計算時間の都合から 4000 回とした。 
 
[1] 設計により出力された骨組形状、外力、部材等の解析条件を入力する。 
[2] 一様乱数を発生させる。 
[3] [2]で求めた一様乱数を、正規分布を有する乱数に変換し、各部材の降伏強さを決定する。 
[4] 以上の解析条件を用いて荷重増分解析を行う。 
[5] 各非塑性化指定部位の塑性ヒンジ発生回数、形成された崩壊機構が指定崩壊機構と一致

する回数、崩壊荷重係数が 1 を下回る回数をカウントする。 
[6] [1]～[5]を必要な試行回数だけ繰り返す。 
[7] 各非塑性化指定部位の塑性ヒンジ発生確率、指定崩壊機構形成確率、骨組崩壊確率を出

力する。 
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(2) モンテカルロ法の試行回数と精度 

 
図 4-2 は、確率 )32( >++ ZYXP をモンテカルロ・シミュレーション法を用いて計算 

し、得られた確率と試行回数との関係を示している。ここで、X,Y,Z は、互いに独立でかつ

平均 0 標準偏差 1 の正規分布確率変数である。なお、この確率の精解は、2.28％である。こ

の例では、10000 回までの試行を乱

数列を変更して 10 回行っている。

試行回数を 4000 回としたときのモ

ンテカルロ法による確率は、与える

乱数列によって変化し，必ずしも高

い精度で精解と一致するとは言えな

いが、0.3％前後の誤差の範囲内に有

ることが分かる。 
 
 
 
                    図 4-2 試行回数-確率関係 
 
(3) 崩壊機構形成時における非塑性化指定部位の塑性ヒンジ発生確率 
 
 表 4-5(A)~(C)は、4.5.2 節の最適設計骨組の崩壊機構形成時における各部位の塑性ヒンジ

発生確率を表したものである。これらの確率は、前述したモンテカルロ・シミュレーション

法の手順に基づき、乱数の発生による降伏応力度の決定と塑性ヒンジ法を用いた荷重増分解

析を繰り返すことにより計算している。これらの表より、塑性化指定部位（梁端部、最下層

柱脚部）の塑性ヒンジ発生確率は、ほぼ 100％となっていることが分かる。非塑性化指定部

位（最下層柱脚を除く柱端部、梁中央部）の塑性ヒンジ発生確率は、最も確率の大きい部位

でもβVE の制約条件値βVE0 = 2.0 に対応する確率 2.28％を若干上まわる程度となっている

ことが確認でき、非塑性化指定部位の塑性ヒンジ発生確率をおおむね制御可能であることが

分かる。 
 
      表 4-5(A) 崩壊機構形成時における塑性ヒンジ発生確率(骨組 A) 

部材 外柱  内柱  部材 梁端 梁中央 
 柱脚 柱頭 柱脚 柱頭    

5F柱 0 0 0 2.40 RF梁 97.5 0.100 
4F柱 0 0.100 0 1.98 5F梁 100 0 
3F柱 0.025 0 1.35 2.08 4F梁 100 0 
2F柱 0 0 2.08 0.050 3F梁 100 0 
1F柱 100 0 100 0 2F梁 100 0 

                                  [単位％] 
 

試行回数

確率（％）

精解2.28

1 10 100 1000 100000
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      表 4-5(B) 崩壊機構形成時における塑性ヒンジ発生確率(骨組 B) 
部材 外柱  内柱  部材 外梁  内梁  

 柱脚 柱頭 柱脚 柱頭  梁端 梁中央 梁端 梁中央

5F柱 0 0 0 0.050 RF梁 97.8 2.03 99.9 0 
4F柱 0 0.050 0 2.03 5F梁 100 0 100 0 
3F柱 0.025 0.100 1.23 2.08 4F梁 100 0 100 0 
2F柱 0 0 2.05 0.200 3F梁 100 0 100 0 
1F柱 100 0 100 0 2F梁 100 0 100 0 

                                  [単位％] 
 
      表 4-5(C) 崩壊機構形成時における塑性ヒンジ発生確率(骨組 C) 

部材 外柱  内柱  部材 外梁  内梁  
 柱脚 柱頭 柱脚 柱頭  梁端 梁中央 梁端 梁中央

8F柱 0 0 0 2.13 RF梁 99.6 0 97.7 0 
7F柱 0 0.100 0 2.03 8F梁 99.9 0 100 0 
6F柱 0 0.050 0.475 2.13 7F梁 100 0 100 0 
5F柱 0 0 0 2.10 6F梁 100 0 100 0 
4F柱 0 0.225 0.150 2.30 5F梁 100 0 100 0 
3F柱 0.050 0.050 1.45 1.70 4F梁 100 0 100 0 
2F柱 0 0 1.98 0.250 3F梁 100 0 100 0 
1F柱 100 0 100 0 2F梁 100 0 100 0 

                                  [単位％] 
 
 
(4) 指定崩壊機構形成確率、骨組崩壊確率 
 
 ここでは、4.5.1 節の設計条件のうち、βVEOを 0.0 から 3.0 まで 0.5 ずつ変更して計算した

設計解（βVFO は 2.0 とする。）の崩壊機構形成確率（終局状態における崩壊機構が特定の崩

壊機構となる確率）及び崩壊確率（図 4-1 で示された設計荷重のもとで崩壊する確率）を示

す。図 4-3(A)は、指定崩壊機構の形成確率（図中■,▲,●印）及び全体崩壊機構（ここでは、

柱、梁に関係なく全層にわたって塑性ヒンジが発生し、かつ、それらが回転し終局状態に至

る崩壊機構を全体崩壊機構としている。）の形成確率（図中□,△,○印）と与えたβVEOとの関

係を表している。この図より、骨組 A～C 共よく似た傾向を示し、βVEOの増加に伴い、指定

崩壊機構及び全体崩壊機構の形成確率が著しく増加していることが確認できる。 また、こ

の例では、βVEO=2.0 における指定崩壊機構の形成確率は 80～90%程度となり、βVEO=3.0 で

は、ほぼ 100%となっている。図 4-3(B)は、設計骨組の崩壊確率とβVEOとの関係を表したも

のである。この図より、βVEO の値が小さい範囲では、崩壊確率は、βVFO=2.0 に対応する確

率１－φ(2.0)＝2.28％（ここで、φ(・) は、平均０標準偏差１の確率分布関数である。）を大

きく上回っていることが分かる。これは、βVEO の値が小さい場合には、指定崩壊機構以外

の崩壊機構の形成確率が大きくなるにもかかわらず、本手法では、指定崩壊機構のみを用い

て骨組の崩壊に対する信頼性を評価しているためである。しかし、指定崩壊機構の形成が概
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ね保証されるβVEO =2.0 以上の範囲では、崩壊確率は、この確率（１－φ(2.0)＝2.28％）と良

い対応を示している。この結果は、指定崩壊機構の形成が概ね保証されるのであれば、骨組

の崩壊に対して、指定崩壊機構における FOSM 信頼性指標制約条件が、そのままシステム信

頼性制約条件として利用可能であることを示唆している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図 4-3(A)βVEO -崩壊機構形成確率関係    図 4-3(B)βVEO -崩壊確率関係 

 

 
4.5.5 柱梁耐力比に基づく設計法との比較 
 
 梁降伏型全体崩壊骨組の設計には、通常、柱梁耐力比に基づく設計法がよく用いられる。

ここでは、本論文で提案した設計法と柱梁耐力比に基づく設計法を比較し、提案手法の有効

性を検証する。ここでの設計対象は、4.5.2.節で示した骨組Ｂである。設計条件も 4.5.2 節と

同じである。ただし、柱の部材断面を必要に応じて増加させる柱梁耐力比に基づく設計では、

梁中央の塑性ヒンジの発生する確率を低減することが困難であるため、梁中央に塑性ヒンジ

が発生することがないように両設計とも荷重は水平荷重のみとして比較を行う。 
 
 
(1) 柱梁耐力比に基づく設計 
 
 柱梁耐力比に基づく設計は、以下の手順で行われる。 
[1] 第 2 章の最小重量塑性設計手法を用いて最小重量塑性設計骨組を設計する。 
[2] 柱梁耐力比が指定値を下回る場合には、柱梁耐力比が指定値を上回るまで柱の部材断面

を増大させる。 
[3] [2]で増加した崩壊荷重を制約条件値に戻すために、すべての部材断面を一律に減少させ

る。 
 この設計は、確定論に基づいており、降伏強さは確定量として取り扱われるが、その値は、

表 4-1 で示した降伏強さの平均値(3.7 tf／cm2 )と同じ値としている。 
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(2) 本提案手法（4.3,4.4 節で提案された方法）による設計 
 

4.3,4.4 節で提案された設計手法により設計される。ただし、ここでは、両設計法による骨

組の崩壊荷重の平均値をほぼ同じにするために、崩壊荷重に対する信頼性指標の制約条件値

βVFOを０としている。 
 
 
(3) 両設計法の比較 
 
 表 4-6 は、柱梁耐力比に基づく設計法による設計解（柱梁耐力比 2.0 以上）である。また、

表 4-7 は、本提案手法（2 節で提示された方法）による設計であり、表 4-6 の柱梁耐力比に基

づく設計とほぼ同じ重量となったβVEO=2.5 の設計である。表 4-6 と比較すると、梁断面は大

きな差がないが、柱断面は本提案手法による設計の方が低層部分で小さく高層部分で大きな

値となっていることが分かる。 
 図 4-4(A)は、提案手法による設計解のβVEOと指定崩壊機構（図中▲印）及び全体崩壊機構

（図中△印）の形成確率との関係を表している。βVEO の増加に伴い、指定崩壊機構、全体

崩壊機構ともその形成確率が著しく増加する傾向が確認できる。一方、図 4-4(B)は、柱梁耐

力比に基づく設計における柱梁耐力比の指定値と指定崩壊機構（図中◆印）及び全体崩壊機

構（図中◇印）の形成確率との関係を表している。柱梁耐力比の増加に伴い、指定崩壊機構、

全体崩壊機構ともその形成確率が増加する傾向が確認できるが、その増加の度合いは、図

4-4(A)ほど顕著ではない。図 4-5(A)及び(B)は、それぞれ、両設計法の指定崩壊機構（図中◆,
▲印）及び全体崩壊機構（図中◇,△印）の形成確率と骨組重量との関係を示している。この

図より、指定崩壊機構、全体崩壊機構とも本提案手法による設計の方が、同じ構造重量で高

い崩壊機構形成確率を達成していることが確認できる。このような差異が生じるのは、柱梁

耐力比に基づく設計では、個々の非塑性化部位に塑性ヒンジが発生する確率に基づいて部材

断面が決定されるわけではなく、すべての節点で一律に柱梁耐力比が指定値以上となるよう

に部材断面が決定されるためと考えられる。また、前述した表 4-6 の設計の例では、3～5F
の柱断面が本提案手法による設計（表 4-7）より小さく、モンテカルロ法による計算結果で

は、指定崩壊機構以外の崩壊機構として３層から５層にわたる部分崩壊機構が数多く見られ

た。 
 
 
        表 4-6 柱梁耐力比に基づく設計(柱梁耐力比 2.0 以上) 

部材   A   mp* 部材   A   mP* 
5F 柱 2.30 1.23 RF 梁 0.500 0.233 
4F 柱 2.30 1.23 5F 梁 0.924 0.586 
3F 柱 2.30 1.23 4F 梁 0.943 0.605 
2F 柱 3.26 2.07 3F 梁 1.15 0.812 
1F 柱 3.26 2.07 2F 梁 1.35 1.03 
単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 4(tfcm) 
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   W     
 23.7 t     

 
       表 4-7 本提案手法による設計(βVEO =2.5,βVFO = 0) 

部材   A   mp* 部材   A   mP* 
5F 柱 2.52 1.41 RF 梁 0.500 0.233 
4F 柱 2.52 1.41 5F 梁 1.06 0.715 
3F 柱 2.52 1.41 4F 梁 1.06 0.716 
2F 柱 2.82 1.66 3F 梁 1.25 0.923 
1F 柱 2.82 1.66 2F 梁 1.28 0.956 
単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 単位 ×10 2 (cm2) ×10 4(tfcm) 
   W     
 23.8 t     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     図 4-4(A) 崩壊機構形成確率         図 4-4(B) 崩壊機構形成確率 

         (提案設計手法)          (柱梁耐力比に基づく方法) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図 4-5(A) 骨組重量-指定崩壊機構形成確率   図 4-5(B) 骨組重量-全体崩壊機構形成確率 
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4.6 本章のまとめ 
 

[１] 設計者が望ましい崩壊機構をあらかじめ指定し、非塑性化部位の塑性化に対する信頼性

指標を制約することにより、指定した崩壊機構の形成確率を間接的に制約する最小重量信頼

性設計手法を提示した。また、提案設計手法による最適設計例を示し、以下のような検討を

行った。 
[２] 乱数を用いて、SLP 法で与える初期設計解を 30 組作成して、設計解の大域性に関する

検証を行ったところ、得られた設計解はいずれもほぼ同じ値となることが確認できた。従っ

て、本設計例では、大域的最適解あるいは骨組重量がそれにきわめて近い設計解が得られて

いると推論できる。また、SLP 法の収束までの回数は、最大でも 20 回程度であり、収束性は

良好であった。 
[３] モンテカルロ法により計算された崩壊機構形成時における非塑性化指定部位の塑性ヒ

ンジ発生確率は、最も確率の大きい部位でもβVE の制約条件値βVE0 = 2.0 に対応する確率

2.28％を若干上まわる程度となっていることが確認でき、非塑性化指定部位の塑性ヒンジ発

生確率をおおむね制御可能であることが確認できた。 
[４] 非塑性化部位の塑性化に対する信頼性指標の制約条件値βVEO の増加に伴い、指定崩壊

機構が形成される確率は、確実に増加する傾向が確認できた。また、ここで示した設計例で

は、βVEO=2.0 における設計解の指定崩壊機構形成確率は 80～90%程度、βVEO=3.0 では、ほ

ぼ 100%となった。 
[５] 本提案手法と柱梁耐力比に基づく設計法による設計骨組の崩壊機構形成確率を比較し

たところ、指定崩壊機構、全体崩壊機構とも、本提案手法による設計の方が、同じ構造重量

で高い形成確率を達成していることが示された。 
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第 5 章 降伏強さを確率変数とした指定崩壊機構非形成確率制約下

における鋼構造骨組の最小重量設計 
 
5.1 本章の目的 
 
 前章で既に述べたように、材料強度のばらつき等の不確定要因を考慮した上で、形成され

る崩壊機構の形をも制御しようとした設計手法あるいは最適信頼性設計手法に関する研究

は、いくつか存在する 1)~6)が、指定崩壊機構の形成確率を制約し得る設計手法を提案した例

は、著者の知る限りでは、見当たらない。本章では、第 4 章で示した FOSM 信頼性指標制約

下における最適設計手法を基にして、骨組の指定崩壊機構非形成確率と骨組の崩壊確率を制

約した最適設計手法、すなわち、システム信頼性制約下における崩壊機構指定骨組の最適設

計手法を提案する。 
 本章で考慮する指定崩壊機構非形成確率は、すべての非塑性化指定部位における塑性ヒン

ジ発生の和事象の確率となる。一般的な塑性あるいは弾性骨組構造の信頼性設計問題におい

ても、システム全体での信頼性は、このような個々の生起モードにおける和事象の確率によ

り表せる場合が多い。しかし、このような和事象の確率は、確率変数が正規分布である場合

においても、個々の事象間に相関がある場合には、数学的な式の形で厳密に導くことが難し

い。このため、多数の研究者により、種々の近似式が提案され、それらの近似式に基づくシ

ステム信頼性制約下の最適設計が行われている。Cornell7)は、個々の生起モードの事象間に

独立を仮定することにより、システム全体の破壊確率の上限値を表す式を導き、個々の生起

モードの事象間に完全相関を仮定することにより、システム全体の破壊確率の下限値を表す

式を導いた。Moses ら 8)は、骨組構造物の限界状態を決定するためのモデルとして、一部材

の降伏をシステム全体の限界状態とする Weakest Link Model と複数の部材の降伏（崩壊機構

の形成）をシステム全体の限界状態とする Fail Safe Model の二つを示した。その上で、トラ

ス構造の弾性設計問題に Weakest Link Model を、ラーメン構造の塑性設計問題に Fail Safe 
Model を適用し、システムの破壊確率の上限値を Cornell と同様の方法を用いて示した。さら

に、システムの破壊確率の上限値を制約した最小重量設計を行った。Ang9)らは、事象間の

相関係数を計算し、高い相関を有する場合には、完全相関とし、低い相関を有する場合には、

独立を仮定することにより、システム全体の破壊確率を近似的に計算する方法を提案した。

Ditlevsen10)11)は、２つの生起モードにおける事象間の相関を条件付信頼性指標 11)の概念を

用いて考慮することにより、Cornell7)の式よりもさらに精度の高い（すなわち、上限値と下

限値の差が小さい）上下限式を導いた。Frangopol12) は、ラーメン構造の塑性設計問題におい

て、個々の崩壊機構間の相関の影響を考慮することが構造システム全体の信頼性を考える上

で重要であることを指摘し、Ditlevsen10) による確率上限式を用いた最小重量塑性信頼性設計

を行った。 
 本章では、Ditlevsen の方法 10)により、指定崩壊機構非形成確率の上下限式が導かれる。

また、骨組の崩壊確率に対しては、指定崩壊機構が形成されることがおおむね保証されるた

め、指定崩壊機構におけるモード信頼性制約条件を、システム信頼性制約条件としてそのま

ま利用する。このため、本手法は、一般的な骨組構造の塑性信頼性設計問題では必要不可欠
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とされてきた、起こり得る崩壊機構の探索・生成のプロセス例えば 13)~15)を一切必要としない。 
 本章の概要を以下に示す。まず、5.2 節で、基本仮定が示された後、5.3 節で、指定崩壊機

構非形成確率の上・下限推定式および骨組崩壊確率を表す式が導かれ、指定崩壊機構非形成

確率の上限値と骨組崩壊確率を制約した最適設計問題が定式化される。5.4 節では，設計手

順が示され、5.5 節では、設計例が示される。また、この節では、設計解の大域的最適性及び

収束性に関する検証とモンテカルロ法による設計骨組の信頼性解析が行われ、設計手法の妥

当性が検証される。さらに、5.6 節では、軸力による曲げ耐力の低下を考慮した最適設計が行

われ、設計手法の妥当性が検証される。5.7 節では、降伏強さに関するパラメトリックスタデ

ィが行われる。本研究では、鋼材の降伏強さを確率変数として取り扱っているが、近年、建

築構造用鋼材は、これまで用いられてきたＳＳ材及びＳＭ材から降伏強さのばらつきが比較

的小さいＳＮ材に移行されつつある状況を踏まえ、ここでは、このような降伏強さのばらつ

きの大きさが異なる種々の鋼材を想定し、降伏強さのばらつきの大きさが鋼構造最適設計骨

組の経済性に与える影響について考察する。 
 
 

5.2 基本仮定 
 
 第 4 章の基本仮定（4.2 節）と同じである。ただし、5.6 節では、柱部材の塑性ヒンジの軸

力による曲げ耐力の低下が考慮される。 
 
 

5.3 最適設計問題の定式化 
 
5.3.1 指定崩壊機構非形成確率の上・下限推定式 
 
 崩壊機構形成時において、骨組内のすべての非塑性化指定部位に塑性ヒンジが発生しない

状態を「指定崩壊機構が形成されている」状態と定義すると、指定崩壊機構形成確率 PSは、

次式で表せる。 
 

)0...00( 21 >>>= NEEEES VVVPP III  (5-1) 

 
 また、その余事象の確率である指定崩壊機構非形成確率 PNSは次式で表せる。 
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21 ≤≤≤=

−=

NEEEE

SNS

VVVP
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UUU

 (5-2) 

 
ここで、VEは、第 4 章(4-1)式で示された関数である。この確率 PNSは、個々の非塑性化
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指定部位における塑性ヒンジ発生の事象の和事象の確率である。非塑性化指定部位における

塑性ヒンジ発生の事象を表す関数VEの間には、相関が存在するため、5.1節で述べたように、

確率 PNS を数学的な式の形で厳密に導くことは難しい。しかし、Ditlevsen の方法 9)を用い

ると、確率 PNSの上限値および下限値を表す式が、次式のように導ける。 
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[下限値(Lower Bound)] 
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 ここで、第 4 章と同様に、関数 VEを降伏強さ syの平均値に関してテーラー１次近似すれ

ば、(5-3),(5-4)式中の各確率は、次式のように表せる。 
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上式において、Φ(・)は、標準正規確率分布関数、βVE iは、テーラー1 次近似された限界

状態関数 iEV~ の信頼性指標、E[x]は、x の期待値、D[x]は、x の標準偏差、下付添え字＊のあ

る変数は、降伏強さ syに平均値 sy＊が代入されていることを表す。ρVE ijは、 EV~ iと EV~ j の相

関係数を表す。βVE j| iは、VE i=0 の条件のもとでの VE jに対する条件付信頼性指標(conditional 
reliability index)10)11)である。 
なお、上式の(5-3)式および(5-4)式において、第２項を無視すると、Cornell7)による方法と

一致する。 
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[計算例] 
 
 第4章の4.5節で示した設計骨組（骨組B）の指定崩壊機構非形成確率の上限値PNSUを(5-3)
式を用いて計算した結果（図中●）を図 5-1 に示す。また、同図中には、比較のために、(5-3)
式の第一項のみを用いた上限値 PNSU 1（図中▲）及びモンテカルロ法により計算された指定

崩壊機構非形成確率 PNS（図中□）も示す。これらの図より、PNSU 及び PNSU1 は、確実に

PNSの上限を示し、さらに、PNSU1より PNSUの方がモンテカルロ法による計算結果に近いこ

とが分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    図 5-1 指定崩壊機構非形成確率上限値 

 
 
5.3.2 骨組崩壊確率 
 
 骨組の崩壊確率 PFは次式で表せる。 
 

)0......00( 21 ≤≤≤=
FNFMFMFMF VVVPP UU  (5-17) 

 
 ここで、VFM1,......, VFMNF は、個々の崩壊機構での骨組の崩壊に対する限界状態関数を表す

（第 3 章(3-2)式参照）。本研究では、指定崩壊機構非形成確率を制約することにより、高い

確率で指定崩壊機構が形成されることが期待できるため、(5-17)式の確率 PFを次式で近似す

る。 
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 ここで、βVFは、限界状態関数 VFの信頼性指標である。 
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5.3.3 最適設計問題の定式化 
 
 第 3 章で述べた部材断面性能間の関係式(3-4),(3-5)式を用いれば、最適設計問題は、以下に

示す制約条件付き最小化問題として定式化できる。 
 

minimize which ,...,A,A A Find
DN21  

 

∑
=

=
DN

a
aa LAf

1
ρ  (5-19) 

 
 to  subjected  

 

NSOUNS PP ≤  (5-20) 

 

FOF PP ≤  (5-21) 
 

( )DaUaaL NaAAA ,...,2,1=≤≤ 　  (5-22) 

 
ここで、ρ及びＬは、鋼材の単位体積重量、部材長、AL ,AU は、設計変数に関する下限と

上限の制約条件値を表す。PNSO ,PFO は、確率 PNSU , PFの制約条件値である。 
 
 
5.4 設計手順 
 
5.4.1 最適信頼性設計部分問題 
 
 (5-3)式の PNSUは、最大値関数 max(・)が含まれているため、設計変数に関する偏微分係数

が不連続となり、上述した 5.3.3 節の最適設計問題の定式化では、設計感度解析に基づく通

常の数理計画手法を適用する場合に、解の収束性が非常に悪くなることが予想される。そこ

で、βVE i及びβVF を制約した次のような部分問題を繰り返し解き、確率 PNSUが PNSOに一致

するようにβVEiの制約条件値βVEOを徐々に修正していく方法を提案する。 
 

19)-(5 function objective minimize which ,...,A,A A Find
DN21  
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 to  subjected  

 

)　,...,N,(i≧ββ EVEOiVE 21=  (5-23) 

 

VFOVF≧ββ  (5-24) 

 
 . 22)-Eq.(5 and  

 
ここで、βVEO は、信頼性指標βVEiの制約条件値であり、次式により決定すれば良い。 
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 (5-25) 

 
PNSU ’：一回前の繰り返しにおける部分問題の設計解における PNSU 
βVEO ’：一回前の繰り返しで用いた部分問題におけるβVEOの値 
 上式は、指定崩壊機構非形成確率ＰNSUと信頼性指標の制約条件値βVEOの間に次式の近似

関係が成立すると仮定することにより導くことができる。 
 

( )VEOUNSP β−Φ⋅α=  (5-26) 

 
 また、βVFO は、信頼性指標βVF の制約条件値であり、確率 PFOを指定すれば、次式で与

えられる。 
 

)(Φβ 1
FOVFO P−−=  (5-27) 

 
 
5.4.2 設計フロー 
 
 設計フローを以下に示す。 
 
[1] 指定崩壊機構の形式、初期設計解、指定崩壊機構非形成確率および骨組崩壊確率の制約

条件値 PNS0,PF0、信頼性指標βVE0の初期値、降伏強さの平均値 sy*、標準偏差σsy等を設定す

る。 
[2] 第４章の方法を用いて 5.4.1 節の部分問題を解く。 
[3] (5-3)式を用いて、PNSUを求める。 
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[4] 次式が満足されれば、計算を終了する。 

NSONSONSU PPP ε≤−                                                      (5-28) 

 ここでは、εを 1/1000 としている。 
[5] 上式が満足されない場合には、(5-25)式を用いて、βVEOを修正し、再び、[2]～[4]の手順

を繰り返す。 
 上記の手順[2]の最適信頼性設計部分問題の解法とその妥当性は、第 4 章で詳述している。 
 
 

5.5 設計例 

 

5.5.1 設計条件 
 
 設計骨組は、図 5-2(A)～(C)に示す 5 層及び 8 層の鋼構造純ラーメン架構（骨組 A～C）で

ある。これらの骨組は、第 4 章 4.5.1 節の図 3-1 で示したものと全く同じである。指定崩壊

機構、塑性化指定部位、非塑性化指定部位の位置、同一部材断面の指定、設計変数の総数、

確率変数の総数、降伏強さの平均値及び標準偏差、使用する部材断面形状に関する条件も

4.5.1 節と同じである。骨組の指定崩壊機構非形成確率に関する制約条件値 PNS0は、40、20、
10、1(％)の四通りを指定する。また、それに関連する信頼性指標βVE0 の初期値は 2.0 とし

ている。骨組崩壊確率の制約条件値 PF0は、2.28(%)としている。従って、それに対応する信

頼性指標βVF0は、2.0 である。設計条件をまとめて表 5-1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     図 5-2(A)  骨組Ａ 
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     図 5-2(B) 骨組Ｂ              図 5-2(C) 骨組Ｃ 
                      表 5-1 設計に関する諸条件 

 設計用床荷重         0.8 (tf／m2) 
層せん断力分布          Ai 分布 
ベースシャー係数         0.4 
指定崩壊機構 梁降伏先行形全体崩壊機構 
塑性化部位 梁端部，第 1 層柱脚部 
非塑性化部位 第 1 層柱脚部を除く柱端部，梁中央部 
 ｓy* ,σsy  ｓy* = 3.7, σsy = 0.37    (tf／cm2) 
     PNS0  PNS0 = 40.0,20.0,10.0,1.0 (%)  

 (βVEO の初期値は、2.0 とする。) 
     PFO  PF0=2.28 (%)  (βVFO = 2.0) 
   αZP 0.949 (角形鋼管柱),  1.783 (Ｈ形鋼梁)  
   αI 1.076 (角形鋼管柱),  3.648 (Ｈ形鋼梁)  

 
 
5.5.2 設計解 
 
 表 5-2(A)～(C)は骨組 A～C の設計解を示したものである。与えた設計変数の初期値は、柱

断面積 200cm2、梁断面積 100cm2である。指定崩壊機構非形成確率の制約条件値 PNS0は、

20%のものを示している。同表には、部材断面積 A(cm2)、全塑性モーメントの平均値ｍp*、
設計解の骨組重量Ｗ(t)、収束までに要したシンプレックス法の繰り返し回数 NL, βVE0 の修

正回数 NB、設計解における非塑性化指定部位の信頼性指標βVE0 、(5-3)式による確率 PNSU、

(5-18)式の確率 PFの値が示されている。この表から、柱の全塑性モーメントが梁を大きく上

回っていることが分かる。また、確率 PNSU、および PFは、制約条件値いっぱいとなってい

ることがわかる。 
 表 5-3 は、βVEO,PNSUの修正過程を表している。この表から、βVEOの変更によって、指定

崩壊機構非形成確率の上限値 PNSU が、着実に修正されていく状況が確認できる。図 5-3 は、

骨組重量の修正過程を示したものである。初回から数回までの間で骨組重量が大きく増加し

ているが、これは、初期設計解が非許容領域にあり、制約条件を満足しない解であるためで

ある。 
 

表 5-2(A) 設計解（骨組 A, PNSO=20%,PF0=2.28%） 

 部材    A   mP*  部材    A    mP* 
 5F 柱   2.55   1.43  RF 梁  0.899   0.553 
 4F 柱   2.55   1.43  5F 梁   1.00   0.664 
 3F 柱   2.55   1.43  4F 梁   1.13   0.791 
 2F 柱   3.08   1.90  3F 梁   1.28   0.952 
 1F 柱   3.08   1.90  2F 梁   1.28   0.952 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)  単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
  W    NL    NB  βVEO    PF    PNSU 
 18.4 t    12    2   1.69   2.28%   20.0% 
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表 5-2(B) 設計解（骨組 B, PNSO=20%,PF0=2.28%） 

 部材     A     mP*   部材     A     mP* 
 5F 柱    2.56    1.49   RF 梁    0.795    0.480 
 4F 柱    2.56    1.49   5F 梁    0.996    0.647 
 3F 柱    2.56    1.49   4F 梁    1.08    0.741 
 2F 柱    2.84    1.73   3F 梁    1.35    1.02 
 1F 柱    2.84    1.73   2F 梁    1.37    1.05 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)   単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
  W     NL     NB   βVEO     PF     PNSU 
 24.8 t    11      2    1.79    2.28%    20.0% 

 

表 5-2(C) 設計解（骨組 C, PNSO=20%, PF0=2.28%） 

 部材     A     mP*   部材     A      mP* 
 8F 柱    3.10    1.92   RF 梁    1.06    0.480 
 7F 柱    3.10    1.92   8F 梁    1.06    0.647 
 6F 柱    3.10    1.92   7F 梁    1.18    0.741 
 5F 柱    3.88    2.68   6F 梁    1.69    1.02 
 4F 柱    3.88    2.68   5F 梁    1.72    0.647 
 3F 柱    3.88    2.68   4F 梁    1.81    0.741 
 2F 柱    4.11    2.93   3F 梁    1.81    1.02 
 1F 柱    4.11    2.93   2F 梁    1.81    1.05 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)   単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
 W (t)   NL   NB   βVEO     PF     PNSU 
 53.7   13    2   1.95   2.28%    20.0% 

 
 

表 5-3(A) βVEO,PNSUの修正過程(骨組 A,PNSO =20%, PF0=2.28%) 

修正回数    βVEO   PNSU (%)    W (t) 
   0    2.000    10.16    18.68 
   1    1.698    19.50    18.42 
   2    1.685    19.98    18.41 

 
表 5-3(B) βVEO,PNSUの修正過程(骨組 B,PNSO =20%, PF0=2.28%) 

修正回数    βVEO   PNSU (%)    W (t) 
   0    2.000    12.69    25.07 
   1    1.801    19.70    24.82 
   2    1.794    19.98    24.81 

 
表 5-3(C) βVEO,PNSUの修正過程(骨組 C,PNSO =20%, PF0=2.28%) 

修正回数    βVEO   PNSU (%)    W (t) 
   0    2.000    17.59    53.85 
   1    1.945    20.10    53.65 
   2    1.948    20.00    53.66 
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           図 5-3 骨組重量の修正過程(骨組 B, PNSO =20%, PF0=2.28%)  

 
 
5.5.3 大域的最適性・収束性 
 
 表 5-4(A)～(C)は、50 以上 500 以下の一様乱数による 30 組の初期設計解に対して得られ

た設計変数、骨組重量、シンプレックス法の繰り返し回数及び信頼性指標βVE0 の修正回数

の最大値AMAX,WMAX,NLMAX,NBMAXおよび最小値AMIN,WMIN,NLMIN,NBMINを示したものであ

る。PNS0は 20%のものを示す。AMAX,AMINは、骨組 C の上層の梁において若干の差が見られ

るが、その差は、あまり大きくなく、それ以外では、ほぼ同じ値に収束している。また、

WMAX,WMINの値の差は、最も悪いケースでも、WMAXの 0.5%程度以下である。このことから、

これらの設計例では大域的最適解あるいはそれに極めて近い設計解が得られていると推論

できる。また収束までのシンプレックス法の繰り返し回数は最大でも 32 回、信頼性指標β

VE0の修正回数も最大で 2 回であり、収束性は良好であった。 
 
 

表 5-4(A) 設計解の大域的最適性（骨組 A, PNSO=20%, PF0=2.28%） 

部材  AMAX  AMIN 部材  AMAX  AMIN 
5F 柱  2.55  2.55 RF 梁 0.899 0.899 
4F 柱  2.55  2.55 5F 梁  1.00  1.00 
3F 柱  2.55  2.55 4F 梁  1.13  1.13 
2F 柱  3.08  3.08 3F 梁  1.28  1.28 
1F 柱  3.08  3.08 2F 梁  1.28  1.28 
単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 
 WMAX  WMIN NLMAX NLMIN NBMAX NBMIN 
18.4 t  18.4 t   32   20    2    2 
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表 5-4(B) 設計解の大域的最適性（骨組 B, PNSO=20%, PF0=2.28%） 

部材  AMAX  AMIN 部材  AMAX  AMIN 
5F 柱  2.57  2.56 RF 梁 0.795 0.795 
4F 柱  2.57  2.56 5F 梁 0.996 0.996 
3F 柱  2.57  2.56 4F 梁  1.08  1.08 
2F 柱  2.84  2.84 3F 梁  1.35  1.35 
1F 柱  2.84  2.84 2F 梁  1.37  1.37 
単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 
WMAX WMIN NLMAX NLMIN NBMAX NBMIN 
24.8 t 24.8 t   29   20    2    2 

 
表 5-4(C) 設計解の大域的最適性（骨組 C, PNSO=20%, PF0=2.28%） 

部材  AMAX  AMIN 部材  AMAX  AMIN 
8F 柱  3.10  3.10 RF 梁  1.06  0.806 
7F 柱  3.10  3.10 8F 梁  1.22   1.06 
6F 柱  3.10  3.10 7F 梁  1.22   1.18 
5F 柱  3.88  3.87 6F 梁  1.70   1.69 
4F 柱  3.88  3.87 5F 梁  1.73   1.72 
3F 柱  3.88  3.87 4F 梁  1.81   1.81 
2F 柱  4.11  4.11 3F 梁  1.81   1.81 
1F 柱  4.11  4.11 2F 梁  1.81   1.81 
単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 
WMAX  WMIN NLMAX NLMIN NBMAX NBMIN 
53.7 t 53.5 t   27   15    2    1 

 
 
5.5.4 モンテカルロ法による設計骨組の信頼性解析 
 
 表 5-5(A)～(C)に設計骨組の指定崩壊機構非形成確率 PNS、全体崩壊機構形成確率 PG及び崩

壊確率 PFを示す。これらの確率はモンテカルロ・シミュレーション法の手順に基づき、乱数

の発生による降伏強さの決定と塑性ヒンジ法を用いた荷重増分解析を繰り返すことにより

計算している。試行回数は 4000 回である。指定崩壊機構非形成確率 PNSは、いずれも上限の

制約値 PNS0 を確実に下回っていることが確認できる。また、全体崩壊機構形成確率 PG は、

全て 98%を上回っており、部分崩壊機構は、ほとんど形成されていないことがわかる。骨組

の崩壊確率 PFは、制約値 PFO = 2.28%と良い対応を示していることが確認できる。 
 
             表 5-5(A) 指定崩壊機構非形成確率及び崩壊確率(骨組 A) 

PNS0 (%)   W (t)  PNS  (%)  PG  (%)  PF  (%) 
   40   18.1   28.2   99.6   2.30 
   20   18.4   15.2   99.8   2.25 
   10   18.7   7.93   100   2.20 
    1   19.5   0.83   100   2.23 
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             表 5-5(B) 指定崩壊機構非形成確率及び崩壊確率(骨組 B) 

PNS0 (%)   W (t)  PNS  (%)  PG  (%)  PF  (%) 
   40   24.4   31.7   98.4   2.33 
   20   24.8   16.8   99.3   2.13 
   10   25.2   8.45   99.8   2.10 
    1   26.3   0.73   100   2.23 

 
            表 5-5(C) 指定崩壊機構非形成確率及び崩壊確率(骨組 C) 

PNS0 (%)   W (t)  PNS  (%)  PG  (%)  PF  (%) 
   40   52.3   25.9   98.6   2.35 
   20   53.7   12.9   99.5   2.25 
   10   54.7   6.55   99.8   2.18 
    1   57.7   0.45   100   2.08 

 
 
5.6 軸力による曲げ耐力の低下を考慮した最小重量設計 
 
5.6.1 軸力による曲げ耐力の低下の影響 
 

強軸廻りに曲げを受ける H 形断面や箱形断面のようなウェブ部分とフランジ部分とによ

って構成される部材断面の軸力・曲げ相関降伏条件は、フランジ部分の板厚効果を無視する

と、次式で表せる（図 5-4 参照）。 
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ここで、ｍは、作用曲げモーメント,ｍPは全塑性モーメント,ｎは作用軸力,ｎPは降伏軸力

である。また、κはウェブ断面積 AWと全断面積 A の比である。すなわち、 
 

κ =
A
A
W  (5-31) 

 
 本研究の設計例では、柱部材に角形鋼管断面を使用するため、κ= 0.5 とする。 
 (5-29),(5-30)式より、軸力による曲げ耐力の低下率αNは次式となる。 
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       図 5-4  軸力曲げ相関降伏曲線 

 
 
5.6.2 最適設計問題 
 
(1) 指定崩壊機構非形成確率上限値 
 
 指定崩壊機構非形成確率 PNSは、5.3.1 節と同様に次式で表せる。 
 

( )0...00 21 ≤≤≤= NEEEENS VVVPP UUU  (5-34) 

 
 ここで、VEは、軸力による曲げ耐力の低下を考慮すると次式で表せる。 
 

),..,2,1( EiXiyiPNiiE NimsZV =−= 　α  (5-35) 

 
ここで、αN は(5-32),(5-33)式で定義される軸力による曲げ耐力の低下率である。 

 (5-34)式の確率の上限値は、次式により計算できる。 
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 (5-36)式中の各確率は次式のように表せる。 
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 (5-41) 

 
 
(2) 骨組の崩壊確率 
 
 5.3.2 節と同様の手順より、骨組の崩壊確率は、次式で近似できる。 
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 (5-48) 

 
 上式中のβVFはテーラー1 次近似された限界状態関数 FV~ の信頼性指標、Np は確率変数の 
総数、下付添え字 l のある変数は、l 番目の確率変数に関する記号であることを表す。また、

n は、指定崩壊機構形成時における軸力である。 
 
 
5.6.3 設計手順 
 
 設計フローを以下に示す。 
[1] 指定崩壊機構の形式、初期設計解、指定崩壊機構非形成確率および骨組崩壊確率の制約
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条件値 PNS0,PF0、信頼性指標βVE0の初期値、降伏強さの平均値 sy*、標準偏差σsy等を設定す

る。 
[2] 指定崩壊機構形成時応力から柱部材の軸力による曲げ耐力の低下率を計算する。 
[3] 第４章の方法を用いて 5.4.1 節の部分問題を解く。 
[4] (5-36)式を用いて、PNSUを求める。 
[5] 収束判定条件(5-28)式が満足されれば、計算を終了する。 
[6] (5-28)式が満足されない場合には、(5-25)式を用いて、βVEO を修正し、再び、[2]～[5]の
手順を繰り返す。(5-28)式が満足されれば，計算を終了する。 
 
 
5.6.4 設計例 
 
(1) 設計条件 
 
 設計骨組は、先に示した図 5-2(B)の 5 層 3 スパン骨組(骨組 B)と図 5-5 に示す 11 層 2 スパ

ン骨組（骨組 D）である。指定崩壊機構、塑性化指定部位、非塑性化指定部位の位置、降伏

強さの平均値及び標準偏差、使用する部材断面

形状、同一部材断面の指定、設計変数の総数、

確率変数の総数に関する条件は、5.5.1 節と同じ

である。ただし、11層2スパン骨組については，

1,2 層柱、3~5 層柱、6~8 層柱、9~11 層柱およ

び各層の梁を同一断面とするため、独立な設計

変数および確率変数の総数は、15 となる。骨組

の指定崩壊機構非形成確率に関する制約条件値

PNS0も、5.5.1 節と同様、40、20、10、1(％)の 4
通りを指定する。骨組崩壊確率の制約条件値PF0

も、5.5.1 節と同様、2.28(%)としている。 
 
                         図 5-5 設計骨組（骨組 D） 
 
 
(2) 設計解 
 
 表 5-6(A),(B)は骨組 B,D の設計解を示したものである。与えた設計変数の初期値は、柱断

面積 200cm2、梁断面積 100cm2である。指定崩壊機構非形成確率の制約条件値 PNS0は、10%
のものを示している。同表には、部材断面積 A(cm2)、全塑性モーメントの平均値ｍp*、設計

解の骨組重量Ｗ(t)、非塑性化指定部位の信頼性指標βVE0 、収束までに要したシンプレック

ス法の繰り返し回数 NL, βVE0の修正回数 NB、設計解における非塑性化指定部位の信頼性指

標βVE0 、(5-36)式による確率 PNSU、(5-42)式の確率 PF の値が示されている。この表から、

5.5 節と同様、柱の全塑性モーメントが梁を大きく上回っていることが分かる。また、確率
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PNSU、および PFは、制約条件値いっぱいとなっていることがわかる。 
 
 

表 5-6(A) 設計解（骨組 B, PNSO=10%, PFO=2.28%） 

 部材     A     mP*   部材     A     mP* 
 5F 柱    2.76    1.61   RF 梁    0.828    0.497 
 4F 柱    2.76    1.61   5F 梁    0.994    0.654 
 3F 柱    2.76    1.61   4F 梁    1.08    0.744 
 2F 柱    3.05    1.87   3F 梁    1.33    1.01 
 1F 柱    3.05    1.87   2F 梁    1.35    1.04 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)   単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
  W     NL     NB   βVEO     PF     PNSU 
 25.9 t     12      2    2.27   2.28%    10.0% 

 

表 5-6(B) 設計解（骨組 D, PNSO=10%, PFO=2.28%） 

 部材     A     mP*   部材     A      mP* 
11F 柱    3.80    2.61   RF 梁    1.24    0.915 
10F 柱    3.80    2.61  11F 梁    1.35    1.03 
 9F 柱    3.80    2.61  10F 梁    1.47    1.17 
 8F 柱    5.45    4.47   9F 梁    1.69    1.45 
 7F 柱    5.45    4.47   8F 梁    2.59    2.76 
 6F 柱    5.45    4.47   7F 梁    2.41    2.47 
 5F 柱    6.29    5.55   6F 梁    2.47    2.56 
 4F 柱    6.29    5.55   5F 梁    2.88    3.23 
 3F 柱    6.29    5.55   4F 梁    2.79    3.07 
 2F 柱    6.26    5.50   3F 梁    2.59    2.76 
 1F 柱    6.26    5.50   2F 梁    2.43    2.50 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)   単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
 W (t)   NL   NB   βVEO     PF     PNSU 
 79.5   17    2   2.43   2.28%    10.0% 

 
 
 
(3) 大域的最適性・収束性 
 
 表 5-7 は、50 以上 500 以下の一様乱数により 30 組の初期設計解に対して得られた設計変

数、骨組重量、シンプレックス法の繰り返し回数及びβVE0 の修正回数の最大値 
AMAX,WMAX,NLMAX,NBMAX 及び最小値  AMIN,WMIN, NLMIN,NBMIN を示したものである。

AMAX,AMIN は、骨組 B の上層の梁において若干の差が見られるが、その差は小さく、それ以

外ではほぼ一致している。また、WMAX,WMINの差は、WMAX の 0.4%程度以下である。これ

より、これらの設計例では大域的最適解かあるいはそれに極めて近い設計解が得られている

と判断できる。また、収束までのシンプレックス法の繰り返し回数は最大で 29 回、βVE0の
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修正回数も最大で 2 回であり、軸力による曲げ耐力の低下を考慮しない例と同様、収束性は

良好であった。 
 
 
   表 5-7(A) 設計解の大域的最適性（骨組 B, PNSO=10%, PFO=2.28%） 

部材  AMAX  AMIN 部材  AMAX  AMIN 
5F 柱 2.77 2.76 RF 梁 0.920 0.828 
4F 柱 2.77 2.76 5F 梁 0.994 0.930 
3F 柱 2.77 2.76 4F 梁 1.08 1.07 
2F 柱 3.05 3.05 3F 梁 1.33 1.32 
1F 柱 3.05 3.05 2F 梁 1.35 1.35 
単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 
WMAX WMIN NLMAX NLMIN NBMAX NBMIN 

26.0t 25.9t 28 18 2 2 
 
   表 5-7(B) 設計解の大域的最適性（骨組 D, PNSO=10%, PFO=2.28%） 

部材  AMAX  AMIN 部材  AMAX  AMIN 
11F 柱 3.80 3.80 RF 梁 1.24 1.24 
10F 柱 3.80 3.80 11F 梁 1.35 1.35 
 9F 柱 3.80 3.80 10F 梁 1.47 1.47 
 8F 柱 5.45 5.45  9F 梁 1.69 1.69 
 7F 柱 5.45 5.45  8F 梁 2.59 2.59 
 6F 柱 5.45 5.45  7F 梁 2.41 2.41 
 5F 柱 6.29 6.29  6F 梁 2.47 2.47 
 4F 柱 6.29 6.29  5F 梁 2.88 2.88 
 3F 柱 6.29 6.29  4F 梁 2.79 2.79 
 2F 柱 6.26 6.26  3F 梁 2.59 2.59 
 1F 柱 6.26 6.26  2F 梁 2.43 2.43 
単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 単位 ×10 2(cm2) ×10 2(cm2) 
WMAX  WMIN NLMAX NLMIN NBMAX NBMIN 

79.5t 79.5t 34 20 2 2 
 
 
(4) モンテカルロ法による設計骨組の信頼性解析 
 
 表 5-8(A)~(D)は、PNS0を 20,10,5,1(%)にそれぞれ指定した設計骨組の指定崩壊機構非形成

確率 PNS、全体崩壊機構形成確率 PG 及び崩壊確率 PF を示している。また、[  ]内の数値は、

確率 PF に対応する信頼性指標換算値を示す。これらの確率はモンテカルロ・シミュレーシ

ョン法の手順に基づき、乱数による降伏応力度の決定と軸力による曲げ耐力の低下を考慮し

た塑性ヒンジ法による荷重増分解析を繰り返すことにより計算している。試行回数は 4000
回である。同表中の(A)と(B)は、比較のため、軸力による曲げ耐力の低下を考慮せずに設計

した骨組の解析結果である。軸力による曲げ耐力の低下を考慮せずに設計した場合には、特
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に 11 層骨組において、指定崩壊機構非形成確率および骨組崩壊確率が、制約値を大きく上

回っている。このことから、指定崩壊機構非形成確率および骨組崩壊確率を制約した設計を

行う上で、軸力による曲げ耐力の低下を考慮することが、非常に重要であることがわかる。

一方、(C),(D)は、軸力による曲げ耐力の低下を考慮した設計骨組の解析結果であるが、PNS は、

いずれも制約値 PNS0を確実に下回っていることが確認できる。また、全体崩壊機構形成確率

PG は、99%を上回っている。PFは骨組 B において、制約値 2.28%と良く対応している。骨

組 D に関しては、この確率を若干上回っている。これは、限界状態関数における確率変数の

非線形性に対するテーラー一次近似の誤差によるものと考えられる。 
 

表 5-8(A) 指定崩壊機構非形成確率及び崩壊確率(骨組 B) 

         (軸力による曲げ耐力の低下を考慮せずに設計) 
PNS0 (%) W (t) PNS (%) PG(%) PF (%) [Ф-1(1－PF )] 

20 24.8 20.7 99.1 3.38 [1.83] 
10 25.2 10.6 99.7 3.35 [1.83] 
5 25.5 4.88 99.8 3.23 [1.85] 
1 26.3 0.900 100 3.30 [1.84] 

 
        表 5-8(B) 指定崩壊機構非形成確率及び崩壊確率(骨組 D) 

         (軸力による曲げ耐力の低下を考慮せずに設計) 
PNS0 (%) W (t) PNS (%) PG (%) PF (%) [Ф-1(1－PF )] 

20 76.3 25.9 98.0 8.40 [1.38] 
10 77.7 14.2 99.3 8.13 [1.40] 
5 79.0 7.40 99.7 7.80 [1.42] 
1 81.9 1.33 100 7.48 [1.44] 

 
表 5-8(C) 指定崩壊機構非形成確率及び崩壊確率(骨組 B) 

             (本節で示す方法による設計) 
PNS0 (%) W (t) PNS (%) PG(%) PF (%) [Ф-1(1－PF )] 

20 25.6 10.1 99.7  2.28  [2.00] 
10 25.9 4.38 99.8  2.28  [2.00] 
5 26.3 1.93 99.9  2.38  [1.98] 
1 27.0 0.525 100   2.30  [2.00] 

 
        表 5-8(D) 指定崩壊機構非形成確率及び崩壊確率(骨組 D) 

            (本節で示す方法による設計) 
PNS0 (%) W (t) PNS (%) PG (%) PF (%) [Ф-1(1－PF )] 

20 78.1 13.6 99.6 2.75  [1.91] 
10 79.5 6.98 100 2.63  [1.92] 
5 80.9 3.28 100 2.68  [1.92] 
1 83.8 0.500 100 2.73  [1.91] 

 
 
5.7 降伏強さのばらつきが崩壊機構指定骨組の経済性に与える影響 
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 前述したように、本研究では、鋼材の降伏強さを確率変数として取り扱っているが、現在、

建築構造用鋼材は、これまで用いられてきたＳＳ材及びＳＭ材から降伏強さのばらつきが比

較的小さいＳＮ材に移行されつつある。ここでは、このような降伏強さのばらつきの大きさ

が異なる種々の鋼材を想定し、降伏強さのばらつきの大きさが鋼構造最適設計骨組の経済性

に与える影響について考察する。表 5-9 に示すように、降伏強さの平均値と変動係数がそれ

ぞれ異なる６条件の鋼材を用いて考察する。F400－13 および F490－10 は、SS400、SM400
および SM490A の鋼材におおむね対応する。また、F400－7 および F490－6 は、SN400B
および SN490B の鋼材におおむね対応する。これらの降伏強さの平均値および標準偏差は、

文献 18)および某製鉄メーカーの SN 鋼材の素材引張試験結果を参考にして決定している。

また、F400－3.5 および F490－3 は、これらの鋼材よりさらに降伏強さのばらつきが小さい

場合を参考として設定した。調査対象は、5-6 節で用いられた骨組 B 及び骨組 D である。こ

の節では、指定崩壊機構の形成が保証されない骨組も調査したいので、指定崩壊機構非形成

確率を制約せず、βVE0を 0.0,1.0,2.0,3.0 にそれぞれ指定して設計した。その他の設計条件は、

5-6 節と同じである。図 5-6(A),(B)は、骨組重量と指定崩壊機構形成確率との関係を、F400
－13,F400－7,F400－3.5 および F490－10,F490－6,F490－3 について示したものである。

これらの図より、指定崩壊機構形成確率が上がるに従い、骨組重量は確実に増加しているこ

とが確認できる。また、F490 の方が F400 に比べて、骨組重量が小さいことがわかる。さら

に、降伏強さの平均値が同じ鋼材において、部材の降伏応力度のばらつきが大きければ、骨

組重量の増加の度合いも大きいことが分かる。その逆の場合、つまり降伏強さのばらつきが

小さければ、わずかの骨組重量の増加で梁降伏型全体崩壊機構の確実な形成が可能となるこ

とが分かる。表 5-10 は、文献 19)を参考にして決定したそれぞれの鋼種の 1ton あたり鉄鋼

販売単価（円／t）を示している。この鉄鋼販売単価に基づいて計算した骨組コストと指定崩

壊機構形成確率 PS との関係を図 5-7 に示す。なお、ここでの骨組コストとは鋼材の材料費

のみとする。この図より、βVE0 が小さい（指定崩壊機構形成確率が低い）場合は、

F490-6,F400-7(SN 材に対応)よりも F490-10、F400-13(SS 及び SM 材に対応)の方が骨組コ

ストは低価格だが、βVE0 を大きくする（指定崩壊機構形成確率を高くする）に従ってそれ

らの価格差は小さくなっていき、指定崩壊機構形成確率がほぼ 100%に近くなると

F490-6(SN490B に対応)が一番安くなることが分かる。これは、F490-6 が最も高い単価で

はあるが、降伏強さが大きくかつばらつきが小さいためであると考えられる。 
 

表 5-9 鋼材名称 

降伏強さ 
鋼材名称 

平均値 変動係数 対応する鋼種 図中の 
記号 

F400－13 2.8 13 SS400  □ 
F400－7 2.8 7 SN400B  △ 

F400－3.5 2.8 3.5 ―  ■ 
F490－10  3.7 10 SM490   ○ 
F490－6  3.7 6 SN490B   ◇ 
F490－3  3.7 3 ―   ● 
単位   tf／cm2 ％   
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表 5-10 鉄鋼販売単価 

鋼材名称 ｔ当たり単価 対応する鋼種 記号 
F400－13 35,000（円／t）   SS400 □ 
F400－7 41,000（円／t） SN400B △ 
F490－10 46,000（円／t） SM490  ○ 
F490－6 49,000（円／t） SN490B  ◇ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       (A) 骨組 B              (B) 骨組 D 

           図 5-6 骨組重量－指定崩壊機構形成確率関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       (A) 骨組 B               (B) 骨組 D 

図 5-7 骨組コスト－指定崩壊機構形成確率関係 
 
5.8 本章のまとめ 
 
[1] 本章では、指定崩壊機構非形成確率および骨組崩壊確率を制約することが可能な鋼構造

骨組のシステム信頼性制約下の最適信頼性設計手法を提案した。 
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[2] 提案設計手法を用いて、梁降伏型全体崩壊機構を指定崩壊機構とした数種類の鋼構造平

面骨組の設計を行い、その設計解を示した。さらに、最適化手法の妥当性を検証するために、

設計解の大域的最適性、収束性について調査を行った。大域的最適性に関しては、本設計法

では大域的最適解あるいはそれと骨組重量の極めて近い設計解が得られていると推論し得る

結果を得た。また収束までのシンプレックス法の繰り返し回数は最大でも 32 回、信頼性指

標βVE0の修正回数も 2 回以内であり収束性は良好であった。 
[3] 本手法により設計された骨組の指定崩壊機構非形成確率は上限の目標値PNS0を確実に下

回っていることが、モンテカルロ・シミュレーション法により確認できた。また、骨組の崩

壊確率は、制約値 PF0と良い対応を示すことが確認できた。 
[4] 軸力による曲げ耐力の低下を考慮した最適設計手法を示した。また、提案設計手法の妥

当性を検証し、大域的最適性、収束性ともに良好な結果を得た。さらに、設計された骨組の

指定崩壊機構非形成確率をモンテカルロ法により計算し、制約値 PNS0を確実に下回っている

ことが確認できた。また、骨組崩壊確率についても、制約値 PF0とおおむね良い対応を示す

ことが確認できた。 
[5] 本論文で扱った設計例では、確実な梁降伏型全体崩壊機構の形成をめざす設計において

は、降伏強さが高くかつばらつきが小さい SN490B を使用するのが、材料費に関する限り経

済的であるという結果が得られた。 
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第 6 章 崩壊機構と累積塑性変形を制御した鋼構造骨組の最小重量

設計 
 
6.1 本章の目的 
  
 第 3 章では、比例荷重を受ける鋼構造骨組の指定崩壊機構の形成を直接的かつ厳密に判定

する方法を示し、指定崩壊機構形成のための制約条件と崩壊荷重に対する制約条件を取り扱

った最小重量設計手法を提案した。また、第 4 章及び第 5 章では、各部材の降伏強さを確率

変数とし、指定崩壊機構の形成される確率をも制約可能な最小重量設計手法を提案した。た

だし、これまでの章では、外力を静的荷重としている。そこで、本章では、激震時における

動的応答を考慮した崩壊機構指定骨組の最小重量設計問題が取り扱われる。 
 一般的な多層建築構造物の最適設計問題に対して、動的弾性応答を制約した研究は、これ

までに数多く行われ 1)~6)、地震外乱の応答スペクトル特性が指定されさえすれば、応答スペ

クトル法に基づいたこれらの提案設計手法により、かなり高い精度で層間変形や部材応力な

どの動的弾性応答を制約する最適設計が可能である。一方、動的弾塑性応答を直接制約した

多層平面骨組の最適設計は、非線形時刻歴応答解析とその設計感度解析および数理計画法の

適用により理論的には可能であるが例えば 7)~9)、現時点では、あまり有効な方法であるとは考

えられていない 14)17)。その主な理由として、以下が挙げられる。 
 
（１）コンピュータによる計算時間 
 設計感度解析に基づく数理計画法を用いた最適設計では、多数回の応答解析が不可欠とな

る。それ自体でも計算時間のかかる時刻歴応答解析を多数回繰り返す必要が生じるため、現

在のコンピュータの計算処理能力をもってしても莫大な計算時間がかかることになる。ただ

し、コンピュータのハードウェア面での進歩は、これから先も続くはずであり、遠くない将

来、この問題が自動的に解決される可能性はないとは言えない。 
（２）設計用地震動（加速度時刻歴）の選定 
 時刻歴応答解析に基づく最適設計では、設計用地震動の加速度時刻歴を選定しなければな

らない。応答スペクトル特性、位相特性にばらつきを有する地震動群の中から、特定の加速

度時刻歴のみを選定し、それを採用することは、耐震設計における危険側の評価につながる。

しかし、複数の地震動群への理論的拡張は困難であることが予想される。 
（３）大域的最適性に関する検証の困難さ 
 数理計画法に基づくアプローチでは、一般に、最適設計問題が非線形制約条件付最小化（ま

たは最大化）問題として定式化されることが多い。このような問題は、特別な形でない限り、

得られる解の大域的最適性が理論的に保証できない。そこで、本論文のこれまでの章で示し

たように、乱数等を用いて作成した多数の初期設計解を与え、設計解の大域的最適性を検証

することが望ましい。しかし、前述の設計手法では、（１）の理由から、このような検証が困

難である。 
 
 これに対して、応答スペクトル法に基づく動的弾性応答解析の理論を基本として、弾塑性
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応答を近似的に予測する方法を考え、地震時における弾塑性骨組の最大応答塑性率を間接的

に指定した設計手法あるいは最適設計手法がいくつか提案されている 10)~17) 。 
 石丸らは、梁降伏型架構に対して、等価線形化法と応答スペクトル法により、梁部材塑性

率が全層で同一の指定値となるような梁降伏モーメントを求める設計手法を提案している

10)~12)。また、Shibata and Sozen は、ＲＣ骨組に対して、等価線形化法と応答スペクトル法

を用いて、部材塑性率を目標値に近づける設計手法を提案し、記録地震波を入力地震波とし

た時刻歴応答解析により提案設計手法の精度を検証している 13)。山田らは、多自由度せん断

型構造物を対象として、Shibata and Sozen と同様、等価線形化法と応答スペクトル法を用

いて、層塑性率を目標値に近づける最適設計手法を提案している 14)。しかし、そこでは、提

案設計手法の計算精度は検証されていない。中村、小坂は、レベル 1 応答スペクトル適合地

震外乱（中小地震）に対して、部材の材端縁ひずみの最大応答値が指定値となるように部材

設計できる弾性応答制約設計手法を提案し，時刻歴応答解析により設計手法の精度を検証し

ている。各層とも同一のひずみを指定した場合には、レベル 2 の地震外乱（大地震）に対し

て、塑性変形が層方向に分散する挙動を呈することを示している 15)。また、弾性限到達時の

地震動のレベル 2 地震動に対する比をレベル 2 骨組余裕率と定義し、この骨組余裕率を用い

て層塑性率を間接的に指定する設計手法を提案している 16)。T.Nakamura,Tsuji and 
Takewaki は、大地震時における部材塑性率を Virtually Elastic Frame（弾性限を超えても

線形弾性を仮定した骨組）における材端弾性ひずみ応答比（部材端ひずみ応答値の降伏ひず

み値に対する比）で近似することにより、全層でおおむね同一の部材塑性率を指定する設計

手法を提案している 17)。また、設計手法の精度を時刻歴応答解析により検証している 17)。 
 このように、弾塑性骨組の最大応答塑性率を近似的かつ間接的に指定した設計手法あるい

は最適設計手法が、いくつか提案されており、全層でほぼ同一でかつあまり大きくない塑性

率が指定される場合、実際の（非線形時刻歴応答解析により得られる）最大応答塑性率は、

指定値に近い値となることが示されている。 
 ところで、国内の鋼構造の研究分野では、激震時に被る部材の損傷量や部材の保有する塑

性変形能力の評価のための指標としては、最大変形量よりもむしろ履歴エネルギー吸収量が

有効であると考えられ、既に、累積塑性変形倍率 18)が鋼構造部材の損傷量を評価するための

指標として広く用いられている例えば 19)~22)。また、国外では、マイナー則に基づく方法例えば 23)、

履歴エネルギー吸収量に基づく方法例えば 24)、最大変形と履歴エネルギー吸収量を結合させた

方法例えば 25)等が、鋼構造骨組あるいはＲＣ骨組の損傷量を評価するための指標として提案さ

れている。 
 秋山らは、弾塑性多質点せん断系の時刻歴応答解析結果から各層の累積塑性変形倍率をお

おむね均等にする降伏層せん断力係数分布（最適降伏せん断力係数分布）を決定し、構造物

の降伏層せん断力分布の最適分布からのずれと構造物に投入されるエネルギーの釣り合いか

ら各層の累積塑性変形倍率を簡便に予測する方法を提案している 26)27)。また、それに基づい

た耐震設計理論を構築している 18)。しかし、このような地震時における累積塑性変形量を制

約の対象とした建築骨組の設計手法に関する研究は、極めて数が少なく、また、最適設計手

法に関する研究もほとんど存在しない。 
 本章の研究目的を以下に示す。 
(1) 崩壊機構指定骨組の塑性化指定部位における一部材端あたりの平均累積塑性変形倍率の
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予測式が示され、上述の予測式に基づく制約条件と応答スペクトル法に基づき決定された比

例荷重下での指定崩壊機構形成のための制約条件を課した最小重量設計を行う。 
(2) (1)で述べた２種類の制約条件が激震時においても有効に機能するか応答スペクトル適合

人工地震動を入力地震動とした時刻歴応答解析により調査する。 
(3) また、比例荷重下において塑性化指定部位が同時降伏するための制約条件を追加した最

小重量設計も行い、このような制約条件が、激震時における部材の損傷分布に与える影響を

調査する。 
 本章の概要を以下に示す。 
 まず、6.2 節で基本仮定が述べられた後、6.3 節で、応答スペクトル法（ＳＲＳＳ法）に基

づいて決定された比例荷重のもとでの崩壊機構指定骨組の最小重量設計が行われる。制約条

件としては、崩壊荷重を用いずに、一部材端あたりの平均累積塑性変形倍率予測式が用いら

れる。また、最小重量設計骨組を対象とした、応答スペクトル適合人工地震動作用下の時刻

歴応答解析が行われる。解析結果から、このような比例荷重のもとでの指定崩壊機構形成の

ための制約条件および前述の平均累積塑性変形倍率の予測式に基づく制約条件が、激震時に

おいても有効に機能することが示される。しかし、たとえ梁降伏型全体崩壊機構が指定され

ていたとしても、個々の塑性化指定部位の累積塑性変形倍率には大きなばらつきがあること

も解析結果から明らかにされる。そこで、6.4 節では、塑性化指定部位の損傷分布を分散化さ

せるための条件として、比例荷重下における部材の降伏の同時性を取り上げ、塑性化指定部

位を同時降伏させる制約条件を追加した最小重量設計を行う。また、時刻歴応答解析結果か

らこのような同時降伏条件が、骨組部材の層方向の損傷分散化に大きな役割を果たすことが

示される。 
 
 

6.2 基本仮定 

 
本節の最小重量設計では、以下の仮定が用いられる。 

（基本仮定 6-1）一定の設計用鉛直荷重{P0}が載荷された後、設計用水平荷重{PH}を単位荷

重とする比例荷重が載荷される鋼構造骨組を対象とするが、その荷重分布は、後の節で示す

設計用応答スペクトルに基づき、決定される。 
（基本仮定 6-2）部材の弾性変形に関して、軸伸縮及び曲げ変形を考慮する。 
（基本仮定 6-3）塑性ヒンジ理論を適用する。 
（基本仮定 6-4）塑性ヒンジの軸力による曲げ耐力の低下を第 5 章 5.6.1 節の式を用いて考慮

する。 
（基本仮定 6-5）幾何学的非線形性を考慮しない。 
（基本仮定 6-6）降伏強さおよび設計荷重を確定変数とする。（本章では、確率論的展開はな

されない。） 
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6.3 累積塑性変形骨組平均を制御した崩壊機構指定骨組の最小重量設計と激震時

挙動 
 
 
6.3.1 設計用応答スペクトル 
 
 本研究では、文献 28)を参考にして作成した次式の応答スペクトルを設計用応答スペクト

ルとして採用する。 
 

( )

( )

( )













≤⋅⋅
⋅

≤≤⋅⋅⋅

⋅≤≤⋅⋅






 ⋅
⋅
−

+

=

)(

)(

)0(
1

1

),(

TTcAh
T

Tcf
TcTTcdAhf

TcdTAhT
Tcd

f

hTS

A

A

A

A

α

α

α

 (6-1~3) 

 

),(
2

),( hTSThTS AV ⋅=
π

 (6-4) 

 
Ｔ：建物の固有周期 
ｈ：建物の減衰定数 
SA: 設計用加速度応答スペクトル（図 5-1 参照） 
SV: 設計用速度応答スペクトル（図 5-2 参照） 
 
 上式中の各パラメータは、fA = 2.5, Tc = 0.5, d = 0.5 としている。 
 α(h)は、2%減衰を基準とした減衰による応答スペクトルの低減係数を表し、次式により

与えることにした。 
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(6-6)式は、Rosenblueth ら 20)参照により提案された無減衰応答に対する応答スペクトルの

低減係数であり、地震継続時間の固有周期に対する比τ（ここではτ=10 としている。）、減

衰定数ｈの関数となっている。 
 また、(6-1)式中の A は、1005(gal)としている。この値は、SV(Tc,0.02)が 200(kine) とな

るように決定している。 



115

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 6-1 設計用加速度応答スペクトル   図 6-2 設計用速度応答スペクトル 
 
 
6.3.2 設計用層せん断力 
 
 6.3.1 で示した設計用応答スペクトルを用いれば、多層建物の設計用層せん断力は、二乗和

平方根法（ＳＲＳＳ法）により次式のように決定することができる。 
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Qi: ｉ層のせん断力 
ｗj: ｊ層の重量 
βm: m 次刺激係数 
ujm : ｊ層のｍ次振動モード 
Ｔm: ｍ次固有周期 
ｈm: ｍ次減衰定数（h1=0.02,高次の減衰定数は、高次の固有振動数に比例するように決定。） 
n: 層数 
ｇ: 重力加速度 
 
 
6.3.3 指定崩壊機構形成のための制約条件 
 
 6.3.2 の設計用層せん断力を有する比例荷重作用下の鋼構造骨組の終局状態において指定

崩壊機構が形成されるための制約条件を考慮する。指定崩壊機構形成のための制約条件は、

第 3 章と同じ形であるが、重複を厭わず次式で示す。 
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 ここで、Ｎe は、非塑性化指定部位の総数を表す。また、下付き添え字ｉのある記号は、

ｉ番目の非塑性化指定部位に関する記号であることを表す。Ｚp は、塑性断面係数、ｓy は、

降伏強さである。 (6-8)式中のｍXは、非塑性化指定部位には塑性ヒンジが発生しない（常に

弾性域）という条件下で荷重増分解析を行い、終局状態において指定崩壊機構が形成される

までの非塑性化指定部位の曲げモーメントの最大値を表す。 
 
 
6.3.4 累積塑性変形骨組平均に対する制約条件 
 
 崩壊機構指定骨組の塑性化指定部位における一部材端あたりの平均累積塑性変形倍率は、

次式の Sη で予測できる。 
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m

E

1
θ

η  (6-9) 

 

 本研究では、この Sη を累積塑性塑性変形骨組平均と呼ぶことにする。 

 (6-9)式の mpi は、塑性化指定部位ｉの全塑性モーメントを表す。θyi は、塑性化指定部位

ｉの降伏回転角であり、次式を用いる。 
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6
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=θ  (6-10) 

 
Li : 塑性化指定部位ｉが属する部材の材長 
Ii : 塑性化指定部位ｉの断面二次モーメント 
 
  (6-9)式の Ep は、地震時における骨組全体での塑性履歴エネルギー吸収量を表す。文献

18)22)等の時刻歴応答解析結果から判断すれば、Ep は、次式によりおおむね予測すること

が可能である。 
 

2}{
2
1

MAXVP S
g

WE =  (6-11) 

 
Ｗ : 建物全重量 
ｇ: 重力加速度 
SVMAX : 設計用速度応答スペクトルの最大値 
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 (6-11)式の Sη に対して、以下の制約条件を課す。 

0ηη ≤S  (6-12) 

 
η0：累積塑性変形骨組平均の制約値 
 
 
6.3.5 最小重量設計問題 
 
 第 2 章で述べた部材断面性能間の関係式(3-4),(3-5)式を用いれば、最小重量設計問題は、以

下に示す制約条件付き最小化問題として定式化できる。 
 

minimize which ,...,A,A A Find
DN21  
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a
aa LAf

1
ρ                (6-13) 

 
and 12)-(68),-eq.(6 to  subjected  

 

( )DaUaaL NaAAA ,...,2,1=≤≤ 　  (6-14) 

 
ここで、ρ及びＬは、鋼材の単位体積

重量、部材長、AL ,AU は、設計変数に関

する下限と上限の制約条件値を示す。 
 
 
6.3.6 設計手順 
 
 設計フローを図 6-3 に示す。図に示す

ように、まず、設計条件の入力を行い、

次に静的骨組解析による各層の剛性の計

算と固有値解析により、応答スペクトル

法に基づく設計用層せん断力分布を決定する。その後、6.3.5 の最小重量設計問題を定式化し、

SLP 法 29)により解く。このような固有値解析と SLP による最適化を設計の変更量が十分小

さくなるまで繰り返し、変更量が十分小さくなれば設計を終了する。 

 
設計条件の入力 

各層の剛性の計算 

固有値解析

(6-7)式を用いて設計

用層せん断力を決定 

最適設計問題

の定式化 

SLP 法による最適化

 収束の判定

計算の終了 

O.K. 

N.G.

図 6-3 設計フロー 
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6.3.7 最小重量設計 
 
(1) 設計条件 
 
 設計骨組は、図 6-4(A)～(F)に示す 5 層 3 スパン（骨組Ａ）、8 層 3 スパン（骨組Ｂ）、11
層 3 スパン（骨組Ｃ）、8 層 2 スパン（骨組 D）、8 層 5 スパン（骨組 E）の鋼構造純ラーメ

ン架構である。設計に関する条件を表 6-1 に示す。ヤング係数は 2100(tf/cm2)，降伏強さは

3.3(tf/cm2)としている。また、使用する部材断面として柱は角形鋼管，梁は細幅系列の H 形

鋼を想定し、第 3 章で述べた部材断面性能間の関係式(3-4),(3-5)式中のαZP,αIの値は，柱部

材に対して，αZP=0.95,αI=1.08，梁部材に対して，αZP=1.78,αI=3.65 としている。部材断

面のグルーピングについては、柱は、最下層のみ 2 層で 1 グループ、その他の層については、

3 層で 1 グループである。梁は、各層で 1 グループとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-4(A)骨組 A 
 
 
 
 

                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-4(B)骨組 B             図 6-4(C)骨組 C 
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従って，設計変数の総数は，骨組Ａが 7，骨組Ｂが 11，骨組Ｃは 15、骨組Ｄは 19、骨組Ｅ、

骨組Ｆは 11 である。(6-8)式で用いられる累積塑性変形倍率に関する制約条件値η0 は、3.0
としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-4(D)骨組 D              図 6-4(E)骨組 E 
 
 
                      表 6-1 設計に関する諸条件 

 設計用床荷重         0.8 (tf／m2) 
層せん断力分布 設計用応答スペクトルに基づき計算 
指定崩壊機構 梁降伏先行形全体崩壊機構 
塑性化部位 梁端部，第 1 層柱脚部 
非塑性化部位 第 1 層柱脚部を除く柱端部，梁中央部 
降伏強さｓy  ｓy = 3.3  (tf／cm2) 
   αZP 0.949 (角形鋼管柱),  1.783 (Ｈ形鋼梁) 
   αI 1.076 (角形鋼管柱),  3.648 (Ｈ形鋼梁) 

 
 
(2) 最小重量設計骨組 
 
 表 6-2(A)～(E)は、最小重量設計骨組の部材断面積 A(cm2)、全塑性モーメントｍp、設計解

の骨組重量Ｗ(t)、収束までに要したシンプレックス法の繰り返し回数N、一次固有周期T(sec)、
荷重増分解析による崩壊機構形成時ベースシャー比ＣC を示している。与えた設計変数の初

期値は、柱断面積 200cm2、梁断面積 100cm2である。ここで、崩壊機構形成時ベースシャー

比 Cc は、地震時における第 1 層弾性最大応答せん断力に対する崩壊機構形成時における第

一層せん断力 Q1（(6-7)式）の比である。 
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表 6-2(A) 設計解（骨組 A） 

 部材    A   mP  部材    A    mP 
 5F 柱   3.74   2.27  RF 梁  0.750   0.384 
 4F 柱   3.74   2.27  5F 梁   2.11    1.80 
 3F 柱   3.74   2.27  4F 梁   2.08    1.76 
 2F 柱   4.31   2.80  3F 梁   2.57    2.42 
 1F 柱   4.31   2.80  2F 梁   2.65    2.54 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)  単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
    W (t)    N      T (s)      Cc 
     40.0    15      0.651    0.565 

 
 

表 6-2(B) 設計解（骨組 B） 

 部材    A   mP  部材    A    mP 
 8F 柱   3.05   1.67  RF 梁  0.750   0.384 
 7F 柱   3.05   1.67  8F 梁   1.67    1.27 
 6F 柱   3.05   1.67  7F 梁   1.72    1.32 
 5F 柱   4.07   2.57  6F 梁   1.97    1.63 
 4F 柱   4.07   2.57  5F 梁   2.63    2.51 
 3F 柱   4.07   2.57  4F 梁   2.53    2.37 
 2F 柱   4.41   2.90  3F 梁   2.75    2.68 
 1F 柱   4.41   2.90  2F 梁   2.70    2.61 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)  単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
    W (t)    N      T (s)      Cc 
     62.7    18      1.013    0.552 

 
 

表 6-2(C) 設計解（骨組 C） 

 部材    A   mP  部材    A    mP 
 11F 柱   2.73   1.42  RF 梁  0.750   0.384 
 10F 柱   2.73   1.42  11F 梁   1.67    1.45 
 9F 柱   2.73   1.42  10F 梁   1.72    1.53 
 8F 柱   3.58   2.12  9F 梁   1.97    1.76 
 7F 柱   3.58   2.12  8F 梁   2.63    2.31 
 6F 柱   3.58   2.12  7F 梁   2.53    2.24 
 5F 柱   4.20   2.70  6F 梁   1.97    2.33 
 4F 柱   4.20   2.70  5F 梁   2.63    2.73 
 3F 柱   4.20   2.70  4F 梁   2.53    2.66 
 2F 柱   4.46   2.95  3F 梁   2.75    2.82 
 1F 柱   4.46   2.95  2F 梁   2.70    2.72 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)  単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
    W (t)    N      T (s)      Cc 
     85.5    24      1.389    0.546 
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表 6-2(D) 設計解（骨組 D） 

 部材    A   mP  部材    A    mP 
 8F 柱   3.02   1.64  RF 梁  0.750   0.384 
 7F 柱   3.02   1.64  8F 梁   1.67    1.27 
 6F 柱   3.02   1.64  7F 梁   1.73    1.34 
 5F 柱   4.12   2.62  6F 梁   1.96    1.62 
 4F 柱   4.12   2.62  5F 梁   2.63    2.52 
 3F 柱   4.12   2.62  4F 梁   2.53    2.37 
 2F 柱   4.47   2.97  3F 梁   2.75    2.66 
 1F 柱   4.47   2.97  2F 梁   2.52    2.36 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)  単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
    W (t)    N      T (s)      Cc 
     46.3    13      1.069    0.537 

 
表 6-2(E) 設計解（骨組 E） 

 部材    A   mP  部材    A    mP 
 8F 柱   3.18   1.77  RF 梁  0.750   0.386 
 7F 柱   3.18   1.77  8F 梁   1.72    1.33 
 6F 柱   3.18   1.77  7F 梁   1.72    1.33 
 5F 柱   4.22   2.71  6F 梁   1.95    1.60 
 4F 柱   4.22   2.71  5F 梁   2.67    2.57 
 3F 柱   4.22   2.71  4F 梁   2.51    2.34 
 2F 柱   4.52   3.01  3F 梁   2.74    2.67 
 1F 柱   4.52   3.01  2F 梁   2.81    2.78 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)  単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
    W (t)    N      T (s)      Cc 
     105.6    16      1.087    0.547 

 
 

6.3.8 設計骨組の激震時挙動 

 
(1) 時刻歴応答解析プログラム 
 
 時刻歴応答解析には、任意平面骨組の複合非線形解析プログラム CLAP.f 30)31）を用いる。 
部材端作用力に対する初期降伏条件には、第 5 章で示した(5-29)~(5-30)式と同様の式が用い

られている。また、塑性剛性行列の作成には、一般化硬化塑性ヒンジ法 30)31）参照が用いられ

ている。数値積分法には，Newmark のβ法(β=1/4)が用いられている。 
 
 
(2) 時刻歴応答解析の仮定 
 
 材料特性は、バイリニア型（ヤング係数 2100tf／cm、降伏応力度 3.3 tf／cm2、ひずみ硬

化（弾性勾配の）1/50）とする。数値積分の時間増分は 1/200(sec)，減衰は剛性比例型（瞬 
間剛性）とし，1 次モードの減衰定数を 0.02 とする。 
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(3) 人工地震動 
 
 設計用応答スペクトルに適合する人工地震動を 10 波作成し，その平均値の挙動を調査す

る。これ以降に示す時刻歴応答解析結果は、すべて特に断りのない限り、人工地震動 10 波

の平均応答が示されている。これらの人工地震動は，正弦波合成法 32）により作成されてい

る。計算には文献 33）のプログラムが一部用いられている。包絡関数は、次式で示す Jennings
型のものを使用している 33）参照。 
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 上式において、Tb=3.8,Tc=19.4,Td=40.96, a =0.11 としている。 

6.3.1 節の設計用速度応答スペクトルに対して、各評価点（ここでは、離散フーリエ変換に

おける円振動数の各離散値に対応するすべての周期を評価点としている。）における自乗誤差

の和の平方根が 5％以下となるよう作成している。位相特性は一様乱数を用いている。継続

時間は 40.96 (sec)としている。作成した人工地震動の１つの加速度波形，加速度応答スペク

トル及び速度応答スペクトルを図 6-5(A)~(C)に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-5(A) 加速度波形 

   図 6-5(B) 加速度応答スペクトル    図 6-5(C) 速度応答スペクトル 
 
 

 α

T0 1 0 2 0 3 0 4 0- 1 0 0 0

0

1 0 0 0

S

T

A

0.1 10

1 0 00

2 0 00

3 0 00
Sv

T0 .1 10

10 0

20 0

30 0



123

1F

2F

3F

4F

5F

6F

0 5 10 15

η

RF

1F

2F

3F

4F

5F

6F

7F

8F

9F

0 5 10 15

η

RF

1F
2F
3F
4F
5F
6F
7F
8F
9F

10F
11F
12F

0 5 10 15

η

 RF

(4) 激震時挙動 

 
 表 6-3(A)は、各最小重量設計骨組における材端累積塑性変形倍率骨組平均値 sη の解析値と

予測値を表している。解析値は、時刻歴応答解析により得られた地震終了時における各部材

端の累積塑性変形倍率（塑性ヒンジ回転角の累積値の降伏回転角θy に対する比）を骨組全

体で平均した値である。予測値は、(6-9)式によるものである。予測値は、制約値η0(=3.0)と
一致しており、制約条件値一杯となっていることが分かる。一方、解析値は、骨組 A で、制

約値を 10％程度超過しているものの、他の骨組では、制約値を下回っており、部材端の累積

塑性変形倍率平均値の予測値に対する制約条件が激震時においても有効に機能していると考

えられる。また、表 6-3(B)は、地震終了時における損傷に寄与するエネルギー入力の速度換

算値の解析値と(6-11)式で用いた設計用速度応答スペクトルの最大値 SVMAX を表している。

損傷に寄与するエネルギー入力の解析値は、骨組 A で SVMAXを 10％超過しているものの、

解析値と SVMAXはよい対応を示している。図 6-6 は、時刻歴応答解析により得られた地震終

了時における各柱梁部材端の累積塑性変形倍率を同一層内で平均した値を示している。非塑

性化指定部位の柱の損傷（□印）は、いずれの骨組も非常に小さく、比例荷重下における指

定崩壊機構形成のための制約条件が激震作用下においても有効に機能していることがわかる。

しかし、最下層柱脚および梁の損傷（■印）は、各層でばらつきが大きく、たとえ梁降伏型

全体崩壊機構の形成が比例荷重下において保証されていたとしても、梁部材端部の損傷分布

は、必ずしも分散化されないことが分かる。 
 
 

表 6-3(A) 部材端累積塑性変形倍率骨組平均値の解析値と予測値 
 骨組 A 骨組 B 骨組 C 骨組 D 骨組 E 

解析値/予測値 3.37/3.00 2.41/3.00 2.28/3.00 2.47/3.00 2.39/3.00 
 

表 6-3(B) 損傷に寄与するエネルギー入力の解析値と SVMAX（速度換算値 kine） 
 骨組 A 骨組 B 骨組 C 骨組 D 骨組 E 

解析値/ SVMAX 218/200 181/200 184/200 189/200 191/200 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-6(A) 部材端累積塑性変形倍率の層平均値（骨組 A,B,C） 
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図 6-6(B) 部材端累積塑性変形倍率の層平均値（骨組 D,E） 
 
 
6.4 部材の同時降伏性を考慮した崩壊機構指定骨組の最小重量設計と激震時挙動 

 
6.3 節では、応答スペクトル法に基づき決定された設計用比例荷重下において指定崩壊機構

が形成されるための制約条件および塑性化指定部位における部材端累積塑性変形倍率平均値

の予測値に対する制約条件を課した最小重量設計を行った。さらに、応答スペクトル適合人

工地震動を入力地震動とした最小重量設計骨組の時刻歴応答解析を行い、部材端の累積塑性

変形倍率平均値の予測値に対する制約条件が激震時においても有効に機能していることが確

認された。また、柱の損傷は、いずれの骨組も最下層柱脚を除き、非常に小さく、比例荷重

下における指定崩壊機構形成のための制約条件も激震作用下において有効に機能しているこ

とが確認された。しかし、梁部材端部の累積塑性変形倍率は、各層でばらつきが大きく、た

とえ梁降伏型全体崩壊機構の形成が比例荷重下において保証されていたとしても、最下層注

脚部および梁部材端部の損傷分布は、必ずしも分散化されないことも明らかとなった。そこ

で、本節では、塑性化指定部位が比例荷重下において同時に降伏するための制約条件を示し、

それを追加した最小重量設計を行う。また、時刻歴応答解析により、この制約条件が塑性化

指定部位の損傷分布に与える影響を調査する。 
 
 
6.4.1 塑性化指定部位の同時降伏のための制約条件 
 
 ここでは、塑性化指定部位の同時降伏のための制約条件として、(6-7)式の層せん断力分布

を有する静的荷重作用下における材端弾性曲げモーメントの最大値の全塑性モーメントに対

する比ｍMAXCi／ｍPCi、ｍMAXBi／ｍPBi が、塑性化指定部位を含むすべての設計変数部材で同

一となる条件を用いる。この制約条件は、文献 17)や 15)の方法と式の形やアプローチの仕方

は異なるが、ほぼ同様の効果を有すると考えられる。また、この制約条件は、応答スペクト

ル法に基づいて決定した設計用比例荷重下において塑性化指定部位を同時降伏させることを

意味する。 
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(1) 梁部材の塑性化指定部位 
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ｍpB i :ｉ番目の梁部材設計変数の全塑性モーメント 
ｍmaxB i :ｉ番目の梁部材設計変数に作用する材端モーメントの最大値 
ＮDB : 梁部材設計変数の総数 
 
(2) 柱部材の塑性化指定部位 
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ｍpC i :ｉ番目の柱部材設計変数の全塑性モーメント 
ｍmaxC i :ｉ番目の柱部材設計変数に作用する材端モーメントの最大値 
ＮDC : 柱部材設計変数の総数 
 
上式中の材端曲げモーメントは、(6-7)式の層せん断力分布を有する外力を作用させたとき

の弾性解析値である。εBは、許容誤差を表すパラメータであり、ここでは、0.001 とする。

上式が満足されれば、比例荷重下においてすべての梁の塑性化指定部位が同時降伏するため、

地震時においても塑性化指定部位がおおむね均等に損傷を受けることが期待できる。また、

αC は、柱の塑性化指定部位（最下層柱脚）の損傷の集中を防止するための強度的余裕を確

保するパラメータであり、ここでは、αCは、1.05 としている。 
 
 
6.4.2 最小重量設計 

 
 6.3.5 節の最小重量設計問題に制約条件式として(6-16)式および(6-18)式が追加されるが、設

計手順は、6.3.6 節と基本的に同じである。また、基本的な設計条件も 6.3.6 節と同じである。
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最小重量設計骨組の部材断面積 A(cm2)、全塑性モーメントｍp、設計解の骨組重量Ｗ(t)、収

束までに要したシンプレックス法の繰り返し回数 N、一次固有周期 T(sec)、荷重増分解析に

よる崩壊機構形成時ベースシャー比ＣCを表 6-4 に示す。 
 
 

表 6-4(A) 設計解（骨組 A） 

 部材    A   mP  部材    A    mP 
 5F 柱   3.78   2.30  RF 梁  0.750   0.384 
 4F 柱   3.78   2.30  5F 梁   1.89    1.53 
 3F 柱   3.78   2.30  4F 梁   2.25    1.98 
 2F 柱   4.78   3.28  3F 梁   2.57    2.43 
 1F 柱   4.78   3.28  2F 梁   2.52    2.36 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)  単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
    W (t)    N      T (s)      Cc 
     41.0    13      0.639    0.565 

 
表 6-4(B) 設計解（骨組 B） 

 部材    A   mP  部材    A    mP 
 8F 柱   3.14   1.74  RF 梁  0.750   0.384 
 7F 柱   3.14   1.74  8F 梁   1.51    1.09 
 6F 柱   3.14   1.74  7F 梁   1.84    1.47 
 5F 柱   4.29   2.79  6F 梁   2.13    1.83 
 4F 柱   4.29   2.79  5F 梁   2.40    2.19 
 3F 柱   4.29   2.79  4F 梁   2.54    2.39 
 2F 柱   5.06   3.56  3F 梁   2.73    2.65 
 1F 柱   5.06   3.56  2F 梁   2.55    2.40 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)  単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
    W (t)    N      T (s)      Cc 
     64.8    16      0.989    0.548 

 
表 6-4(C) 設計解（骨組 C） 

 部材    A   mP  部材    A    mP 
 11F 柱   2.75   1.43  RF 梁  0.840   0.450 
 10F 柱   2.75   1.43  11F 梁   1.30   0.869 
 9F 柱   2.75   1.43  10F 梁   1.63    1.22 
 8F 柱   3.87   2.38  9F 梁   1.89    1.53 
 7F 柱   3.87   2.38  8F 梁   2.11    1.81 
 6F 柱   3.87   2.38  7F 梁   2.25    1.99 
 5F 柱   4.70   3.20  6F 梁   2.41    2.20 
 4F 柱   4.70   3.20  5F 梁   2.57    2.43 
 3F 柱   4.70   3.20  4F 梁   2.67    2.56 
 2F 柱   5.41   3.94  3F 梁   2.81    2.77 
 1F 柱   5.41   3.94  2F 梁   2.56    2.41 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)  単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
    W (t)    N      T (s)      Cc 
     89.8    17      1.341    0.559 
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表 6-4(D) 設計解（骨組 D） 

 部材    A   mP  部材    A    mP 
 8F 柱   3.12   1.73  RF 梁  0.750   0.384 
 7F 柱   3.12   1.73  8F 梁   1.46    1.04 
 6F 柱   3.12   1.73  7F 梁   1.91    1.56 
 5F 柱   4.35   2.84  6F 梁   2.13    1.83 
 4F 柱   4.35   2.84  5F 梁   2.38    2.16 
 3F 柱   4.35   2.84  4F 梁   2.57    2.42 
 2F 柱   4.85   3.35  3F 梁   2.76    2.70 
 1F 柱   4.85   3.35  2F 梁   2.42    2.22 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)  単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
    W (t)    N      T (s)      Cc 
     47.6    16      1.051    0.540 

 
表 6-4(E) 設計解（骨組 E） 

 部材    A   mP  部材    A    mP 
 8F 柱   3.25   1.84  RF 梁  0.750   0.386 
 7F 柱   3.25   1.84  8F 梁   1.48    1.06 
 6F 柱   3.25   1.84  7F 梁   1.95    1.60 
 5F 柱   4.42   2.91  6F 梁   2.15    1.86 
 4F 柱   4.42   2.91  5F 梁   2.38    2.16 
 3F 柱   4.42   2.91  4F 梁   2.61    2.49 
 2F 柱   5.37   3.90  3F 梁   2.81    2.78 
 1F 柱   5.37   3.90  2F 梁   2.49    2.31 
 単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm)  単位 ×10 2(cm2) ×10 4(tfcm) 
    W (t)    N      T (s)      Cc 
     109.1    18      1.060    0.546 

 
 
6.4.3 激震時挙動 
 
塑性化指定部位の同時降伏制約条件を追加した最小重量設計骨組の地震終了時における各

柱梁部材端の累積塑性変形倍率層平均値を図 6-7 に示す。図 6-7(A)は、η0=3 における骨組（塑

性化指定部位◆、柱非塑性化指定部位◇）であり、前節の同時降伏制約が考慮されない骨組

（塑性化指定部位■、柱非塑性化指定部位□）も示されている。両者を比較すると、同時降

伏制約の考慮された骨組は、塑性化指定部位（最下層柱脚および各層の梁端部）の損傷が層

方向に分散化されていることが確認できる。このことから、設計用応答スペクトルに基づい

て決定された比例荷重のもとで、塑性化指定部位を同時降伏させる条件は、地震時における

部材の損傷の分散化に大きな役割を果たすものと考えられる。図 6-7(B)は、η0=3 の骨組（塑

性化指定部位◆、柱非塑性化指定部位◇）とη0=9 の骨組（塑性化指定部位●、柱非塑性化

指定部位○）の材端累積塑性変形倍率層平均値を示している。これらの図から、材端累積塑

性変形倍率は必ずしも高い精度で均等化されているとは言えないが、η0による制約と同時降

伏制約により、材端累積塑性変形倍率の層平均値を概ねη0の値前後に制御できていることが

わかる。また、柱の非塑性化指定部位の材端累積塑性変形倍率（◇,○）は、梁端に比べて非
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常に小さく、崩壊機構形成のための制約がここでも有効に機能していることが確認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-7(A)～(C) 部材端累積塑性変形倍率の層平均値（η0=3）（骨組 A～C） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-7(D),(E) 部材端累積塑性変形倍率の層平均値（η0=3）（骨組 D,E） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-8(A)～(C) 部材端累積塑性変形倍率の層平均値（η0=3,9）（骨組 A～C） 
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図 6-8(D),(E) 部材端累積塑性変形倍率の層平均値（η0=3,9）(骨組 D,E) 
 
 

6.5 本章のまとめ 
 
[1] 崩壊機構指定骨組の塑性化指定部位における一部材端あたりの平均累積塑性変形倍率の

予測式が示され、上述の予測式に基づく制約条件と応答スペクトル法に基づき決定された比

例荷重下での指定崩壊機構形成のための制約条件を課した最小重量設計問題を定式化し、そ

の設計手法を提案した。 
[2] [1]の設計手法を用いて、最小重量設計骨組を多数設計し、応答スペクトル適合人工地震

動を入力地震動とした時刻歴応答解析を行った。その結果、設計手法には、比例荷重が用い

られているにもかかわらず、[1]で述べた２種類の制約条件は、激震時においても有効に機能

していることが確認できた。 
[3] しかし、前述の時刻歴応答解析結果では、塑性化指定部位の損傷分布は、各層でかなり

大きなばらつきを有することも明らかとなった。そこで、比例荷重下において塑性化指定部

位が同時に降伏するための制約条件を追加した最小重量設計も行い、同時降伏制約条件が、

激震時における部材の損傷分布に与える影響を調査した。解析結果から、このような制約条

件が、激震時における層方向の損傷の分散化に大きな役割を果たすことが明らかにされた。 
[4] 必ずしも高い精度とは言えないが、累積塑性変形倍率骨組平均値の制約と塑性化指定部

位の同時降伏制約により、材端累積塑性変形倍率の層平均値を、概ね制約値η0の前後に制御

できることが示された。 
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第 7 章 結論 
 
 第 2 章から第 6 章の各章で得られた研究成果を以下に要約する。 
第 2 章「'81 年耐震設計基準に基づく弾性・塑性同時制約条件下の鋼構造骨組の最小重量設

計」では、既存耐震設計基準に基づく弾性制約条件、塑性制約条件およびその両方の制約条

件を課した最適設計問題が取り扱われた。特に、最適塑性設計問題では、コンパクト法によ

り得られる崩壊機構情報を記憶・蓄積して利用することにより、複数の塑性制約条件群を作

成する方法が提案された。この方法では、塑性制約条件が設計変数に対して陽な、少数かつ

複数の崩壊機構における不等号制約条件群で定式化できるため、非線形数理計画法に基づく

最適弾性設計との同時最適化が可能である。既存耐震設計基準の弾性制約条件と塑性制約条

件の両方を段階的にではなく同時に取り扱うことが可能な鋼構造平面骨組の一般的最適設計

手法が示され、種々の設計例に対して、解の大域的最適性・収束性に関する検証が行われた。

塑性制約条件が取り扱われる場合には、与えた初期設計解によって異なる設計解が得られる

ケースも見られたが、構造重量の差異は、非常に小さく、どの設計解を最適解としてもよい

と判断できる結果であった。また、SLP 法の本問題における収束性状は、良好であった。た

だし、対象とする骨組の規模が大きくなり設計変数が増加する場合には、例えば 14層骨組で

収束までに要するシンプレックス法の繰り返し回数が 50回程度となり、その収束性状が若干

悪化する傾向が見られた。 

 第 3 章「鋼構造骨組の指定崩壊機構形成のための条件と崩壊機構を指定した最小重量設計」

では、比例荷重を受ける鋼構造骨組に対して、骨組の崩壊荷重だけでなく、形成される崩壊

機構の形をも制約可能な最適設計問題が取り扱われた。まず、設計者により指定される望ま

しい崩壊機構（指定崩壊機構）が形成されているかを判定するための方法として、塑性ヒン

ジの発生を許容しない部位のみを弾性仮定とする荷重増分解析に基づく方法が採用され、指

定崩壊機構形成のための制約条件式が導かれた。次に、これらの制約条件式の感度係数（設

計変数に対する微分係数）を指定崩壊機構形成時の力のつりあいから近似的に計算する方法

が示された。この方法は、設計感度解析において増分解析の繰り返し計算を必要とせず、最

適弾性設計における設計感度解析とほぼ同じ計算量で設計感度が得られている。さらに、比

例荷重下の鋼構造骨組の指定崩壊機構形成のための制約条件と崩壊荷重に対する制約条件を

取り扱った最小重量設計問題が定式化され、その設計手順が示された。ここでも、種々の設

計例に対して、設計解の大域的最適性・収束性に関する検証が行われた。得られた設計解は

いずれもほぼ同じ値となることが確認でき、大域的最適解あるいは骨組重量がそれにきわめ

て近い設計解が得られていると推論できる結果を得た。また、SLP 法の収束までの回数は、

最大でも 20 回程度であり、収束性は良好であった。また、設計骨組の荷重増分解析結果から、

指定崩壊機構が確実に形成されていることが確認でき、提案設計手法の妥当性が確認された。 
 第 4章「部材の降伏強さを確率変数とした崩壊機構指定骨組の FOSM 信頼性指標制約下にお

ける最小重量設計」では、部材の降伏強さのばらつきの大きさが骨組の崩壊形式に与える影

響が特に大きいことに着目し、降伏強さを確率変数として取り扱った最小重量信頼性設計問

題が取り扱われる。ここでは、まず、FOSM 法に基づく指定崩壊機構形成のための信頼性制

約条件式と崩壊荷重に対する信頼性制約条件式が導かれ、それらを制約条件とした最小重量
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信頼性設計の設計手順が示された。ここでも種々の設計条件を有する骨組の設計例が示され、

設計解の大域的最適性及び収束性に関する検証が行われた。前章と同様、大域的最適性・収

束性ともに良好な性状を示した。次に、設計骨組の各部位の塑性ヒンジ発生確率、崩壊機構

形成確率、骨組崩壊確率をモンテカルロ・シミュレーション法により計算し、設計手法の妥

当性を検討した。モンテカルロ法により得られた塑性ヒンジ発生確率および骨組崩壊確率は、

信頼性指標の制約条件値とよい対応を示すことが確認された。また、本提案手法と既往の研

究でよく用いられる柱梁耐力比に基づく設計法による設計骨組の崩壊機構形成確率を比較し

たところ、指定崩壊機構、全体崩壊機構とも、本提案手法による設計の方が、同じ構造重量

において高い形成確率を達成していることが示された。 
 第 5章「指定崩壊機構非形成確率を制約した鋼構造骨組の最小重量設計」では、第４章で

扱われた FOSM 信頼性指標に基づく最適設計問題をさらに発展させ、骨組の崩壊確率およ

び指定崩壊機構非形成確率の上限値を直接制約した最適設計問題が取り扱われた。ここでは、

まず、指定崩壊機構非形成確率の上限の推定式が直接導かれ、その上で、骨組の崩壊確率お

よび指定崩壊機構非形成確率の上限値を制約した最適信頼性設計問題とその設計手法が示さ

れた。この章でも、種々の設計条件を有する骨組の設計例が示され、設計解の大域的最適性

及び収束性に関する検証やモンテカルロ法による崩壊機構形成確率、骨組崩壊確率の計算に

よる検証が行われた。大域的最適性に関しては、大域的最適解あるいはそれと骨組重量の極

めて近い設計解が得られていると推論し得る結果を得た。また収束までのシンプレックス法

の繰り返し回数は最大でも 32 回程度であり収束性は良好であった。モンテカルロ法により

計算された指定崩壊機構非形成確率は、上限の制約値 PNS0を確実に下回っていることが、確

認された。また、骨組の崩壊確率は、制約値 PF0と良い対応を示すことが確認された。さら

に、本章では、軸力による曲げ耐力の低下を考慮した最適設計問題も取り扱われた。ここで

も、設計解の大域的最適性及び収束性に関する検証やモンテカルロ法による崩壊機構形成確

率、骨組崩壊確率の計算による検証が行われ、提案設計手法の妥当性が示された。最後に、

降伏強さのばらつきの大きさの異なる種々の鋼材を想定し、降伏強さのばらつきの大きさが

鋼構造最適設計骨組の経済性に与える影響についても考察した。本論文で扱った設計例では、

確実な梁降伏型全体崩壊機構の形成をめざす設計においてなら、降伏強さが高くかつばらつ

きが小さい SN490B を使用するのが、材料費に関する限り経済的であるという結果が得られ

た。 
 第 6章「崩壊機構と累積塑性変形を制御した鋼構造骨組の最小重量設計と激震時挙動」で

は、激震時における部材の累積塑性変形を制御した最適設計問題が取り扱われた。まず、設

計用応答スペクトルに基づき決定された層せん断力分布を有する比例荷重を受ける鋼構造骨

組が指定崩壊機構を形成するための条件および塑性ヒンジが生じることが予想される塑性化

指定部位における累積塑性変形倍率の骨組平均の予測式が導かれた。その上で、これらの条

件を制約条件とした最適設計手法が提案され、種々の設計例が示された。設計用応答スペク

トル適合人工地震動を入力地震動とした時刻歴応答解析結果から、これらの制約条件が激震

時において有効に機能することが示された。また、比例荷重下において塑性化指定部位が同

時降伏するための制約条件を追加した最小重量設計と時刻歴応答解析も行い、このような制

約条件が、激震時における部材の損傷分散化に大きな役割を果たすことが示された。 
以上、本論文では、部材応力、層間変形、骨組の崩壊荷重などの既存耐震設計基準に基づ
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く制約条件だけでなく、骨組の崩壊形の制御とそれに対する確率理論への応用、激震時にお

ける累積塑性変形に対する制約など、近年その重要性が注目されているにも関わらず、既往

の最適耐震設計では取り扱われなかった種々の制約条件を考慮した最適耐震設計問題を取り

扱った。そして、これら種々の問題に対して、数理計画法（SLP 法）の適用が可能あるいは

容易となる数式化処理が提案され、それに基づく設計手法が示された。また、多数の数値計

算例により、解の大域的最適性・収束性の調査や設計骨組の解析的検証が行われ、提案設計

手法の妥当性・有効性が示された。 

ここで提案された設計手法は、いずれも実施設計における基本計画段階で部材断面を決定

するためのツールとして利用可能ではあるが、実務設計で有効に利用されるようになるには、

まだ数多くの課題が残されている。本研究分野における今後の展開として、例えば、以下が

考えられる。 
(1) 規格部材断面への対応 
(2) 施工のしやすさ等も考慮した最小コスト設計 
(3) 地震時累積塑性変形制約の精度向上と最大塑性変形の同時制約 
(4) 地震動のばらつきに対する理論展開 
 本論文が、建築骨組の最適設計に関する研究の発展と実用化の一助となれば幸いである。 
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